
学校教育法施行規則 1/34ページ

昭和三十写年文部省令第十一号

学校数育法施行規則

学校教育法施行経則を次のようにためる。

日次

第一章 盤且ll

第 …衝  世 晉 亡 :卜 堂 r竺― と_笛 +h_とヽ

第 二封  桂 程 ^口 捜 塁 五 【ド後 亜 の 資格 (第二 十兵L毎 二 十 三 彙 )

勢三占 曽理 (第二十四条L鱒二十八条 )

第二章 と融 育 〔鱒二十九条L傷三十五条 )

曽=告  勧建涸 r営 =+★3_笛 =+)_とヽ

第四■ 小学校

第…節 設働』■ (露四十条―第四十九条)

勢二節 とき阻題 rttT+― 笛雪+ASヽ

第二節 学年及び授彙日 (勢五十九員―

“

大十三条 )

室四範 L■ (勢大十四条―勢六十五条の三)

第二節 学後評価 (第六十六彙―常六十八条)

第二章 中学峻 〔勢大十九条=朗七十九条 )

第五章の三 と務数百学校並びに中拳被併般型小学校及びJヽ学校併設型中学技

箋―節 と務故育単峻 (勢七十九条のニー毎七十九条の人 )

勢二節 中学校併證型小学勝Bび小学校併世型中学後 (鱒七十九条の九一鱒七十九条の十二)

笛大童 亡出豊持

勢守節 泄強ヽ担

“

ヽ学科五tF後育限理 (第′ゝ+条―第人十九条)

第二節 入挙ヽ退学.転学.口単ヽ休学及【ド卒彙等 (勢九+条―第百条の三)

住=笛

第七章 山― 奮豊持↓イFに帯附理由単構憂rFttE9コ吉常単控

露…節 中学後育学校 (勢百五条一勢百十三条 )

第二節 併證型中学校及び件設型菖等単後 (第百十四条―笛百十七条 )

勢八章 幣四支授よ曹 〔勢百十人員―勢百四十一員 )

第九章 ム豊

笛―衝 設韓ヽ■日、学部及び串科 (勢百四十二条―勢百四十三条の三)

算二節 入学五び卒婁等 〔鱒百四十四条―鱒百六十三彙)

笛=笛

第四衝 盟霊評価その他 (笛百六十五条―笛百七十三条 )

第十章 菖等専門学後 (勢百七十四条―傭百七十九条)

第十一童 車修学校 〔笛百八十条―勢百八十九条う

第十二章 提則 (第百九十条・第百九キー条)

剛

第―章 構則

第一節 設■廃止等

第一祭 学校には、その学校の目的を実現するために必要な独地、検舎、校具、運動場、国書館又は目書室、保緯室その他の設備を設けなけれ

!よならない。

02 学校の位置は、教育上適切な環境に。これを定めなければならない。

第二条 私立の学校の設置者は、その設置する大学又は吉等専口学校にういて次に掲げる事由があるときは、その旨を文部科学大臣に層け山な

ければならない。

一 目的、名称、位置又は学則 (収暮定員に係るものを除く。)を査更しようとするとき。

三 分校を設置し、又は廃止しようとするとき。

三 大学の学部、大学院の研究科、短期大学の学科その他の組織の位置を、豊が国から外国に、外目から我が目に、又は―の外国から他の外

国に査更するとき。

四 大学における通信教育に関する堀程を査更しようとするとき。
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五 経■の見積り及び牲持方法を査更しようとするとき。

六 校珀、独舎その他直接牧育の用に供する土地及び建物に日する権利を取得し、者しくは処分しようとするとき、又は用途の査夏こ改築等

によりこれらの上造及び建物の現状に重要な査更を加えようとするとき。

第二条 単後の設置についてのB可の申請又は層出は、それぞれB可申請書又は層出書に、次の事項 く市 (特別区を含む。以下同じ。)町村立

の小学校、中学校及び構務牧育学校 く市町村が単独で又は他の市町村と共同して設立する公立大学法人          (平 成十二年法

律第百十′ヽ号)第六十八条勢―項に嬢定する公立大学法人をいう。以下同じ。)の設置する小学校、中学校及び義務教育学校を含む。第七条

において同じ。)については、第四号及び第五号の事項を除く。)を狙増した0頌及び検地、検舎その他直接保育又は教育の用に供する土地

及び建絢 (以下「被珀校合等」という。)の国面をるえてしなければならない。

一 目的

二 名称                 .
三 位置

四 学則                      ―

五 経費の見積り及び韓持方法

六 開段の時期

第四条 前条の学則中には、少くとも、次の事項をB贈しなければならない。            ―

= 停集年阻、学年、学期及び授業を行わない日 (以下「休業口Jと いう。)に日する事項

二 部科及び際程の組織に田する事項

三 数育際程及び観祟同時数に関する事項

四 学習の評価及び際程停7のB定に関する事項

五 収害定員及び職員編機に関する事項

六 入学、選学、転学、休学及び卒素に関する事項

七 授果料、入学科その他の費用機収に日する事項

八 賞mに関する事項

九 寄宿舎に日する事項

02 前項各号に掲げる事項のほか、通信鍋の際程を置く吉等学校 (中学教育学校の後期際程を含む。以下この項において同じ。)について

は、前条の学則中に、次の事項を■増しなければならない。

一 通信教育を行う区増に関する事項

二 通信教育について協力する声等学峻に田する事項

03 第一環各号に掲げる事項のほか、特別支援学校については、前条の学則中に、

―

    (昭 和三十二年法律第二十六号)勢七十二条に

規定する者に対する数育のうち当散特別支撮学崚が行うものに田する事項を盟増しなければならない。

第二条 学則の査夏は、前条第一項各号、第二項第二号及び第二号、第三項並びに第百八十七条第二項第一号及び第二号に褐げる事項に係る学

則の査夏とする。

02 学校の目的、名称、位置、学則又は経貴の見積り及び柱持方法の資更についてのB可の申請又は層山は、それぞれ諷可申請書又は届山書

に、資更の事由及び時期をa増 した書類を活えてしなけれはならない。

03 私立学校の収容定員に係る学則の変更についてのB可の申請又は届山は、それぞれB可申請書又は届出書に、前項の書類のほか、経費の

見積り及び柱特方法を諷増した書霞並びに当触査更後の収害定員に必要な較地検舎等の国面を澪えてしなければならない。

第六条 学校の独地検舎等に関する権利を取得し、若しくは処分し、又は用途の査更、改築等によりこれらの現伏に重要な査更を加えることに

ついての届山は、届出書に、その事由及び時期をΠ増した書類並びに当散検地検舎等の国画を澪えてしなければならない。

第七条 分被 (私立学校の分後を含む。第十五条において同じa)の設EについてのB可の申講又は層出は、それぞれB可申鱗書又は層出書

に、次の事颯 (市町村立の小学校、中学校及びB務数百学校については、第四号及び邸工号の事項を除く。)をE重 した書類及び被珀校舎等

の口面を活えてしなければならない。

― 事由

二 名称

三 位置

四 学員llの査更事項

五 経費の見嶺り及び推持方法

六 閉段の時期

第八条 第二条第二号に掲げる事由に係る届出は、届山書に、次の事項を盟職した書類及び校珀被告等の口面を活えてしなければならない。

― 事由

二 名称

三 位置

四 学則の査更事項

五 経資の見積り及び催持方法

六 査更の時期

第九条 二部媛素を行うことについての層出は、層出書に、その事由、期間及び実施方法をB増 した書類を活えてしなければならない。

第十条 学級の綱翻についてのB可の申請又は層出は、それぞれB可申請書又は層出書に、各学年ごとの各学級閉の生性の数 (数学年の生徒を
生学級に傷鍋する場合にあつては、各単撤ごとの各単年川の生徒の数とする。本集中以下同じ。)を狙職した書類を活えてしなければならな

い 。

02 学よの編日の変更についてのB可の申睛又は属出は、それぞれ露可申請書又は届山書に、査夏の事由及び時期並びに交更前及び査更後の

各学年ごとの各学後閉の生佐の数を経常した書類を番えてしなければならない。

第十一条 吉等学校 (中学教育学校の後翔際程を含む。)の全日日の漂櫂、定時日の際程、通信日の際程、学科、専攻科若しくは別科、特別支

援学校の吉等部の学科、専攻科者しくは囲科、大学の学部、学部の学科、大手院、大学院の研究科岩しくは研究科の専政Ⅲ短期大学の学科若

しくは吉等専門学校の学科の設置又は大学院の研究科の専攻に係る漂種の査更についてのB可の申睛又は属山は、それぞれB可申請書又は層

山善に、第七条各号の事項を,載した書類及びその使用に係る部分の検珀被舎等の国面を澪えてしなければならない。

第十二条 特用支援学校の市等部叉は大学における五僣散育の閉殴についての巳可の申隣又は層出は、それぞれE可申睛書又は層山とに、第七

条各号の事項をE載した書類、通信改育に関する規櫂及びその使用に係る部分の検地校舎等の口面をるえてしなければならない。

02 特Я雪支優学校の市等部又は大学における五個教育に関する掘程の資夏についての属山は、届山書に、査夏の事白及び時期を諷増した書類

をるえてしなければならない。
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03 特】日支援学校の声学部又は大学における通信改育の農上についてのB可の申請又は層山は、それぞれB可申請書又は届山書に、廃止の事

由及び時期並びに生徒又は学生の処置方法を祖載した書類を活えてしなければならない。

第十三条 特別支援学校の幼稚部、小学部、中学部叉は吉等部の設置についてのB可の申睛又は届山は、それぞれB可申睛書又は層山書に、第

七崇各号の事項を田載した書類及びその使用に係る部分の検拍被舎等の口面を活えてしなければならない。

第十四条 学校の殿■者の査更についてのB可の申請又は届山は、それぞれ隠可申請書又は層山書に、当酸設置者の査更に関係する地方公共団

体 (公立大学法人          (平 成十二年法律第百十八号)勢六十八条第一夏に規定する公立大学法人をいう。以下同じ。)を含

む。以下この条において同じ。)又は学校法人 (私立の幼稚口を設置する学校法人以外の法人及び私人を含む。)が連署して、変更前及び童

更後の第二条第工号から第五号まで (小学校、中学校又は■務改育学校の設■者の査更の場合において、新たに骰H者となろうとする者が市

町村であるときは、第四号濃び第二号を除く。)の事項並びに査更の事由及び時期を

“

増した書類を活えてしなければならない。ただし、新

たに設置者となろうとする者が成立前の地方公共団体である場合においては、当臓成立前の地方公共団体の違署を要しない。

第十二索 学校者しくは分校の廃上、吉等学校 (中学数育学校の後期際程を含む。)の全日田の際程、定時日の際程、通信日の環櫂、学科Ⅲ専

攻科若しくは別科の廃上、特別支援学校の幼稚部、小学部、中学部、高学部者しくは高等部の学科、専攻科若しくは別科の廃止、大学の学

部Ⅲ学部の学科、大学院、大学院の研究科若しくは研究科の専攻の廃上、短期大学の学科の廃止又は高等専円学校の学科の農上についてのB
可の申請又は層出は、それぞれB可申請書又は層山書に、廃上の事由及び時期並びに幼児、児童、生徒又は学生 (以下「児童等」という。)

の処置方法を盟載した書類を洒えてしなければならない。

第十六祭 学校教育法施行令 (昭和三十八年政令第二百四十号)第二十四条の二第四号の文部科学省令で定める学則の障 事項は、第四条第一

項第一号 (停桑年限に関する事項に限る。)及び第二号並びに同条第二項第一号及び第二号に掲げる事項とする。

02 学校徴育送ね行令第二十四条のこに規定する事項についてのB可の層山は、B可申睛書に係る書類の写しを離えてしなければならない。

第十七条 単後数曹送ね行令勢二十六条第三頭の規定による都道府果の数育委員会又は魯道府県が単独で若しくは他の地方公共団体と共同して

設立する公立大学法人の理事長の報告は、報告書に、市町村の数青委員会叉は市町村が単独で若しくは他の市町村と共同して設立する公立六

学法人の理事長からの届出に係るものについては当瞭届出に係る書類の写しを、当戯都道府県又は当触都道府県が単独で若しくは他の地方公

共団体と共同して設立する公立大学法人の設置する吉等学校に保るものについては査夏の事由及び時期を組載した書類をおえてしなければな

らない。

第十八条 学校数育法亀行令第二十七条の二勢二互の規定による都道府果知事の報告は、報告書に当酸層出に係る書類の写しを離えてしなけれ

ばならない。

第十九条 
―

、学校教育法施行令及びこの省令の規定に基づいてなすべき隠可の申請、届出及び報告の手続その他の細則については、

文部科単省令で定めるもののほか、公立又は私立の大学及び吉等専同学校に係るものにあつては文部科学大臣、大学及び古等専同学校以外の

市町村 (市町村が単独で又は他の市町村と共同して設立する公立大学法人を含む。)の設置する学校に係るものにあつては都道府県の教育委

員会、大学及び声等専門単検以外の私立学校に係るものにあつては3道府県知事が、これをためる。

第二節 校長、出検長及び数頭の資格

第二十条 校長 (学長及び声等専円学校の検長を除く。)の資格は、次の各号のいずれかに散当するものとする。

一 虹
―

隆法 (昭和三十四年法律第百四十七号)による教常の専停免酢状又は一種免酢状 (高等学校及び中等教育学校の検長にあつて

は、専停免昨状)を有し、かつ、次に掲げる職 (以下「教育に関する職Jと いう。)に二年以上あつたこと

イ 学校数青送勢―条に規定する学校及び同送第百三十四条に嬢定する専停学校の機長 (就学前の子どもに日する数青、保育磐の総合的な

く平成十八年法律第七十七号)勢二条第七頭に規定する幼保連携型隠定こども口 (以下「幼保連携型諷定こども

田Jと いう。)の日長を含む。)の職

口 学桂教育送勢―条に規定する学校及び幼保連携型隠定こども日の教授、た教授、助数Ⅲ耐検長 (幼保違悌型B定こども日の田日長を含

む。)、 数頭、主幹教曲 (幼保連携型屋定こども日の主幹養護歳常及び主幹崇豊教綸を含む。)、 指導牧綸、牧泊、助敏れ、養議牧ね、

養慶助牧曲、栄豊敬ね、主幹保育教い、指導保育数由、保育数曲、助保育敬常、講師 (常時動務の者に限るこ)及び同送笛百三十四彙に

規定する専停学校の教員 く以下本集中「教員Jと いう。)の職

ハ 学技教育送第一員に規定する学校及び幼保違協型B定 こども日の事務職員 (単機な労務に雇用される者を除く。本条中以下同じ。)、

実習助手、寄宿舎指導員及び学校栄養職員 (敬倫雌  (昭和三十九年法律第百六十号)第七条に規定する職員のうち崇養数綸以外の者

をいい、同送第六条に規定する施設の当酸職員を含む。)の職

二 学校教育法等のァ部を改正する法律 (平成十九年法律第九十六号)第一崇の規定による改正前の学校数百法第九十四条の規定により廃

止された従前の法令の規定による学校及び旧教員妻成脳学校官日 (昭和三十一年勅令第二百八号)勢―条め経定による散R去減請学校の

長のH
ホ ニに掲tザる学校及び教員豊戌贈学校における数員及び事務職員に相当する者の職

へ 海外に在日する郵人の子女のための在外教育施設 (以下「在外教育施設Jと いう。)で、文部科学大臣が小学校、中学校又は吉等学校

の保程と同等の課程を有するものとしてB定 したものにおけるイからハまでに掲げる者に準するものの職

ト ヘに規定する職のほか、外目の学校におけるイからハまでに掲げる者に準するものの職

チ 少年院法 (平成二十六年法律第五十八号)による少年院又lよ

―

    (昭 和二十二年法律第百六十四号)による児童自立支援施設

(児童福社法等の一部を改正する法律 (平成九年法律第七十四号)酷則第七条第一項の規定により正明書を発行することができるもの

で、同条第二項の服定によりその例によることとされた同法による改正前の

―

第四十八条第四項ただし書の規定による指定を受

けたものを除く。)において教育を担当する者の職

リ イからチまでに掲げるもののほか、目又は地方公共同体において教育事務又は牧育を担当する国家公務員又は地方公務員 (単鶴な労務

に雇用される者を除く。)の職

ヌ 外目の官公庁におけるりに準する者の職

二 教育に関する職に十年以上あつたこと

第二十一条 私立学校の設置者は、前条の規定により難い特別の事倍のあるときは、二年以上教育に関する職又は教育、学術に関する業務に

従事し、かつ、牧育に関し高い融見を有する者を校長として採用することができる。

第二十二条 目立若しくは公立の学校の検長の任命権者叉は私立学校の設置者は、学校の運営上特に必要がある場合には、前二条に霧定する

もののほか。第二十条各号に掲げる資格を有する者と同等の資資を有すると隠める者を校長として任命じ又は採用することができる。

第二十三条 前三祭の規定は、B検長及び数頭の資格について準用する。

第二節 管理

第二十四条 被長は、その学校に在学する児童等の指導要録 (学校教育法ね行令第二十一員に規定する児童等の学習及び機藤の状況を■録し

た書類の原本をいう。以下同じ。)を作確しなければならない.

02 校長は、児童等が追学した場合におぃては、その作成に係る当酸児童等の指導要保の抄本又は写しを作成し、これを違学先の検長に送付

しなければならない。
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03 機長は、児童等嫌 学した場合においては、その作成に係る当歓児童等の指導要録の写しを作成し、その写し く転学してきた児童等につ

いては転学により送付を受けた指導要鎌 〔戯学前の子どもに■する散育ヽ倶育等の鯰合的な提供の推違に田する送常れ行令 (平成二十六年政

令第二百三号)笛A条に規定する口児の学習及び偉点の状況を口爆した書類の原本を含む。)の写しを含む。)及び前項の抄本又は写しを転

学先の検長、保育所の長又はB定こども日の長に送付しなければならない。

第二十五条 校長 (学長を除くc)は、当跛学校に在学する児童等について出席簿を作成しなければならない。

第二十六彙 校長及び教員が児童等に懲戒を加えるに当つては、児童等の心身の発通に応する等牧育上必要な己慮をしなければならない。

02 8成 のうち、退学、停学及びH告の処分は、按長 (大半にあつては、学長の委任を受けた学部長を含む。)が行う。

03 前項の退学は、公立の小学峻、中学校 (学峻散古法勢七十―条の規定により古等学校における敬古と一貫した教育を施すもの (以下「併

段理中準機Jと いう。)を除く。)、 と務教育学校又は特B日支援学校に在学する学齢児童又は学齢生佳を除き、次の各号のいずれかに麟当す

る児童等に対して行うことができる。

一 性行不良で改善の見込がないとBめられる者

二 学力劣等で成業の見込がないとBめ られる者

三 正当の理由がなくて出席常でない者

四 学校の秩序を乱し、その他学生叉は生徒としての本分に反した者

04 第二項の停学は、学齢児童又は学齢生徒に対しては、行うことができない。

05 学長は、学生に対する第二項の退学、停学及びH告の処分の手犠を定めなければならない。

第二十七条 私立学校が、校長を定め。大学及び市等専同学校にあつては文部科学大臣、大学及び吉等専門学校以外の学校にあつては3道府

県知事に層け出るに当たつては、その服歴書を澪えなければならない。

第二十八崇 率校において備えなければならない残簿は、■ね次のとおりとする。

一 学校に関係のある法令           '
三 学則、日際歳t牧科用田書配当表、単検医鵠蕩祖録簿、学校H科医犠務記録簿、学校菓剤匈執務E嫌簿及び学校日法

三 職員の名簿、履歴書、出働簿並びに担任学機、担任の教科又は科目及び時回表

四 指導要僚、その写し及び抄本並びに出席簿及び健康砂断に関する衰簿

五 入学者の選牧及び成績考とに関する表簿

六 資産原鯨、山納簿及び経費の予算決算についてのほ簿並びに園書機は岳兵←標本、棋聖等の数具の日保

七 往復文書処理簿

02 前項の衰簿 (第二十四条第二項の抄本又は写しを除く。)は、別にためるもののほか、二年間保存しなければならない。ただし、指導要

録及びその写しのうち入学、卒彙等の学常に関する口録については、その保存期回は、二十年間とする。

03 ~と 奮韓七岳全歯=+―との経定により指導要倣 びその写しを保存しなければならない期間は、前項のこれらの書類の保存期間から

当麟学峻においてこれらの書類を保存していた期間を控除した期間とする。

第二章 4務教育

第二十九条 市町村の教育委員会は、               〔同令勢二員において準用する場合を含む。)の規定により単齢簿を磁

気ディスク (これに摯ずる方法によリー史の事項を強奥に観扱しておくことができる鞠を含む。以下Πじ。)ともつて買裏する場合にはこ電

子計算機 (電子計算機による方法に準ずる方法によリー定の事項を確実に諷録しておくことができる機器を含む。以下同じ。)の操作による

ものとする。

2 市町村の教育委員会は、前項に耀定する場合においてはi当麟学齢簿に口保されている事項が当敵市町村の学齢児童又は学齢生徒に関する

事務に生事している者以外の者に同項の電子計算機に接競された電気通信回線を通じて知られること及び当戯学齢簿が減失し又はき損するこ

とを防止するために必要な措置を路じなければならない。

第二十条 学校教育送亀行令勢…条鱒―瑾の単齢簿にE増 (同条勢三Hの経定により磁気ディスクをもつて田製する単齢毎にあつては、狙億。

以下同じ。)をすべき事項は、次の各号に掲げる区分に応じ、当議各号に掲げる事項とする。

一 學齢児童又は学齢生徒に関する事項 氏名、理住所、生年月甲及び性別

二 保離者に関する事項 氏名、現住所及び保厳者と学齢児童又は学齢生健との関係

三 就学する学校に関する事項

イ 当獣市町村の設置する小学校、中学校 (併設型中学校を除く。)又は■務牧育学校に就学する者について、当散単校の名称並びに当敵

学校に係る入単、転学及び卒業の年月ロ

ロ 塾幽盤童出h缶全室血長に定める手競により当麟市町村の設置する小学校、中学校 (併設型中学校を除く。)又は義務教育学校以外の

小学校、中学校、■務教育学校又は中等教育学校に就宇する者について、当散学校及びその設置者の名称並びに当触学校に係る入学、転

_学i遇学及び卒皐の年月日

ハ 特別支援学校の小学部又は中学部に就学する者について、当験学校及び部並びに当議学校の設置者の名称並びに当麟部に係る入学、転

学、退学及び率皐の年月日

四 就学の督に等に関する事項 学被虫育法始缶令鱒二十条又は第二十一員の規定に基づき就学状況が良好でない者等について、被長から通

知を受けたとき、又は就学構務の履行を骨促したときは、その旨及び通知を受け、又は督促した年月日

五 就学壌務の猶予又は免除に関する事項 豊監裁童法室土△生の規定により保臓者が■學させると務を猶予又は免除された者について、猫

予の年月日、事由及び期間又は免除の年月日及び事由並びに猶予又は免除された者のうち伎学した者については、その年月日

六 その他必要な事項 市町村の数育委員会が学齢児童又は学齢生徒の就学に田し必要とBめる事項

2 学校数青送協行令鱒二条に規定する者について作成する学齢簿にE感をすべき事項については、前項第…号、第二号及び第六号の規定を串

用する。

第三十一崇 学校数百送速行令第二条の規定による学齢簿の作成は、十月―口現在において行うものとする。

第二十二条 市町村の教育委員会は、学校教育法亀行令勢五条第二互 韓 において準用する場合を含む。次項において同じ。)の嬢

定により就学予定者の就学すべき小学校、中学校又は■務教育学校 (攻項において『就学校Jと いう。)を指定する場合には、あらかじめ、

その保護者の意見を聴取することができる。この場合においては、意見の聴取の手横に日し必要な事項を定め、公表するものとする。

2 市町村の牧育委員会は、半独徴育法ね行令第二条勢二項の爆定による就学校の指定に係る通知において、その指定の査夏についての同令第

△農に規定する保盛者の申立ができる旨を示すものとする。

第二十三条 市町村の数育委員会は、豊磁歯菌鮎由缶n勇ム農の規定により、その指定した小学校、中学校又は義務教育学校を査更すること

ができる場合の要件れび手犠に日し必要な事項を定め、公表するものとする。

第二十四条 学齢児童又は学齢生健で、学校教育送銘十八条に掲げる事由があるときは、その保護者は、就学構議の猶予又は免除を市町村の

教育委員会に願い出なければならない。この場合においては、当麟市町村の敬育委員会の指定する医師その他の者の工明書等その事由を工す

るに足る書類を番えなければならない。
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第三十五条 単捜後育法第十八条の経定により保護者が就学させる■務を猶予又は免除された子について、当麟猶予の期間が経過し、又は当

麟猶予者しくは免除が取り消されたときは、独長は、当触子を、その年鈴及び心れ,の発違状況を考慮して、相当の学年に日入することができ

る。

第二章 幼稚口

第二十六条 幼稚口の設備、編日その他設置に関する事項は、この章に定めるもののほか、幼稚■設置基尊 (昭和三十一年文部省令第二十二

号)の定めるところによる。

第二十七崇 幼稚口の毎学年の教育選政は、特月1の事情のある場合を除き、三十九週を下つてはならない。

第二十八条 幼稚日の教育課程その他の保育肉害については、この章にためるもののほか、教育際櫂その他の保育内害のと準として文部科単

大臣が別に公示する幼稚口徴育要領によるものとする。

第二十九条 第四十八条、第四十九条、第五十四条、第二十九条から第六十八条まで (第六十五条の二及び第六十三崇の三を除く。)の規定

は、幼稚口に隼用する。

第四牽 小学校

第一節 設曽編

“第四十条 小学校の設備、編日その他設置に関する事項は、この節に定めるもののほか、小学校設置基準 (平成十四年文部科学省令第十四号)

のためるところによる。

第四十一条 小学校の学級虫は、十二学級以上十八学級以下を標準とする。ただし、地城の奥館その他により特別の事情のあるときは、この

限りでない。

第四十二条 小学校の分機の学級数は、特】1の事情のある場合を除き、工学級以下とし、前条の学級数に算入しないものとする。

第四十三条 小学校においては、日和のとれた学峻運営が行われるためにふきわしい校務分準の仕組みをとえるものとする。

第四十四条 小学校には、数務主任及び学年主任を■くものとする。

2 前項の規定にかかわらず、第四項に経定する数務主任の担当する校務を建理する主幹歳常を置くときその他特別の事情のある|きは数務主

任を、第五項に掘定する学年主任の担当する被務をと理する主幹敬的を置くときその他特別の事情のあるときは学年主任を、それぞれ置かな

いことができると

3 教務主任及び学年主任は、指導数綸又は数的をもつて、これに売てる。

4 散務主任は、検長の監督を受け、数育計画の立案その他の教務に関する事項について違構嗣豊及び指導、助言に当たる。

S 学年主任は、検長の監督を受け、当酸学年の数青活動に関する事項について連構‖豊及び指導、助言に当たる。

第四十五条 小学校においては、保健主事を■ (ものとする。

2 前項の規定にかかわらず、第四項に規定する保健主事の担当する校議をと理する主幹政綸を置くときその他特別の事情のあるときはも保健

主事を■かないことができる。

3 保健主事は、指導徴的、教静又は秦離教曲をもつて、これに充てる。

4 保健主事は、検長の監督を受け、小学校における保健に関する事項の管理に当たる。

第四十六条 小学校にはⅢ事務長又は事務主任を置くことができる。

2 事務長及び事務主任は、事務H員をもつて、これに充てる。

3 事務長は、被長の監督を受け、事務職員その他の職員が行う事務を構括する。

4 事務主任は、検長の監督を受け、事務に日する事項について違構調整及び指導、助音に当たる。

第四十七条 小学校においては、前三条に耀定する歳務主任、学年主任、保健主事及び事務主任のほか、必要に応し、検務を分担する主任等

を置くことができる。

第四十′ヽ条 小学鞍には、設置者の定めるところにより、検長の職務の円滑な執行に資するため、車員会出を置くことができる。

2 職員会鵬は、検長が主率する。

第四十九条 小学崚には、設置者の定めるところにより、学校評臓員を置くことができる。

2 学校瞬臓員は、被長の求めに応じ、学校運営に関し意見を述べることができる。

3 学校辞鵬員は、当議小学校のH員以外の者で教育に関する理解及び出民を有するもののうちから、被長の推由により、当触小学校の段E者
が委嘱する。

第二節 教育際程

第二十条 小単検の数育際程は、日薦、社会、算数、理科、生活、音楽、国西工作、家庭及び体育の各教科 (以下この節において『各教科Jと

いう。)、 通住、外国語活動、構合的な学習の時間垂びに特別活動によつて編成するものとする。

2 私立の小学校の牧育際程を編成する場合は、前項の規定にかかわらず、宗数を加えることができる。この場合においては、宗数をもつて前

項の道倍に代えることができる。

第二十一条 小学校 (第二十三条の二第二項に理定する中学校連携型小学被及び第七十九条の九第二項に親定する中学校併骰型小学較を除

く。)の各学年における各教科、道は、外国語活動、構合的な学習の時間及び特男呼活れのそれぞれの授集時教並びに各学年におけるこれらの

構授業時数は、別表第一に定める授集時数を標準とする。

第二十二祭 小学校の教育際程については、この節にためるもののほか、教育課程の基準として文部科学大臣が剛に公示する小学校学習指導

要領によるものとする。

第五十二条の二 小学校 (第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校を除く。)においては、中学校における牧育との一貫性に配

慮した教育を施すため、当触小学校の設■者が当麟中学校の設置者との協出に基づきためるところにより、教育際程を編成する工とができ

る。

2 前項の規定により教育課程を編成する小学校 (以下『中学校連携型小学校Jと いう。)は、第七十日条の三第一項の規定により教育際程を

領成する中学校と違悌し、その教育際程を実施するものとする。

第二十二条の三 中学校違悌型小学校の各学年における各教科、道倍、外国騒活励、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授祟時敏

並びに各学年におけるこれらの構授祟時数は、別表第二の二に定める授業時数を標準とする。

第二十二条の四 中学校連携型小学校の教育際程については、この章に定めるもののほか、教育漂程の基準の特例として文部科学大臣が別に

定めるところによるものとする。

第二十三祭 小学校においては、必要がある場合には、―部の各牧科について、これらを合わせて授業を行うことができる。

第五十日祭 児童が心身の状況によつて服停することが困難な各教科は、その児童の心身の状況に追合するように課きなければならない。

第五十五条 小学校の教育際程に関し、その改善に資する研究を行うため特に必裏がありiかつ、児童の教育上道切な配慮がなされていると

文部科学大臣がBめる場合においては、文部科学大臣が別に定めるところにより、第二十崇第一項、第二十一祭 (中学校違携型小学校にあつ

ては第二十二条の三、第七十九条の九第二項に掘定する中学校併設型小学校にあつては第七十九祭の十二において準用する第七十九条の五第

一環)又は第二十三条の規定によらないことができる。
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第五十五条の二 文部科学六巨が、小学校において、当儀小学校又は当麟小学校が骰置されている地増の実態に照らし、より効果的な敬育を

実施するため、当臓小学校又は当散地城の特色を生かした特朋の牧育際程を編成して牧育を実施する必要があり、かつ、当敵特別の牧育際程

について、

―

    (平 成十八年法律第百三十号)及び学校教育送第二十祭第一項の規定等に照らしてお切であり、児■の教育上と切な配

慮がなされているものとして文部科単大臣が定める基準を満たしているとBめる場合においては、文部科学大臣が閉に定めるところにより、

第二十条第一環、第五十一条 (中学校違協型小学校にあつては第二十三条の三、第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校にあつ

ては第七十九条の十二において隼用する第七十九条の工第一項)又は第二十二条の経定の全部又は一部によらないことができる。

第二十六条 小学校において、学校生活への道応が困難であるため相当の期間小学校を欠席し引き横き欠席するとBめ られる児童を対象とし

て、その実態に配慮した特別の数育際程を編成して散育を実施する必要があると文部科学大臣がBめる場合においては、文部科学大臣が別に

定めるところにより、第五十条第一項、第二十一条 (中学校連携型小学峻にあつては第五十二条の三帯第七十九条の九第二項に規定する中学

校併設聖小学校にあつては第七十九条の十二において隼用する第七十九条の五第一項)又は第五十二条の規定によらないことができる。

第二十六条の二 小学校において、日本語に通じない児童のうち、当麟児童の百本厨を理解し、使用する機力に応した特朋の指導を行う必要

があるものを改育する場合には、文部科学大臣が別に定めるところにより、第五十条第一項、第二十
=条

(中学校連携型小単校にあつては第

二十二条の三、第七十九条の九第二項に堀定する中学校併骰型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項)

及び第二十二条の規定にかかわらず、特別の牧育際程によることができる。

第二十六条の三 前条の規定により特】日の教育課程による場合においては、検長は、児童が殿■者のためるところにより他の小学校、4務数

育學校の前翔際程又は特別支援学校の小学部において受けた授業を、当散児童の在学する小学校において曼けた当散特別の牧育屎程に係る授

素とみなすことができる。

第二十六条の四 小学校において、学齢を経過した者のうち、その者の年齢、経験又はh労の状況その他の実情に応じた特別の指導を行う必

要があるものを夜間その他特川の時間において教育する場合には、文部科学大臣が閉に定めるところにより、第五十条第一環、第五十一条

(中単被違協型小学校にあつては第五十二条の三、第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二におい

て尊用する第七十九条の五第一項)及び第二十二条の経定にかかわらず、特剛の教育際程によることができる。

第五十七彙 小学校においても各学年の際程の停7又は卒業をBめるに当たつては、児童の平素の成績を評価して、これを定めなければなら

ない。

第五十八条 校長は、小単校の全際程を停7したとBめた者には、卒業阻書を授与しなければならない。

第三節 単年及び授業日

第二十九条 小学校の学年は、四月…口に始まり、翌年二月三十一日に終わる。

第六十条 授集鶴始の時期は、独長が定める。

第六十一条 公立小学校における休祟日は、次のとおりとする。ただし、第二号に掲げる口を除き、当酸学校を設置する地方公共団体の数育

委員会 (公立大学法人の設置する小学校にあつては、当議公立大学法人の理事長。第三号において同じ。)が必要とBめる場合は、この限り

でない。

― 目民の根日に■する法偉 (昭和三十三年法律第百七十八号)に規定する日

ニ ロ曜日及び土曜日

三 単校教育送速行令第二十九条第一互の規定により教育委員会が定める日

第六十二祭 私立小学校における学翔及び休素日は、当麟学校の学則で定める。

第六十三彙 非常童愛その他患迫の事情があるときは、検長は、臨時に授業を行わないことができるぅこの場合において、公立小学校につい

てはこの旨を当瞭学校を設置する地方公共団体の教育委員会 (公立大学法人の設置する小学校にあつては、当散公立大学法人の理事長)に報

告しなければならない。

第四節 職員

第六十四条 鵬師は、常時島務に服しないことができる。

第六十二乗 単検用務員は、学校の環境の整備その他の用務に従事する。

第六十五魚のエ スクールカウンセラーは.小学校における児童の心理に関する支援に従事する。

第六十五条の三 スクールソーシヤルワーカーは、小学校における児童の福社に日する支援に従事する。

第五簿 学校評価

第六十六祭 小学校は、当敵小学峻の数青活動その他の学校運営の状況について、自ら評価を行い、その結果を公表するものとする。

2 前項の評価を行うに当たつては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行うものとする。

第六十七条 小学校は、前崇第一項の経定による評価の結果を踏まえた当触小学校の児童の保護者その他の当陰小学校の関係者 (当敵小学校

の職員を除く。)による評価を行い、その結果を公表するよう努めるものとする。

第六十八条 小学校は、第六十六条第一項の堀定による評価の情黒及び前条の掘定により評価を行つた場合はその結果をこ当麟小学校の設置

者に報告するものとする。

第二章 中学校

第六十九条 中学崚の設常、編

“

その他段■に田する事項は、この章に定めるもののほか、
― 磁―   (平 成十四年文部科学省令第十二

号)の定めるところによる。

第七十条 中学校には、生健指導主事を置くものとする。

2 前項の規定にかかわらず、第四項に掘定する生住指導主事の担当する機務を強理する主幹散常を置くときその他特別の事情のあるときは、

生佐指導主事を置かないことができる。

3 生住指導主事は、指導教曲叉は教曲をもつて、これに売てる。

4 生錠指導主事は、検長の監督を受け、生佐指導に関する事項をつかさどり、当麟事項について連絡嗣豊及び指導、助言に当たる。

第七十一条 中学峻には、違路指導主事を置くものとする。

2 前項の規定にかかわらず、第二項に経定する進路指導主事の担当する機務をと理する主幹牧由を置くときは、進路指導主事を置かないこと

ができる。

3 違路指導主事は、指導叡的又は牧泊をもつて、.こ れに売てる。検長の監督を受け、生徒の職崇選択の指導その他の建路の指導に関する事項

をつかさどり、当歓事項について速需嗣豊及び指導、助言に当たる。

第七十二条 中学校の教育際程は、目厨、社会、数学、理科、音楽、典術、保偉体育、技待・家庭及び外国語の各牧科 (以下本章及び第七章

中「各教科Jと いう。)、 道億、構合的な学習の時間並びに特別活動によつて編成するものとする。

第七十三条 中学校 (併段型中学校、第七十四条の二第二項に規定する小学校連携型中学校、第七十五条第二項に規定する連携型中学校及び

第七十九条の九第二項に経定する小単校併設型中学校を除く。)の各学年における各牧科、道儀、韓合的な学習の時間及び特財活動のそれぞ

れの観素時敵並びに各学年におけるこれらの構恨巣時数は、川表第二に定める授祟時数を標準とする。

第七十四集 中学校の教育際程については、この章に定めるもののほか、教育際程の基準として文部科学大臣が別に公示する中学校学習指導

要領によるものとする。
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第七十四条の三 中学校 (併設型中学崚、第七十五条第二項に規定する連携型中学峻及び第七十九条の九第二項に親定する小学校併激型中学

校を除く。)においては、小学校における数育との一貫性に配慮した教育を施す■め、当酸中学校の設置者が当酸小学校の設置者との協麟に

とづき定めるところにより、教育際程を編成することができる。

2 前項の規定により教育際程を編成する中単校 (以下『小学校連携型中学校Jと いう。)は、中学校連携型小学校と連携し、その教育際程を

実施するものとする。

第七十四条の三 小学校違協型中学校の各学年における各教科、道毎、需合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授菓時数並びに各学年

におけるこれらの構恨集時数は、閉表第二の三に定める授業時数を標準とする。

第七十四条の四 小学校違協型中学校の教育際程については、この章に定めるもののほか、数育際程の基準の特例として文節科学大臣が別に

定めるところによるものとする。

第七十二条 中学戦 (併設聖中学校、小学校連携型中学峻及び第七十九崇の九第二項に規定する小学校併骰型中学崚を除く。)に おいては、

古等学校における教育との一貫性に配慮した教育を施すため、当麟中学校の設置者が当触菖等学後の設置者との協鵬に基づきためるところに

より、教育漂程を編成することができる。

2 前項の規定により教育際程を編成する中学校 く以下『連携型中学校」という。)は.第′ヽ十七条第一環の規定により教育際程を編成する声

等学校と運悌し、その教育際程を実施するものとする。

第七十六条 連携型中学校の各学年における各牧科、道毎、総合的な学習の時間及び特】E活動のそれぞれの授祟時数並びに各裳年におけるこ

れらの構授業時数は、朋表第四に定める授素時数を標準とする。

第七十七条 違携型中学校の教育際程については、この章に定めるもののほか、教育際程のと隼の特例として文部科学大臣が別に定めるとこ

ろによるものとする。

第七十八条 検長は、中学校卒業後、高等学校、高等専門学校その他の学校に進学しようとする生徒のある場合には、調査書その他必要な書

類をその生徒の進学しようとする学校の校長に送付しなければならない。ただし、第九十業第三項 (第百三十五条第五項において隼用する場

合を含む。)及び同条第四項の服定にとづき、嗣と書を入学者の選牧のための資料としない場合は、調査書の送付を要しない。

第七十八条の二 部活動指導員は、中学校におけるスポーツ、文化、科学等に関する教育活動 (中学校の数育際櫂として行われるものを除

く。)に係る技術的な指導に従事する。

第七十九条 第四十一条から第四十九条まで、第五十条第二項`第五十四条から第六十八祭までの規定は、中学校に隼用する。この場合にお

いて、第四十三条中「五学よ」とあるのは「二学機Jと 、第五十五条から第二十六条の二まで及び第五十六条の四の規定中 r第五十条第一

項Jと あるのは「第七十二条」と、「第二十一条 (中学校連携型小学校にあつては第二十二条の三、第七十九祭の九第二項に経定する中学校

併段型小学校にあつては第七十九崇の十二において隼用する第七十九条の五第一項)Jとあるのは「第七十三条 (併設型中学校にあうては第

百十七条において準用する第百七条、小学校連携型中学校にあつては第七十四条の三、違協翌中学校にあつては第七十六条、第七十九条の九

第二項に規定するJヽ単検併骰型中学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九崇の五第二項)Jと、「第五十二条」とあるの

は「第七十四条Jと 、第二十五条の三中 r第三十条第一項Jと あるのは「第四十六条Jと 、第二十六条の三中「他の小学校、■務牧育学校の

前期際程又は特Я雪支援学校の小学部Jと あるのは「他の中学校、義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期際樫又は特別支援学校の中学

部」と隣み替えるものとする。

第二章の二 協務教育学校並びに中学校併設型小学校及び小学校併骰型中学校

第一節 嶺務牧育学校

第七十九条の二 鴨務改育学校の前期際程の設備、編日その他設置に田する事項については、企豊強量量畠皇の規定を隼用する。

2 義務教育学校の後期課程の段常、観日その他設置に関する事項については、
― 殴―

の規定を単用する。

第七十九条の三 義務教育単後の学よ数は、十八学級以上二十七学級以下を標準とする。ただし、地域の実館その他により特別の事情のある

ときは、この限りでない。

第七十九条の四 4務教育学校の分校の学級数は、特別の事情のある場合を除き、A学級以下とし、前条の学撤数に算入しないものとする。

第七十九条の二 次祭勢―項において準用する第二十崇第一項に規定するB務教育学校の前期課程の各学年における各教科、道仁、外国語活

励、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授集時散並びに各学年におけるこれらの構慢集時教は、別表第二の二に定める授業時数を

標準とする。

2 次条第二項において隼用する第七十二条に規定する義務教育学校の後朗際程の各半年における各教科、道住、総合的な学習の時間及び特別

活動のそれぞれの授業時数並びに各学年におけるこれらの構授業時敏は、別表第二の三に定める授業時数を標準とする。

第七十九条の六 義務教育学校の前期際程の教育際程については、第二十祭、第二十二条の経定に基づき文部科学大臣が公示する小学鞍学習

指導要領及び第五十五条から第二十六条の四までの規定を準用する。この場合において、第五十五条から第五十六条までの規定中「第二十条

第一項、第二十一条 《中学校連携型小学様にあつては第五十二条の三、第七十九崇の九第二項に規定する中学校併骰型小学校にあつては第七

十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項)又は第二十二崇」とあるのは「第七十九祭の五第一頂叉は第七十九条の六第二項にお

いて準用する第五十条第一項若しくは第二十二条の規定に基づき文部科学六巨が公示する小学校学習指導要領Jと 、第二十五条の三中「第二

十条第一項」とあるのは「第四十九条の六第一項Jと 、第五十六祭の二及び第二十六条の四中『第五十条第一環、第二十―条 (中学校連携型

小学校にあつては第五十三条の三、第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七

十九条の五第一項)及び第二十二崇Jと あるのは「第七十九条の工第一項並びに第七十九条の六第一項において準用する第二十条第一環及び

第二十二条の規定に基づき文部科学大臣が公示する小学校学習指導要領」と読み告えるものとする。

2 義務教育学校の後期際程の教育際程については、第二十崇第二項、第五十五祭から第二十六条の四まで及び第七十二条の規定並びに第七十

四条の親定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要領の羅定を準用する。この場合において、第二十五条から第五十六崇までの規

定中「第二十条第一項、第二十一条 (中半検連携型小学校にあつては第二十三条の三、第七十九条の九第二項に規定する中学校併激型小学校

にあつては第七十九祭の十二において準用する第七十九条の五第一項)又は第五十二条Jと あるのは「第七十九祭の五第二項又は第七十九条

の六第二頭において準用する第七十二崇若しくは第七十四条の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要領Jと 、第二十五崇の

三中「第二十条第一項Jと あるのは「第四十九索の六第二項Jと、第二十六条の二及び第五十六条の四中「第二十条第一環、第二十一条 (中

学校連携型小学校にあつては第二十二条の三、第七十九崇の九第二項に規定する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準

用する第七十九条の五第一項)及び第五十二祭Jと あるのは「第■十九条の五第二項並びに第七十九条の六第二項において準用する第七十二

条及び第七十四祭の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要領Jと 、第二十六条の四中「他の小学校、■激 育学校の前翔課

程又は特別支援学校の小学部Jと あるのは「他の中学校、4務改育学校の後期課程、中等牧育学校の前翔際櫂又は特別支援学校の中学部Jと

隣み替えるものとする。

第七十九条の七 薔務徴育学校の教育際程については、この車に定めるもののほか、数育際程の基準の特例として文部科学大臣が川に定める

ところによるものとする。

第七十九条の′ヽ 第四十三条から第四十九崇まで、第二十三条、第五十四条、第二十七祭から第七十―条まで (第六十九条を除く。)及び第

七十′ヽ条の経定は、4務教育学校に準用する。

2 第七十′ヽ祭の二の規定は、4務改育学校の後期際櫂に準用する。

htts:〃elaws.e‐gov.gojP/searcVelawsSearcVelaws searcVisg0500/宙 ewConttnts?la." 2020/03/25
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第二節 中学校併段型小学校及び小学校併設型中学校

第七十九条の九 同一の設置者が段置する小学校 (中学校連携型小単検を除く。)及び中学校 (併段型中学校、小学校連携翌中学校及び違携

型中学校を除く。)においては、4務牧育学校に準じて、小学峻における牧育と中単校における教育を一貫して協すことができる。

2 前項の規定により中学校における教育と一貫した牧育を強す小学校 (以下「中学校併骰聖小単被Jと いう。)及び同項の規定により小率校

における教育と一貫した牧育をねす中学校 (以下「小学賊併設型中学校Jと いう。)においては、小学校における教育と中学校における教育

を一貫して施すためにふさわしい運営の仕組みを整えるものとする。

第七十九条の十 中学校併設型小学校の数育際程については、第四章に定めるもののほか、教育際程の基準の特例として文部科学大臣が別に

定めるところによるものとする。

2 小学校併殿型中学被の教育際程については、第二章にためるもののほか、数育際軽の基準の特例として文部科学大巨が朋に定めるところに

よるものとする。

第七十九条の十一 中学校併段型小学校及び小学校併敵型中学校においては`小学校における牧育と中学校における教育を―貫しておすた

め、設置者の定めるところにより、教育際程を編成するものとする。

第七十九条の十二 第七十九条の工第一項のれ定は中学校併段型小学校に、同条第二項の規定は小学校併設型中学校に準用する。

第六章 吉等学校

第工節 設備.編日、学科及び数育際程

第八十条 声等学校の設備こ編日、学科の種類その他骰Eに関する事項は、この節にためるもののほか、市等単校激■基準 (平成十六年文部科

学省令第二十号)の定めるところによる。

第八十一崇 二以上の学科を■(吉等単機には、専門牧育を主とする学科 (以下「専門学科Jと いう。)ごとに学科主任を■き、農皐に口す

る専門学科を置く菖等学校には、農場長を置くものとする。

2 前項の規定にかかわらず、第四項に規定する学科主任の担当する校務をと理する主幹牧白を■くときその他特別の事情のあるときは学科主

任を、第二項に嬢定する農場長の担当する校務をと理する主幹救曲を■くときその他特別の事情のあるときは農場長を、それぞれHかないこ

とができる。

3 学科主任及び農場長は、指導数由又は牧的をもつて、これに売てる。

4 学科主任は、校長の監督を受け、当瞭学科の教育活動に関する事項について連絡』豊及び指導、助言に当たる。

5 農場長は`検長の監督を受け、農集に関する案習地及び実習施設の運営に目する事項をつかさどる。

第′ヽ十二条 菖等学校には、事務長を置くものとする。

2 事務長は、事務職員をもつて、これに売てる。

3 事務長は、校長の監督を受け、事務職員その他の職員が行う事務を構楯する。

第八十三条 声等学校の牧育際程は、別表第二に定める各散科に属する科日、総合的な学習の時間及び特別活動によつて編成するものとす

る。

第八十四条 声等学校の数育際程については、この章に定めるもののほか、教育際程の基準として文部科学大臣おt別 に公示する吉等学校学習

指導要幅によるものとする。

第A十五条 萬等学校の教育課櫂に関し、その改善に資する研究を行うため特に必要がありらかつ、生徒の線育上適切な配慮がなされている

と文部科學大臣が隠める場合においては、文部科学大臣が閉に定めるところにより、前二条の規定によらないことができる。

第八十五条の二 文諄科学大臣が、市等学校において、当獣吉等学校又は当散菖等学校が段Eされている地増の実協に照らし、より効果的な

教育を実施するため、当敵吉等学校又は当敵珀増の特色を生かした特別の教育際程を編成して教育を実施する必要があり、かつ、当戯特別の

教育際程について、教育基本法及び学校教育送第二十―条の堀定等に照らして適切であり、生住の教育上適切な配慮がなされているものとし

て文部科学大臣が定めると隼を満たしているとBめる場合においては、文部科単大臣が別にためるところによりi第八十三条又は第八十四条

の規定の全部又は…部によらないことができる。

第八十六条 高等学校においてこ単峻生活への適応が困難であるため、相当の期間吉等学校を欠席し引き犠き欠席するとBめ られる生徒、吉

等学校を退学し、その後吉等学校に入学していないと醒められる者若しくは学校教育送第二十七彙に規定する吉等学校の入学資格を有する

が、吉等学崚に入学していないと置められる者又は疾病による機秦のため岩しくは障害のため、相当の翔岡市等学校を欠席すると隠められる

生健、吉等学校を選学し、その後声等学校に入学していないと認められる者若しくは学校教育法第二十七条に経定する吉等学校の入学資格を

有するが、市等学校に入学していないと羅められる者を対象として、その実歯に配慮した特別の教育際程を編成して教育を実施する必要があ

ると文苗科学六巨が屁める場合においては、文部科学大臣が別に定めるところにより、第八十三条又は第八十四条の嬢たによらないことがで

きる。

第八十七条 吉等学校 (学校後古法第七十一員の規定により中学校における牧育と一貫した牧育を施すもの (以下「併設型言等学鞍Jと い

う。)を除く。)においては、中学校における教育との一貫性にE慮した数育を施すため、当麟吉等学校の設置者が当瞭中学校の設置者との

協贈に基づき定めるところにより、数育際程を編成することができる。

2 前項の経定により教育際程を編成する高等単被 (以下「連携型菖等学校」という。)は、連携型中学校と連携し、その教育課程を実施する

ものとする。

第八十八条 違協型吉等学校の教育際程については、この章に定めるもののはか、徴育際程の基準の特例として文部科学大巨が男日に定めると

ころによるものとする。

第八十′ヽ条のニ スイス畳濫奥にとづく財団法人である目隠バカロレア事務局から目臣バカロレア・ディプロマ・プログラムを提供する学校

として屋められた声等学校の教育際程については、この章に定めるもののほか、教育際程の基準の特例として文部科学大臣が別に定めるとこ

ろによるものとする。                                              1
第八十′ヽ条の三 菖等学校は、文部科学大臣が】専に定めるところにより、授業を、多様なメディアを高産に利用して、当歓授業を行う数室等

以外の場所で履停させることができる。

第八十九崇 吉等学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用国書又は文部科学省が著作の名残を有する教科用四書のない場合には、

当族吉等学鞍の設置者の定めるところにより、他のと切な教科用口書を使用することができる。

第二節 入学、遇学、転学、口学、休学及び卒業等

第九十条 吉等学校の入学は、第七十八条の規定により送付された調査書その他必要な書類、選機のための学力検査 (以下この条において「学

力検査Jと いう。)の成績等を資料として行う入学者の選機に基づいて、検長が許可する。

2 学力検とは、特別の事情のあるときは、行わないことができる。

3 Mと書は、特別の事情のあるときは、入学者の選機のための資料としないことができる。

4 連携型吉等学校における入学者の選機は、第七十二条第一項の規定により編成する数育際程に保る連携翌中学校の生佳については、旧と書

及び学力検との成機以外の資科により行うことができる。

5 公立の吉等学校 (公立大宇法人の設置する高等学校を除く。)に係る学力検とは、当鹸吉等学校を設置する毎道府県又は市町村の教育委員

会が行う。

httPs://elawsoe‐ govogojP/searcVelawsSearcVelaws search/1sg050げ iewConttnts?la.…  2020/03/25
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第九十一条 第一学年の途中又は第二学年以上に入学を酢可される者は、相当年齢に違し、当散学年に在学する者と同等以上の学力があると

置められた者とする。

第九十二条 他の高等学校に転学を志望する生性のあるときは、鞍長は、その事由を具し、生徒の在学肛切書その他必要な書類を転学先の検

長に送付しなければならない。転学先の検長は、教育上支障がない場合には、転学を許可することができる。

2 全日日の際程、定時日の際程及び通信日の際櫂相互の間の転学又は転籍については、停得した単位におして、相当学年に転入することがで

きる。

第九十三条 校長は、教育上有ととBめるときは、生徒が外国の声等学校に口学することを許可することができる。

2 検長は、前項の規定により冒単することを許可された生徒について、外国の高等学校における層停を吉等学校における屈停とみなし、三十

六単位を超えない範囲で単位の停得を認定することができる。

3 校長は、前項の経定により単位の停得を隠定された生催について、第百口条第一項において準用する第五十九条又は第百四条第二項に規定

する学年の途中においても、各学年の際程の停7叉は卒業を隠めることができる。

第九十四条 生催が、体学又は遇学をしようとするときは、検長の酢可を受けなければならない。

第九十五条 学校教育法第五十七条の屈定により、高等学校入学に関し、中学校を卒業した者と同等以上の学力があるとBめ られる者は、次

の各号のいずれかに強当する者とする。

一 外目において、学校教育における九年の際理を停7した者

二 文部科学大臣が中学校の際櫂と同等の課櫂を有するものとしてB定 した在外数青施設の当酸際程を停了した者

三 文部科学大臣の指定した者

四                        (昭 和四十一年文部省令第二十六号)により、中学校を卒業した者と同等以上の学力が

あるとB定 された者

五 その他菖等学校においても中学校を卒集した者と同等以上の学力があるとBめた者

第九十六条 被長は、生徒の吉等学校の全際程の停7をBめるに当たつては、高等学校学習指導要領の定めるところに
さり、七十四単位以上

を停得した者について行わなければならない。ただし、第八十五条、第八十五条の二又は第′ヽ十六条の服定により、吉等学校の教育課程に口

し第八十三彙又は第′ヽ十四条の規定によらない場合においては、文部科単大臣が川に定めるところにより行うものとする。

2 前項前段の規定により全際程の停7の要件として停得すべき七十四単位のうちゃ第八十八条の三に規定する授業の方法により停得する単位

数は三十六単位を超えないものとする。

第九十七条 校長は、数育上有ととBめるときは、生徒が当麟被長の定めるところにより他の吉等学校又は中学教育学校の後期際程において

一部の科目の単位を停得したときは、当散停得した単位数を当酸生徒の在学する吉等学鞍が定めた全際程の停7をBめるに必要な単位数のう

ちに加えることができる。

2 前項の規定により、生徒が他の吉等学校又は中等教育学校の後期際程において一部の科日の単位を停得する場合においては、当麟他の声等

学校又は中等教育学鞍の検長は、当麟生住について一部の科日の服停を許可することができる。

3 同一の吉等学校に■かれている全日

“

の際程、定時毎の際程及び通信日の際種相互の間の併停については、前二項の規定を準用する。

第九十八崇 被長は、教育上有杢とBめるときは、当敵検長の定めるところにより、生掟が行う次に掲げる学停を当酸生徒の在学する吉等学

校における科目の服停とみなし、当散科目の単位を与えることができる。

一 大学、高等専円学校又は専停学校の高等際程若しくは専同課程における学停その他の教育施設等における学停で文部科準大臣が朋に定め

るもの

二 知戯及び技機に関する書とで文節科学大臣が別に定めるものに係る学停                     ′

三 ボランティア活動その他の機横的に行われる活動 (当麟生徒の在学する高等学校の数育活動として行われるものを除く。)に保る学停で

文部科学大臣が】日に定めるもの

第九十九条 第九十七条の規定に基づき加えることのできる単位数及び前条の規定に基づき与えることのできる単位数の合計数は三十六を超

えないものとする.

第百条 校長は、教育上有杢と醒めるときは、当険検長の定めるところにより、生催が行う次に掲げる学停 (当敵生徒が入学する前に行つたも

のを含む。)を当議生徒の在学する菖等学校における科目の履停とみなし、当麟科目の単位を与えることができる。

一 菖等学校卒業種産鳳定試験耀則 (平成十七年文部科学省令第一号)のためるところにより合格点を得た試験科目 (同令附則第二祭の規定

による廃止前の大学入学資格検定規程 (昭和三十六年文部省令第十三号。以下「旧屈程」という。)の定めるところにより合格点を得た曼

検科目を含む。)に係る学停

三 高等学校の川科における学停で第八十四祭の規定に基づき文部科学大臣が公示する高等学校学習指導要領の定めるところに準じて停得し

た科日に係る学停

第百条の二 学校教育法第二十八条の二に規定する文部科学大臣の定める基準は、次のとおりとする。

一 停業年限が三年以上であることも

二 課程の停7に必要な総単位数その他の事項が、川に定める基準を満たすものであること。

2 前項のと隼を満たす声等学校の専攻科の際程を停7した者は、掘入学しようとする大学の定めるところにより、当麟大学の停素年瞑から、

停ヤした市等学校の専攻科における停祟年限に相当する年数以下の期間を控除した期間を在学すべき期間として、当敵大学に編入学すること

ができる。ただし、在学すべき期間は、一年を下つてはならない。

第百条の三 前崇第一項の基準を満たす専攻科を■く吉等学校は、当歓専攻科について、第百四条第一項において準用する第六十六条第一項

の規定による辞価の結果を賠まえた吉等教育の段階における教育活動等に関し議見を有する者その他適当と置める者 (当麟声等学校の職員を

除く。)による評価を行い、その結果を公表するものとする。

第二節 定時日の際程及び通信日の際櫂並びに学年による教育課程の区分を設けない場合その他

第百―崇 通信日の際程の設備、編日その他に関し必要な事項は、この章に定めるもののほか。          (昭 和三十七年文部省令

第二十三号)の定めるところによる。

2 第八十祭 (施設、設備及び編日に係るものに限る。)並びに第百四条において準用する第二十九条及び第六十一条から第六十三条までの規

定は、通信日の課程に適用しない。

第百三条 吉等学校の定時日の際程又は通信日の際程の停来年限を定めるに当たつては、動労青年の教育上適切なE慮をするよう努めるものと

する。

第百三条 吉等学校においては、第百四条第‐項において準用する第二十七祭 (各学年の課程の停7に係る部分に限る。)の規定にかかわら

ず、学年による教育際程の区分を設けないことができる。

2 前項の規定により学年による教育課程の区分を設けない場合における入学等に関する特例その他必要な事項は、単位日声等学校数育規程

(昭和六十三年文部省令第六号)のためるところによる。

第百四条 第四十三条から第四十九条まで (第四十六条を除く。)、 第二十四条、第二十七条から第七十一祭まで く第六十九崇を除く。)の経

定は、高等学校に準用する。

https了/elawste‐ gov.gojp/searcVelawsSearcVelN、 searcWisg0500/宙ewConttnts?la." 2020/03/25
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2 前項の規定において準用する第二十九崇の嬢定にかかわらず、停祟年限が三年を超えるた時日の課程を置く場合は、その最倍の学年は、四

月一日に始まり、九月三十日に倍わるものとすることができる。

3 機長は、特別の必要があり、かつ、牧育上支障がないときは、第…項において準用する第二十九祭に規定する学年の途中においても、学期

の区分に生い、入学 (第九十一崇に損定する入学を除く。)を許可し並びに各学年の際程の停7及び卒業をほめることができる。

第七章 中等数育学校並びに併設聖中学校及び併設理菖等学校

第一節 中学教育学校

第百五祭 中等牧育学校の設置と準は、この車に定めるもののほか、川にためる。

第百六条 中学牧育単校の前朗課程の設備、編日その他設置に関する事項については、中 の規定と準用する。

2 中学牧育学校の後期際程の撤常、日日、学科の種類その他設置に田する事項については、首― 設■基準の規定を単用する。

第百七祭 次条第一項において隼用する第七十三条に規定する中等教育学校の前翔際程の各学年における各教科、道仁、総合的な学習の時間及

び特別活動のそれぞれの授業時数土びに各学年におけるこれらの構授祟時数は、別歳第四に定める授業時数を標準とする。   r
第百八集 中等敬育学校の前期際樫の教育際程については、第二十条第二項、第二十五条から第二十六条の口まで及び第七十二条の規定並びに

第七十四条の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要領の規定を隼用する。この場合において、第二十二条から第二十六条ま

での経定中『第五十条第…項こ第二十…条 (中学校違悌型小学峻にあつては第二十二条の三、第七十九祭の九第二項に規定する中学校併設型

小学校にあつては第七十九祭の十二において準用する第七十九条の五第一項)又は第二十二条Jと あるのは「第百七条又は第百八条第工項に

おいて準用する第七十二条若しくは第七十四条の規定に基づき文部科学大臣が′ム`示する中学校学目指導要傾Jと 、第二十五条の三中「第二十

条第一項」とあるのは「第六十七条第…頂Jと、第二十六条の二及び第二十六条の四中「第二十条第一瑣、第二十一崇 (中率校違協型小学校

にあつては第二十二条の三、第七十九条の九第二項に規定する中学校併骰型小学校にあつては第七十九条の十二において串用する第七十九条

の五第一項)及び第二十二条Jと あるのは「第百七条土びに第百八条第一環において準用する第七十二条及び第七十四崇の規定に基づき文部

科学大臣が公示する中学校学習指導要領Jと 、第五十六条の四中『他の小学校、嶺務牧育学校の前期際櫂又は特別支援学校の小学部Jと ある

のは「他の中学校、4務牧育学校の後期際程ヽ中学教育学校の前翔際櫂又は特囲支援学校の中学部Jと読み替えるものとする。

2 中学教育学校の後翔際程の敬育際程については、第八十三崇、第八十五条から第八十六条まで及び第八十八条の二の規定並びに第八十四条

め掘定に基づき文部科学大臣が公示する富等学校学習指導晏領の規定を単用する。この場合において、第′ヽ十五条中「前二条Jと あり、並び

に第八十五条の二及び第八十六条中「第八十三条又は第八十口条Jと あるのは、「第百八条第二項において準用する第八十三条又は第八十四

条の経定に基づき文部科学大臣が公示する高等学校学習指導要領Jと 、第八十五祭の三中「第五十一条Jと あるのは「第六十七条第二項Jと

隣み骨えるものとする。

第百九集 中等牧育学校の教育課程については、この章に定めるもののほか、教育課程の基準の特例として文節科学大臣が別に定めるところに

よるものとする。

第百十集 中等牧育学校の入学は、設置者のためるところにより、校長が許可する.

2 前項の場合において、公立の中等教育学校については、学力検とを行わないものとする。

第百十一条 中学牧育学校の後期課程の通信日の際程の設常、編割その他に日し必要な事項は、この章に定めるもののほか、申

―
の経定を準用する。

第百十二争 泳争埠三頂において串用する第百三条第一爾の擢宦により学年による機育隠種の区分を設けない場合における入学等に田する特

例その他蕩ヽ要な事項は、           の規定を隼用する。

第百十三祭 第西十三条から第臨十九条まで (第四十六条を除く。)r第二十四条、第二十七条、第二十八崇、第五十九条から第七十一条ま

で (第六十九条を除く。)、 第七十八条の二、第八十二条、第九十…条、第九十四条及び第百彙の三の服定は、中等教育学校に準用する。こ

の場合において、同条中「第百四条第一環Jと あるのは、「第百十三条第―項Jと腕み替えるものとする。

2 第七十八条の経定は、中等教育単校の前期際程に準用する。

3 第八十一条、第八十八条の三こ第八十九条、第九十二条、第九十三条、第九十六条から第百条の三まで、第百―条第二項、第百三条、第百

三条第一項及び第百四条第二項の経定は、中等教育学校の後期際程に準用する。この場合において、第九十六条第一項中「第八十五条、第八

十五条の二又は第八十六条」とあるのは「第百八彙第二項において腕み告えて準用する第八十五魚.第八十五彙の二叉は常′ヽ十六彙Jと 、

「第八十三条又は第′ヽ十四条Jと あるのは「第百八崇第二項において串用する第八十三条又は第八十四条の規定に基づき文部科準大臣が公示

する吉等学峻学習指導要領Jと議み骨えるものとする。

第二節 併設型中学校及び併設聖盲等学校

第百十四条 併設型中学校の数育際程については、第五章に定めるもののほか、教育課程の基準の特例として文部科学大臣が閉に定めるとこ

ろによるものとする。

2 併設型声等学校の教育際程については、第六章に定めるもののほか、教育際程の基準の特例として文部科学大臣が別に定めるところによる

ものとする。

第百十三条 件設型中学校及び併設型吉等宇後においては、中学校における教育と菖等学校における教育を一貫して施すため、HE者の定め

るところにより、教育際程を編成するものとする。

第百十六条 第九十条第―項の服定にかかわらず、併設翌声等学校においては、当陰声等学校に係る併段型中學校の生催については入学者の

選後は行わないものとする。

第百十七索 第百七条及び第百十条の規定は、併設型中学校に準用する。

第八章 特別支援牧育

第百十′ヽ条 特閉支援学校の設置基準及び特剛支援学級の設備編日は、この章に規定するもののほか、別に定める。

第百十九条 特囲支援学校においては、学校教育法第七十三条に規定する者に対する数育のうち当麟特別支援学校が行うものを学則その他の

設置者の定める規則 (次裏において「率則等Jと いうと)で定めるとともに、これについて保離者等に対して積極的に情報を提供するものと

する。

2 前項の学則等を定めるに当たつては、当敵特別支援学校の施設及び骰常等の状況並びに当陰特別支援学校の所在する地域における障害のあ

る児童等の状況について考意しなけれはならない。

第百二十条 特
"支

援学校の幼雅部において、主幹数常、指導敬由又は数陰 (以下「教曲等Jと いう。)―人の保育する幼児数は、人人以下

を標準とする。

2 特用支観学校の小学部又は中学部の一学機の児童又は生佐の数は、法令に特別の定めのある場合を除き、視党障害者又は聴党障害者である

児童又は生徒に対する教育を行う学機にあつては■人以下を、知的障害者、肢体不自由者又は常司者 (身体止司者を含む。以下同じ。)であ

る児童又は生佐に対する数育を行う学級にあつては十五人以下を標準とし、吉等部の同時に授串を受ける…学後の生徒敬は、十五人以下を標

準とする。

第百二十一条 特Я町支援学校の小学部、中学部又は宙等部の学級は、同学年の児童又は生徒で編目するものとする。ただし、特別の事情があ

る場合においては、数学年の児童又は生徒を一学機に編出することができる。

https://elawttc‐ gov.gojノsearcvelawsSearch/elawe SearCVい g0500航ewContents?la¨。 2020Ю3混5
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2 特別支援学校の幼稚部における保育は、特】日の事情のある場合を除いては、視支障害者、聴党障害者、知的障害者、肢体不自由者及び病弱

者の男嘔ごとに行うものとする。

3 特川支援学校の小学部、中学部又は高等部の学級は、特川の事倍のある増合を除いては、概党障害者、聴党障害者、知的障害者、肢体不自

由者又は病羽者の四ごとに編割するものとする。

第百三十二条 特別支援学校の幼稚部においては、同時に保育される幼児敬A人につき牧由等を一人置くことを碁準とするこ

2 特別支援学校の小学部においては、検長のほか、一学級当たり散ね等を―人以上■かなければならない。

3 特別支援学校の中学部においては、一学機当たり牧騰 を二人置くことを基準とする。

4 極党障害者である生催及び聴党障害者である生徒に対する牧育を行う特朋支援学校の高等部においては、自立教科 (理は、理学球法、理害
|

その他の職果についての知隣技機の停得に田する教科をいう。)を担任するため、必要な数の教員を■かなければならない。

5 前四項の場合において、特別の事情があり、かつ、教育上支障がないときはi検長、耐機長若しくは教頭が教的等を兼ね、又は助教的者し

くは腑師をもつて徴的等に代えることができる。

第百三十三条 寄宿舎指導員の数は、寄宿合に寄宿する児童等の数を六で除して得た数以上を標準とする。

第百三十四条 寄宿舎を設ける特】1支援学校には、寮務主任及び舎監を■かなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、第四頂に規定する秦務主任の担当する案務を豊理する主幹教由を置くときその他特剛の事情のあるときは察務主

任を、第五唄に損定する舎監の担当する寮務を強理する主幹教綸を置くときは舎監を、それぞれ■かないことができる。

3 寮務主任及び舎監は、指導改常又は嵌白をもつて、これに充てる。

4 秦務主任は、検長の監督を受け、案務に関する事項について違倍田壺及び指導、助言に当たる。

5 舎壼はも検二の監督を受け、寄宿台の管理及び寄宿合における児童等の教育に当たる。

第百二十五祭 特囲支援学校には、各部に主事を置くことができる。

2 主事は、その部に属する教ね等をもつて、これに売てる。被長の監督を受け、部に関する検務をつかきどる。

第百三十六条 特川支援学校の小学部の数育際程は、目騒、社会、算敷、理科、生活、音楽、図画工作、家庭及び体育の各教科、道毎、外国

語活動、構合的な学習の時間、特別活動並びに自立活動によつて日成するものとする。

2 前項の規定にかかわらず、知的障害者である児童を教育する場合は、生活、目語、算数、音楽、国西工作及び体育の各牧科、道僅、特別活

動並びに自立活動によつて教育際程を編成するものとする。

第百三十七条 特別支援学校の中学部の教育課程は、国語、社会、数学、理科、音楽ざ美衛、保健体育、技術・家塵及び外国語の各教科こ道

億、総合的な学習の時岡、特別活動並びに自立活動によつて編成するものとする。

2 前項の経定にかかわらず、知的障害者である生健を教育する場合は、国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育及び職泉・家庭の各

教科、道億、構合的な学習の時間、特別活動並びに自立活動によつて教育際程を樹成するものとする。ただし、必要がある場合には、外国語

科を加えて教育際櫂を編成することができる。

第百三十八条 特別支援学校の吉等部の教育課櫂は、川表第二及び朋表第二に定める各徴科に属する科日、構合的な学習の時間、特別活動並

びに自立活動によつて編成するものとする。

2 前項の規定にかかわらず、知的障害者である生儀を教育する場合は、目麟、社会、数学、理料、音楽Ⅲ共衛、保健体育、職祟、家底、外国

隠、情報、家政、農祟、工祟、産通・サービス及び福社の各教科、第百二十九条に理定する特別支援学校声等部学習指導要領で定めるこれら

以外の教科、道は、総合的な学習の時間、特川活動並びに自立活動にようて牧育際程を編成するものとする。

第百三十九条 特川支援学校の幼稚部の教育際程その他の保育内害並びに小学部、中学部及び声等部の教育課程については、この章に定める

もののほか、教育際櫂その他の保育内害又は教育課程の基準として文部科学大臣が別に公示する特B嘔支援学校幼稚部教育要領、特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領及び特川支援学校市等部学習指導要領によるものとする。                   ,
第百三十祭 特川支援学校の小学部、中学部又は吉等部においては、特に必要がある場合は、第百三十六条から第百三十八乗よでに規定する

各教科 (次項において「各教科Jと いう。)又は躊表第二及び別表第二にためる各教科に呂する科日の全部又は一部について、合わせて授業

を行うことができる。

2 特別支援学校の小学部、中学部又は菖等部においては、知的障害者である児童若しくは生催又は権数の種類の障害を併せ有する児童者しく

は生徒を教育する場合において特に必要があるときは、各教科、通機、外国厨活動、特別活動及び自立活動の全部又は一部について、合わせ

て授業を行うことができる。

第百三十一崇 特別支援学校の小学部、中学部又は高等部において、複数の種類の障害を併せ有する児童者しくは生住を教育する場合又は教

員を派遣して数育を行う場合において、特に必要があるときは、第百三十六条から第百三十九崇までの規定にかかわらず、特】1の教育課程に

よることができる。

2 前項の規定により特別の教育際程による場合において、文部科学大臣の検定を経た教科用國書又は文部科学省が著作の名善を有する教科用

図書を使用することが適当でないときは、当麟学校の設置者の定めるところにより、他の適切な数科用図書を使用することができる。

第百三十二条 特別支援学校の小学部、中学部又は吉等部の教育際程に関し、その改善に資する研究を行うため特に必ヽ要があり、かつ、児童

又は生住の教育上適切な配慮がなされていると文部科学大臣がBめる場合においては、文部科学大臣が別に定めるところにより、第百二十六

条から第百二十九祭までの規定によらないことができる。

第百三十二条の三 文部科学大臣が、特別支援学校の小学部、中学部又は吉等部において、当歓特別支援学校又は当酸特別支援学校が設置き

れている地域の実艤に照らし、より効果的な改育を実施するため、当敏特川支張学校又は当麟地域の特色を生かした特別の牧育際程を編成し

て教育を実施する必要があり、かつ、当酸特別の教育課程について、攀 及び学校教育送第七十二条の規定等に国らして適切であり、

児童又は生徒の牧育上盗切な配慮がなされているものとして文部科学大臣が定めると準を消たしていると認める場合においては、文部科学大

臣が別に定めるところにより、第百三十六条から第百三十九条までの規定の一部又は全部によらないことができる。

第百三十二条の三 特冽支援学校の小学部又は中学部において、日本語に通じない児童又は生健のうち、当散児童又は生徒の日本躇を理解

し、使用する機力に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育する場合には、文部科学大臣が別に定めるところにより、第百三十六条、

第百三十七条及び第百二十九崇の規定にかかわらず、特別の教育際程によることができる。

第百三十二条の四 前条の規定により特別の牧育課程による場合においては、検長は、児童又は生徒が設置者の定めるところにより他の小学

校、中学校、横務改青学校、中等教育学鞍の前期課程又は特別支援学校の小学部者しくは中学部において受けた授業をも当散児圭又は生催の

在学する特別支援学校の小学部又は中単部において受けた当麟特別の教育課程に係る授業とみなすことができる。

第百三十三条 校長は、生催の特別支援学校の高等部の全課程の停7を隠めるに当たつては、特別支援学校吉等部学習指導要領に定めるとこ

ろにより行うものとする。ただし、第百三十三条又は第百三十二条のこの規定により、特別支援学後の吉等部の教育際程に関し第百三十八崇

及び第百三十九条の経定によらない場合においては、文部科学大臣が閉に定めるところにより行うものとする。

2 前項前段の理定により全際程の停7の要件として特財支援学破高等部学習指導要領の定めるところにより校長が定める単位数又は最祟時数

のうち、第百三十五条第二項において準用する第′ヽ十八条の三に規定する授業の方法によるものはこそれぞれ全課程の停7要件として定めら

れた単位数又は授業時数の三分の一に満たないものとする。

第百三十四条 特川支援学校の高等部における通信徴育に関する事項は、別に定める。
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第百三十五条 第四十三条から第四十九条まで (第四十六彙を除く。)、 第二十四条、第五十九条から第六十三条まで、第六十五条から第六

十八条まで、第八十二崇及び第百条の三の耀足は、特別支援学校に準用する。この増合において、同集中「第百四条第一項」とあるのは、

「第百三十三条第一項Jと 隣み書えるものとする。

2 第二十七条、第二十八条、第六十四条及び第′ヽ十九崇の規定は、特別支援学域の小学部、中学部及び吉等部に準用する。

3 第二十五条、第二十条第二項及び第二十三条の規定は、特別支援学校の小学部に隼用する。

4 第二十二条、第二十条第二項、第七十条、第七十一条、第七十八条及び第七十八条の二の規定は、特別支観学校の中学部に隼用する。

5 第七十条、第七十一崇、第八十一条、第八十八崇の三、第九十条第一項から第三頭まで、第九十一条から第九十五条まで、第九十七崇第一

項及び第二項、第九十八条から第百条の二まで並どに第百四条常三項の規定は、特】g支援学校の高等部に準用する。この場合において、第九

十七条第一項及び第二頂中 r他の菖等学機又は中等教育学校の後期課程」とあるのは「他の特用支操学校の声等部、市等学強又は中等教育学

校の後期際程」と、同条第二項中「当陰他の高等単被又は中学教育学校」とあるのは「当麟他の特別支援学校、声等学校又は中学技育学校J

と腕み書えるものとする。

第百三十六条 小学校、中学校若しくは■務教育学校叉は中等教育学校の前期際程における特阿支援学後の―学機の児童又は生徒の数はt法

令に特閉の定めのある場合を除き、十二人以下を標準とする。

第百三十七条 特別支援学緻は、特別の事情のある場合を除いては、学枝政育法勢八十一条勢二H各号に掲げる区分に牲つてEく ものとす

る。

第百三十′ヽ条 小学校、中学校若しくは■務教育学校又は中学牧育学校の前期漂程における特別支猥学級に係る牧育課程については、特に必

要がある場合は、第五十条第一項 (第七十九条の六第一項において準用する場合を含む。)、 第二十一条、第二十二祭 (第七十九彙の六第一

項において隼用する場合を含む。)、 第二十二条の三、第七十二条 (第七十九条の六第二項及び第百八条第一項において準用する場合を含

む。)、 第七十三条、第七十四条 (第七十九条の大第二項及び第百八条第一項において準用する場合を含む。)、 第七十四彙の三、第七十六

条、第七十九条の五 (第七十九象の十三において準用する場合を含む。)及び第百七条 (第百十七祭において準用する場合を含む。)の規定

にかかわらず、特別の教育際程によることができる。                        .
第百三十九条 前条の屈定により特囲の教育際程による特別支援学級においては、文部科学大臣の検定を経た徴科用図書を使用することが違

当でない場合には、当敵特別支援学級を置く学校の設置者の定めるところにより、他の適切な教科用国書を使用することができる。

第百四十条 小学校,中学校若しくは■務牧育学校又は中等教育学校の前翔課程において、次の各号のいずれかに麟当する児童叉は生催 (特

別支張学機の児童及び生徒を除く。)のうち当散障害に応じた特川の指導を行う必要があるものを教育する場合には、文部科学大臣が別に定

めるところにより、第二十条第一裏 (第七十九条の六第…項において隼用する場合を含む。).第二十■条、第二十二条 (第七十九条の六第
二項において準用する場合を含む。)、 第二十二条の三、第七十二条 (第七十九条の六第二項及び第百八条第一項において準用する場合を含

む。)、 第七十三条、第七十四条 (第七十九条の六第二項及び第百八索第―項において隼用する場合を含む。)、 第七十四条の三、第七十六

崇、第七十九条の五 (第七十九条の十二において準用する場合を含む。)及び第百七条 (第百十七条において準用する場合を含む。)の経定

にかかわらず、特別の教育際程によることができる。

一 言厨障害者

二 自口症者

三 情構障害者

四 羽視者

五 難聴者

大 学習障害者

七 注意欠陥多助性障害者

′ヽ その他障害のある者で、この条の規定により特川の教育際程による教育を行うことが適当なもの

第百四十一条 前条の堀定により特閉の教育際程による場合においては、校長は、児童又は生徒が、当麟小学校、中学校、義務教育学校又は

中学牧育学校の設置者のためるところにより他の小学校、中学校、■務教育学校、中学牧育学校の前鶏際櫂又は特別支援学崚の小学部若しく

は中学部において受けた授業を、当議小学校、中学校若しくは■務牧育学校又は中等教育学校の前期際程において受けた当讚特朋の牧育際櫂

に係る授業とみなすことができる。

第九章 大学

第一節 段常、編日、学部及び学科                    ′

第百四十二祭 大学 (大学院を含み、短翔大学を除く。以下この項において同じざ)の設備こ編鶴、学部及び学科に関する事項、数員の資格

に関する事項、通信教育に関する事項その他大学の設置に関する事項は、大学段I基準 (昭和三十二年文部省令第二十八号)、

―

亡

胆■基患 〔田和五十大年支部4令算三十三号)ヽ 大単践設置基準 く昭和四十九年文部省令第二十八号)及            (平 成十二

年文部科学省令第十六号)の定めるところによる。

02 短期大学の設備、編日、学科、数員の資格、通信徴育に関する事項その他短期大学の設置に日する事項は、短期大学設置善隼 (昭和五十

年文部省令第二十一号)及び            (昭 和五十七年文部省令第二号)の定めるところによる。

第百四十三条 象観会は、その定めるところにより、教授会に呂する議員のうちの一部の者をもつて構成される代臓員会、専同委員会等 (次

項において「代醸員会等Jと いう。)を置くことができる。

2 教授会は、その定めるところにより、代議員会等の鵬決をもつて、教授会の臓決とすることができる。

第百四十三条の三 大学における数育に係る施設は、数育上支障がないと置められるときは、他の大学の利用に供することができる。

2 前項の施設を他の大学の利用に供する場合において、当酸施設が大学敷育の充実に特に資するときは、教育関係共同利用拠点として文部科

学大臣のB定を受けることができる。

第百四十三祭の三 大学には、学校教育法第九十六条の規定により大学に附置される研究施設として、大学の教員その他の者で当強研究施設

の目的たる研究と同一の分野の研究に従事する者に利用させるものを置くことができる。

2 前項の研究施設のうち学術研究の発晨に特に資するものは、共同利用・共同研究拠点として文部科学大巨のB定を受けることができる。

第二節 入学及び卒業等

第百四十四条 嗣除

第百四十五崇 学位に■する事項は、学位姐則 (昭和二十′ヽ年文部省令第九号)の定めるところによる。

第百四十六条 学技教育法勢八十八条に規定する停集年眼の通算は、大学の定めるところにより、大学設置基準第二十一員勢―項又lよ短期ム

学設置基準第十七条勢―互に規定する科目等履停生 (大学の学生以外の者に眼る。)と して―の大学において一定の単位 蝉 の規

定により八学資格を有した後、停得したものに限る。)を停得した者に対し、大学胆E基準算三十彙露―垣又

―項の嬢定により当議大学に入学した後に停得したものとみなすことのできる当麟単位歌、その停得に要した期回その他大学が必要とBめる

事項を勘案して行うものとする。

第百四十七条 半後数育法第八十九条に損定する卒業の置定は、次の各号に掲げる要件のすべてに麟当する場合 (学生が観業科目の構成等の

特別の事情を考慮して文部科学大臣が別に定める際程に在学する場合を除く。)に限り行うことができる。
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一 大学が、学停の成果に係る評価の基準その他の拳桂数育法勢八十九員に規定する卒業のB定のと準を定め、それを公表していること。

二 大学が、大学設置基準勢二十七員の二に規定する履停科日として登録することができる単位数の上限を定めⅢ迪切に運用していること。

三 学捜徴青法勢人十七条第一題に定める学部の際程を置停する学生が、卒業の要件として停得すべき単位を停得し、かつ、当臓単位を優秀

な成績をもつて停得したとBめ られること。

四 学生が、農佐虫菫濫室△土九上に規定する卒業を希望していること。

第百四十八条 拳捜後育法第人十七彙勢―頂ただし書の規定により停集年眼を四年を超えるものとする学部に在学する学生にあつては、同法

第八十九条の服定により在学すべき期間は、四年とする。

第百四十九条 学崚徴育法第人十九員の規定により、―の大学 (短期大学を除く。以下この条において同じ。)に三年以上在学したものに準

する者を、次の各号のいずれかに麟当する者であつて、在学期間が五算して三年以上となつたものと定めると

― 第百四十七条第一号及び第二号の要件を満たす―の大学から他の当隣各号の要件を満たす大学へ転学した者

二 第百四十七条第一号及び第二号の要件を満たす大学を選学した者であつて、当散大学における在学期間以下の期間を用の当麟各号の要件

を満たす大単の停来年限に通算されたもの

三 第百四十七条第一号及び第二号の要件を満たす大学を卒祟した者であつて、当戯大学における停来年風以下の期間を朋の当敵各号の要件

を満たす大学の停集年限に通算されたもの

第百二十条 拳後数育法勢九十条第―Hの規定により、大学入学に関し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると諷められる者は、

次の各号のいずれかに麟当する者とする。

一 外国において学校教育における十二年の際程を停了した者又はこれに準する者で文部科学大巨の指定したもの

二 文部科学大臣が市等学校の際程と同等の際程を有するものとしてB定 した在外教育施設の当歓際程を停7した者

三 専停学校の吉等課程 (停来年眼が三年以上であることその他の文部科学大臣が定めると準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に

指定するものを文節科学大臣が定める日以後に停了した者

四 文部科学大臣の指定した者

五 声等学校卒祟程度置定試験規則による吉等学校卒業櫂産隠定試験に合格した者 《旧規程による大学入学費格検定 (以下『旧検定」とい

う。)に合格した者を含む。)

六 挙被後育送勢九十条勢二項の規定により大学に入学した者であつて、当散者をその後に入学させる大学において、大学における教育を受

けるにふさわしい学力があるとBめたもの

七 大学において、個別の入学資格春とにより、高等学峻を卒業した者と同等以上の学力があるとBめた者で、十′ヽ歳に違したもの

第百二十一崇 学峻徴育法第九+条第二頂の理定により宇生を入学させる大学は、特に侵れた資資を有するとBめるに当たつては、入学しよ

うとする者の在学する学校の検長の推Hを求める等により、同項の入学に田する日度が適切に運用されるよう工夫を行うものとする。

第百二十二条 豊鯰歯童法室九土農室二重の服定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する日度の運用の快況について、
―九条第一項に規定する点検及び瞬価を行い、その情果を公表しなければならない。

第百五十三条 学崚教育送勢九+条第二頃に規定する文部科学大臣の定める年数は、三年とする。

第百二十四条             の経定により、声等学校に文部科学大臣が定める年敷以上在学した者に準する者を、次の各号のい

ずれかに敵当する者と定める。

… 中学教育学校の後期際程、特別支援学校の声等部長は菖等専同学校に二年以上在学した者

二 外国において、半検数育における九年の際櫂に引き犠く学校教育の課程に二年以上在学した者

三 文部科学大臣お1高等学校の際程と同等の際程を有するものとしてB定 した在外教育施段 (吉等学校の際程に相当する課程を有するものと

して指定したものを含む。)の当麟課程に二年以上在学した者

口 第百五十条第三号の服定により文部科学大臣が別に指定する専停学強の吉等際程に同号に規定する文部科学大臣が定める日以後において

三年以上在学した者、

三 文部科学大臣が指定した者

六 邁醸蔓堕連颯購霞田団輩盤麟醒Ш趣堅廷に定める慎験科目の全部 (試験の免除を受けた試験科目を除く。)について合格点を得た者 (旧規

程箆賤 に規定する曼検科日の全部 (旧検定の一部免除を受けた者については、その免除を受けた科目を除く。)について合格点を得た者

を含む。)で年十七とに違したもの

第百五十五条 学校教育法第九キー条第二項又lよ箆亘二彙勢―題本文の耀定により、大学 (短期大学を除く。以下この項において同じ。)の

専政科又は大学院への入学に関し大学を卒業した者と同等以上の学力があるとBめ られる者は.次の各号のいずれかに瞭当する者とする。た

だし、第七号及び第′ヽ号については、大学院への入単に係るものに限る。

一 学校数育送第百四彙第四項の屈定により学士の学位を授与された者

二 外国において、学校教育における十六年 (医学を服停する博士際程、歯学を履停する博士課程、菓学を履停する博士際程 (当敵際程に係

る研究科の基礎となる学部の停集年限が六年であるものに限る.以下同じ。)又は獣医学を雇停する博士際程への入学についてはこ十八

年)の際程を停7した者

三 外国の学校が行う通信教育における授祟科目を我が国において晟停することにより当激外国の学校教育における十六年 く医学を履停する

博士際程こ歯学を履停する博士際程、薬学を屈停する博士際程又は獣医学を履停する博士課櫂への入学については、十八年)の際程を停7
した者

四 我が目において、外国の大学の際櫂 (そ の停7者が当瞭外国の学校教育における十六年 (医学を履停する博士際櫂、歯学を履停する博士

際程、菓学を履停する博士際程又は獣医学を屈停する博士際程への入学については、十八年)の際櫂を停7したとされるものに限る。)を

有するものとして当触外国の学校教育翻産において位置付けられた教育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当隣際罹を停7
した者

口の二 外国の大学その他の外目の学校 (そ の教育研究活動等の構合的な状況について、当酸外目の政府又は関係機関のB置を受けた者によ

る評価を受けたもの又はこれに尊ずるものとして文部科学六巨が男1に指定するものに限る。)において、停棠年限が三年 (医学を服停する

悼士際程、日学を履停する博士際程←薬学を屈停する博士際程又は獣医学を雇停する博士課櫂への入学については、三年)以上である際程

を停7すること く当欧外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が日において置停することにより当歓際程を停了すること及び当麟

外目の学校牧育

“

産において位置付けられた教育施設であつて前号の指定を受けたものにおいて際程を停7す ることを含む。)により、学

生の学位に相当する学位を撮与された者

五 専停学校の専門課程 (停皐年限が四年以上であることその他の文部科学大臣が定める島尊を満たすものに限る。)で文部科学大臣が】1に

指定するものを文部科学大臣が定める日以後に停了した者

大 文部科学大臣の指定した者

七 学校数育法勢百三条室二項の掘定により大学院に入学した者であつて、当敵者をその後に入学させる大学院において、大学院における数

育を受けるにふさわしい学力があるとBめたもの
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′ヽ 大学院において、日別の入学資格春とにより、大学を卒業した者と同等以上の学力があるとBめた者で、三十二Bく医学を置停する博士

際程、歯学を服停する博士際機、薬学を履停する博士際樫又は獣医学を履停する博士際樫への入学にういては、二十四出)に違したもの

2 単独後育法勢九+…条第二Hの規定により、短期大学の専政科への入学に田し短期大学を卒集した者と同等以上の学力があるとBめられる

者は、次の各号のいずれかに歓当する者とする。

一 菖等学校 (中等教育学校の後期際程及び特朋支援学校の声学部を含む。以下この号において同じ。)の専攻科の際程を停了した者のうち

学校徴育送第二十八条の二 (同送第七十条第一項及■笙△土塁豊において準用する場合を含む。)の経定により大学に編入学することがで

きるもの (停彙年眼を三年とする短期大学の専攻科への入学については、停卑年限を三年以上とする菖等学校の専攻科の際程を停7した者

に限る。)

三 声等専円学犠を卒業した者 (停祟年Rを三年とする短期大学の専政科への入学に限る。)

三 専停学校の専門際程を停7した者のうち学校教育送第百三十三条の損定により大学に日入学することができるもの (停素年限を三年とす

る短期大学の専攻科への入学については、停祟年限を三年以上とする専停学校の専門際程を停7した者に限る。)

四 外国において、学校牧育における十四年 (停祟年限を三年とする短期大学の専政科への入学については`十二年)の際程を停7した者

五 外国の學機が行う通信牧育における観祟科目を我が口において履停することにより当歓外国の学校教育における十四年 (停集年眼を三年

とする短期大学の専攻科への入学については、十二年)の際程を停了した者

六 我が国において、外国の短期大学の際櫂 くその停7者が当敵外国の学校敬育における十四年 (停集年眼を三年とする短期大学の専攻科ヘ

の入学については、十二年)の際櫂を停7したとされるものに限る。)を有するものとして当麟外国の字校教育日度において位置付けられ

た叡育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当歓課程を停了した者

七 その他短期大学の専攻科において、短期大学を卒集した者と同等以上の学力があるとBめた者

第百三十六条 学技後吉羞勢百三条勢―頭ただし書の規定により、大学院への入学に関し停との学位叉I到副閣班副四盤整=重
に経定する文部

科学六巨の定める学位を有する者と同等以上の学力があるとBめられる者は、次の各号のいずれかに散当する者とする。

一 外目において停との学位又は専門職単位 (学校数育送第百四条第一環の規定に基づき学位盤則第二条の二に服定する専同職単位をいう。

以下この条において同じ。)に相当する学位を授与された者

二 外国の学校が行う通信牧育における授桑科目を我が日において服停し、停との学位又は専円職学位に相当する学位を授与された者

三 我が日において、外国の大学院の際程を有するものとして当麟外国の学校教育日度において位置付けられた牧育施設であつて、文部科学

大臣が閉に指定するものの当麟際櫂を停7し、停との学位又は専同職単位に相当する学位を観与された者

四 口阻饉陰ム崖墜甑LJ巳
=週

電』盟逆よヨ腫瑠超函腱凶倒艶塾劉倒国L塾幽出世二送 (昭和二十一年法律第七十二号)鱒―条勢二垣に掘定

する千九百七十二年十二月十一日の目臣連合機会決醸に基づき設立された目隠連合大学 (次号及び第百六十二条において「国際連合大学J

という。)の際程を停7し、停との学位に相当する学位を授与きれた者

工 外国の学校、第二号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を層停し、              に規定する試験及び審

とに相当するものに合格し、停との学位を有する者と同等以上の学力があるとBめ られた者

六 文部科学大臣の指定した者

七 大学院においてi働別の入学資格春とにより、停士の学位又は専同職学位を有する者と同等以上の学力があるとBめた者で、二十四とに

違したもの

第百三十七条 学技教育法第百三条勢二垣の規定により学生を入学させる大学は、同項に規定する大学のためる単位その他必要な事項をあら

かじめ公表するなど、同項の入学に日する日度が担切に運用されるよう配慮するものとする。

第百三十八崇 学校数菅送第百三条第二頭の規定により学生を入学させる大学は、同項の入学に関する制度の運用の状況について、蝉

九条第一裏に規定する点検及び評価を行い、その情果を公茂しなければならない。

第百五十九条 学峻教育法勢百三条第二頂に規定する文部科学大臣の定める年数は、三年 (医学を雇停する偉士課櫂、日学を晟停する博士際

程、業学を服停する博士際程又は獣医学を履停する博士際程への入学については、医学を履停する際種、歯学を履停する際程、菓学を履停す

る課櫂のうち臨床に係る実践的な機力を増うことを主たる目的とするもの又は獣医学を層停する際程に四年)とする。

第百六十彙 学校散育法常百三彙常二項の規定により、大学に糞部科学大臣の定める年敷以上在学した者に準する者を、次の各号のいずれか

に陰当するものと定める。

― 外国において学校牧育における十二年 (医学を履停する博士課程、歯学を屈停する博士際櫂、業学を履停する博士際程又は獣医学を履停

する博士際程への入学については、十六年)の際程を停了した者

二 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が目において履停することにより当触外国の学校牧育における十五年 (医学を層停する

博士際櫂、日学を履停する博士際程、案学を置停する博士際程又は獣医学を服停する情士際程への入学については、十六年)の課櫂を停7
した者

三 我が目において、外国の大学の際櫂 (そ の停7者が当麟外国の学校数育における十五年 (医学を履停する博士課櫂、歯学を履停する博士_

課程、菓学を置停する博士際程又は獣医学を屈停する博士際櫂への入学につとヽては、十六年)の際程を停7したとされるものに限る。)を

有するものとして当麟外国の学校教育日産において位置付けられた牧育施設であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当酸際櫂を停7
した者

第百六十一条 短期大学を卒集した者は、編入学しようとする大学 (短期大学を除く。)のためるところにより、当酸大学の停祟年眼から、

卒祟した短期大学における停素年限に相当する年数以下の期間を控除した期間を在学すべき期間として、当敵大学に樹入学することができ

る。

2 前項の規定は、外国の短期大学を卒業した者及び外国の短期大学の際程を有するものとして当触外国の学校牧育

“

度において位置付けられ

た改青歯設であつて、文部科学六巨が鵬に指定するものの当酸課程を我が日において停7した者 〔学校徴青濃第九十条第一項に規定する者に

限る。)について準用する。

第百六十二祭 我が目においてt外国の大学、大学院又は短期大学の際種を有するものとして当険外国の学校牧育割産において位置付けられ

た教育施散であつて、文部科学大臣が別に指定するものの当麟際櫂に在学した者 (大単及び短期大学にあつては学後教育送第九+条勢―夏に

規定する者に、大学院にあって          に規定する者に限る。)及び目障連合大学の際程に在学した者は、転岸しようとする大

学、大学院又は短翔大学の定めるところにより、それぞれ当散大学、大学院又は短期大学に転学することができる。

第百六十三条 大学の学年の始期及び特期は、学長が定める。

02 大学は、前項に経定する学年の途中においても、学朗の区分に従い。学生を入学させ及び卒業させることができる。

第二節 履停正明書が変付される特別の課櫂

常百六十四条 大学 (大学院及び短期大学を含む。以下この条において同じ。)は、拳捜後育法第百五条に規定する特別の凛程 (以下この条

において「特別の際程Jと いう。)の編成に当たつては、当麟大学の開設する隣習若しくは授業科日叉はこれらの一部により体系的に編成す

るものとする。

2 特川の際程の総時間数は、百三十時間以上とする。
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3 特別の際程の履停資格は、大学において定めるものとする。ただし、当敵資格を有する者は、学後数百法勢九十彙勢―互の規定により大学

に入学することができる者でなければならない。

4 特別の課程における障習又は授業の方法は、大学設置基準、           、大学院骰H基準、          、短期大学設

置基準晟び頻出区崖堕饂堕産盟置畠塾の定めるところによる。

5 大学は、特別の際程の編成に当たつては、当麟特別の課程の名称、目的、構時間数、履停資格、定員、内害、隣習又は観祟の方法.停7要

件その他当麟大学が必要とBめる事項をあらかじめ公歳するものとする。

6 大学は、学校教育法第百五条に規定する証明書 (次項において「層停腫明書Jと いう。)に、特閉の際程の名称、内害の■要、需時間数そ

の他当旗大学が必要とBめる事項を諷増するものとする。

7 大学は、特別の際程の掘成及び当陰特別の際程の実施状況の評価上びに服停腫明書の交付を行うために必要な体鋼をと備しなければならな

い 。                                                                                                       I

第四節 置江評価その他

第百六十五条 公閉欝座に田する事項は、男1に これを定める。

第百六十五条の二 大学は、当麟大学、学部又は学科若しくは際程 (大学院にあつては、当麟大学院、研究科又は専攻)ごとに、その政青上

の目的を路まえて、次に掲げる方針 (大学院にあつては、第二号に掲げるものに限る。)を定めるものとする。

一 卒業のB定に関する方針                _
二 教育際程の編成及び実施に目する方針

三 入学者の受入れに関する方針

2 前項第二号に掲げる方針を定めるに当たつては、同項第―号に掲げる方針との一貫性の確保に特になを用いなければならない。

第百六十六条 大学は、学後数育法勢百九条第一項に経定する点検及び評価を行うに当たつては、同項の趣旨に即し適切な項目を設定すると

ともに、適当な体日をとえて行うものとする。

第百六十七条 学校改音法勢百九条勢三頭ただし書に理定する文部科学大臣のためる措置は、専同職大学院を置く大学が、外国に主たる事務

所を有する法人その他の団体であつて、当散専門職大学院の際程に係る分野について評価を行うもののうち、適正な評価を行うと口際的に置

められたものとして文部科学大臣が指定した団体から、当麟専円職大学院の教育際程、教員組機その他教育研究活助の状況について定期的に

解価を受け、その結果を公表するとともに、文部科学大臣に報告することとする。

第百六十′ヽ条 学校故育法第百九彙勢二顕のB臣評価に係る同法第百+条第一頭の申請は、大学又は短期大学の学校の種類に応じ、それぞれ

行うものとする。

2 学校虫育法勢百九条勢三頌のB臣評価に係る同法第百十条第一項の申請は、専門職大学院の際程に係る分野ごとに行うものとする。

第百六十九条 単捜後育法鱒百+条勢―頭の申睛は、次に掲げる事項を諷職した申請書を文部科学大臣に提出して行うものとする。

一 名称及ぢ事務所の所在地

二 役員 (申欝者が人格のない社回又は財田で代表者又は管理人の定めのあるものである場合においては、当酸代歳者又は管理人)の氏名

三 瞬価の対象

四 大学評価基準及び諄価方法

五 評価の実施体日

六 諄価の結果の公表の方法

七 繹価の同期

八 評価に係る手数料の観

九 その他評価の案協に関し◆考となる事項

2 前項の申請■には、次に掲げる書類をる付するものとする。

一 定故者しくは寄附行為及び登盟事項肛明書叉はこれらに準ずるもの

三 申隣の日の属する事業年度の前亭素年度における財産目録及び費借対照表 (申請の日のBする事業年度に設立された法人 (申睛者が人格

のない社田又は財国で代歳者又は管理人の定めのあるものを含む。)にあつては、その設立時における財産日録)

三 申請の日の属する事業年度の前事業年度における大学の教育研究活動等の状況についての評価の祟務の実施状況 (当嵌評価の祟務を実施

していない場合にあつては、申睛の日の属する事業年度及びその里事業年度における協正評価の業務に係る実施計口)を

“

載した書面

四 B伍評価の集務以外の業務を行つている場合には、その業務の種類及び概要を狙増した書面

第百七十条 学後教育法勢百+条第二項に経定する悧日は、単独後育送第百十条第二頭に観定すると串を適用するに朦して必要な飼目を定め

る空令 (平成十六年文部科学省令第七号)の定めるところによる。

第百七十一崇 豊強童童魅塵亘土虫勇口互に規定する公表は、刊行粕への掲増、インターネットの利用その他広く河知を回ることができる方

法によつて行うものとする。

第百七十二崇 学校教育送第百+条第二項に親定する文部科学大臣の定める事項は、第百六十九祭第一項第一号から第二号まで及び第二号か

ら第八号までに掲げる事項とする。

第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公歳するものとする。

― 大学の数育研究上の目的及び第百六十二崇の二第一項の規定により定める方針に関すること

二 牧育研究上の基本組織に関すること

三 教員組機、数員の数並びに各教員が有する学位及び集績に関すること

四 入学者の数、収喜定員及び在学する学生の数、卒票又は停7した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関す

ること

二 授業務日、授業お方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること

六 単停の成果に係る評価及び卒業又は停7の隠定に当たつての基準に関すること

七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること

′ヽ 撮集料、入学料その他の大学が機収する貴用に口すること

九 大学が行う学生の修学、建路選択及び心身の健康等に係る支援に田すること

2 大学は、前項各号に掲Iザる事項のほか、教育上の目的に応じ学生が停得すべき知n及び機力に関する情報を積極的に公表するよう努めるも

のとする。

3 第一項の規定による情報の公表は、道切な体日を整えた上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる

方法によつて行うものとする。

第百七十三条 第二十八条の規定は、大学に隼用する。

第十章 菖等専円学校

第百七十四祭 菖等専門学校の段常、編日、学科、教育際程、数員の資格に関する事項その他吉等専門学校の段■に関する事項については、

高等専同学後設置基準 (昭和三十六年文部省令第二十三号)の定ゅるところによる。
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第百七十五条 声等専円単校には、数務主事及び学生主事を■(ものとする。

2 高等専門学校にはも案務主事を置くことができる。

3 数務主事は、被長の命を受け、教育計画の立案その他敬務に日することを拿理する。

4 学生主事は、検長の命を受け、学生の厚生補導に日すること く黎務主事を置く吉等専円学校にあつては、案務主事の所掌に日するものを除

く。)を傘理する。

5 案務主事は～校長の命を受け、寄宿舎における学生の厚生補導に関することを掌理する。

第百七十六崇 校長は、執育上有基とBめるときは、学生が外国の高等単校又は大学に日学することを酢可することができる。

2 校長は、前項の規定によリロ単することを許可された学生についても                  により準用する同条鱒―Hの経

定により単位の停得をB定した場合においては、当麟学生について、第百七十九祭において準用する第二十九条に規定する学年の途中におい

ても、各学年の際程の停7又は卒果を置めることができる。                         ィ

第百七十七条 学校後古法第百十九条鱒二Hの経定により、宮等専門単後の専攻科への入学に関し高等専同学校を卒業した者と同等以上の学

力があるとBめられる者は、次の各号のいずれかに触当する者とする。

一 吉等学校 (中等牧育学校の後期課程及び特別支援学校の吉等部を含む。)の専攻科の課程を停了した者のうち学校数育法第二十人員のニ

(同送第七十員第一項及び堕△土塁豊において準用する場合を含む。)の規定により大単に■入学することができるもの

二 短期大学を卒業した者

三 専停学校の専Π際程を停7した者のうち学後数育法第百三十二条の経定により大学に編入学することができるもの

四 外国において、学校教育における十四年の際程を停7した者

三 外国の学校が行う通信敬育における授素科目を,が日において層停することにより当族外国の学校教育における十四年の際程を停7した

者

六 我が目において、外国の短期大学の際程 くその停了者が当酸外国の学校牧育における十四年の際程を停7したとされるものに限る。)を

有するものとして当敵外国の学校牧育

“

度において位置付けられた教育施設であつて、文部科半大臣が別に指定するものの当麟屎程を停7
した者

七 その他吉等専門学校の専攻科において、高等専同学校を卒集した者と同等以上の学力があるとBめた者

第百七十八条 声等専門学校を卒業した者は、日入学しようとする大学のためるところにより、当麟大学の停集年眼から、三年以下の期間を

整除した期口を在学すべき期間として、当酸大学に編入学することができる。  ザ

第百七十九条 第二十七条から第六十二条まで、第九十条第一項及び第二項、第九十一条、第九十二条第一環も第九十四条、第九十五条、第

百四条第二項、第百六十四崇から第百六十六条まで並びに第百六十九条から第百七十三彙の二までの経定は、菖等専門学校に隼用する。この

場合において、第百六十四条第一項中「第百五条Jと あるのは「第百二十三条において隼用する第百五条Jと、同条第二項中「第九十彙第一

項の規定により大学Jと あるのは「第百十八条の規定により高等専門学校」と、同条第四項中「大宇設置基準、           、大学

院設置基準、          .短 期大手段E基準及び            Jと あるのは「          Jと 、同条第六

項中「第百五条Jと あるのは「第百二十三条において串用する第百五条」と隣み骨えるものとする。

第十一章 専停学校                                    '
第百′ヽ十条 専停学校の設備、傷日、授業、数員の資格その他専停學校の設置に関する事項は、専停学校設置島串 (昭和五十一年文部省令第

二号)の定めるところによる。

第百八十一条 専停学校の生住の入学、退学、休学等については、後長が定める。

第百′ヽ十二条               に規定する専停学校の声等課程の入学に日し中学校を卒業した者と同等以上の学力があるとB
められる者は、第九十五条各号のいずれかに触当する者とする。この増合において、同祭第二号中『吉等学校Jと あるのは「専停学校Jとす

る。

第百八十三条 学校教育送

“

百三十二条笛三項に規定する専停学校の専同際程の入学に関し声等学校を卒業した者に準ずる学力があるとBめ

られる者は、同送鱒九+条勢…頭に規定する通常の際程による十三年の学校牧育を停7した者 (通常の際程以外の課程によりこれに相当する

単検敷育を停了した者を含む口)者 しくは第百五十条第一号、第二号、第四号着しくは第二号に酸当する者又は次の各号のいずれかに酸当す

る者とする。
… 停業年限が三年以上の専停学校の高等際程を停7した者

二 学後数育厳勢九十条勢二項の規定により大学に入単した者であつて、当散者をその後に入学させる専停学校において、吉等学校を率集し

た者に準する学力があるとBめたもの

三 専停学校において、個別の入学資格審とにより、古等学校を卒業した者に準する学力があると認めた者で、十八Bに違したもの

第百八十三条の二 専修学校證置基準勢三条勢―項の規定により■かれる専停学校の学科のうち、同今第四条算―重に規定する昼間学科及び

夜画等学科においては、学年による教育課程の区分を設け、各学年ごとに、当酸学年における生住の平素の成績を評価して、当法学年の際程

の停7のB定を行うものとする。

2 前項の規定にかかわらず。同項に規定する学科においては、教育上有杢とBめるときは、学年による教育課程の区分を設けないことができ

る。

第百八十三条の三 前条第一項に規定する学科において、全際程の停7を置めるに当たつては、            《前条第二項の規

定により学年による教育際程の区分を設けない学科にあつては風盆筑塁土上と、同令勢五条勢―瑾に規定する通信日の学科にあつてlよ
―

三十七条)に規定する要件を満たす者について行わなければならない。

第百′ヽ十四条 専停学校の学年の始期及び終期は、検長が定める。

第百′ヽ十五条 専停学校には、検長及び教員のほか、助手、事務職員その他の必要な職員を置くことができる。

第百′ヽ十六条 学校数青法第百三十三条に規定する文節科学大臣の定めると準は、次のとおりとする。

一 停祟年Rが三年以上であること。
三 際程の停7に必要な総授素時数が】日に定める授果時数以上であること。ただし、第百八十三条の二第二項の経定により学年による教育際

程の区分を設けない学科及び専修学技設置基準勢五条勢―垣に掘定する通信日の学科にあつては。課櫂の停Tに必要な構単位数が朋に定め

る単位敷以上であることと

2 前項の基準を消たす専停学校の専門際程を停7した者は、鶴入学しようとする大学のためるところにより、当融大学の停集年眼から、停7
した専停学校の専同際程における停巣年限に相当する年敬以下の期間を控除した期間を在単すべき期間として、当麟大学に損入学することが

できる。ただし、在学すべき朗間はi一年を下つてはならない。

第百八十七祭 第三条及び第四条第一項の服定は、専停学校の設置 (宙等際程、専門課程又は一般際組の撤Eを含む。)のB可の申請につい

て準用する。

2               に屈定する通信日の学科を置く専停学校については、前項で準用する第二条の学則中に、前項で隼用する整

四条勢…顕各号に掲げる事項のほか、次の事項を担増しなけれはならない。                           ヽ

一 通信歳育を行う区増に日する事項              ・

hⅢpS://elaws.e‐ gov.gojP/searcVelawsSearcVelaws search/1sЁ0500/宙ewConttnts?la." 2020/03/25
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二 面機による指導の実施に係る体日に関する事項

第百八十八条 第十二条の経定は、専修学校の廃止 (吉等際程、専門際程又は一般課程の島上を含む。)の隠可の申請、専停学校の分校の廃

上の層出及び専修学校の学科の廃上に係る学則の査更の届山について準用する。

第百八十九条 第二崇の規定は専停学校の名称、位置又は学則の資更の層山について、第十―条の規定は専修学校の目的の査更のB可の申請

及び専修学後の学科の設置に係る学則の変更の届出について、第六条、第七条、第十四条、第十九条、第二十五条から第二十八崇まで、第二

十八条、第六十条及び第六十六条から第六十八条までの経定は専停学校について、第百六十日条の規定は専同際樫を置く専修学校について、

それぞれ準用する。この場合においてこ第十九条中『公立又は私立の大学及び吉等専門学校に係るものにあつては文部科学大臣、大学及び声

等専同学校以外の市町村 (市町村が単独で又は他の市町村と共同して設立する公立大単法人を含む。)の設置する学校に係るものにあつては

与道府県の教育委員会、大学及び声学専円学校以外の私立学校に係るものにあつては魯道府県知事Jと あるのは「市町村 (市町村が単独で叉

は他の市町村と共同して設立する公立大学法人を含む。)の設置する専停学校に係るものにあつては4道府県の牧育委員会、私立の専停学校

に係るものにあつては部道府県知事」と、第二十七条中「大学及び声等専同学校にあつては文部科学大臣、大学及び菖等専門学校以外の学校

にあつては

“

道府県知事Jと あるのは「部道府県知事Jと 、第百六十四条第一項中「第百五条」とあるのは「第百三十三条第一項において準

用する第百三祭Jと 、同条第三項中「第九十条第一項の規定により大学』とあるのは「第百三十五条第二項に規定する専停学校の専門際程」

と、同条第四項中「大学骰■基準、           、大学院設置と準、          、短期大学設置基準及び触
―

数

童阻―
Jと あるのは「

―
阻
―

」と、同祭第六項中「第百五崇」とあるのは「第百三十三条第一項において隼用する第百五条J

と隣み告えるものとする。

第十二章 継則

第百九十条 第三条から第七条まで、第十四条、第十二条、第十九条、第二十六条から第二十′ヽ条まで及び第六十六条から第六十八条までの

規定は、各種学校に隼用する。この場合において、第十九集中「公立又は私立の大学及び吉等専同学校に係るものにあつては文部科学大臣t

大手段び吉等専門学校以外の市町村 (市町村が単独で又は他の市町村と共同して設立する公立大学法人を含む。)の設置する学校に係るもの

にあつては毎道府県の教育委員会、大学及び吉等専門学校以外の私立学校に保るものにあつては3道府県知事」とあるのは「市町村の設置す

る各種学校に係るものにあうては都道府県の教育委員会、私立の各種学校に係るものにあつては部道府県知事」と、第二十七条中「大学及び

古等専円学校にあつては文部科学大臣、大学及び吉等専門学校以外の学峻にあつては都道府県知事Jと あるのは「部道府県知事」と隣み替え

るものとする。

第百九キー条 前条に規定するもののほか、各種学校に関し必要な事項は、金

―

    (昭 和三十一年文部省令第二十―号)の定めるとこ

ろによる。

附 則

第一条 この省令は、昭和三十二年四月
=口

から、これを適用する。  
´

第二条 牲前の経定による師範学校、宮等師範学校及び女子高等師範学校の附属国民学校及び附属幼程日は、それぞれこれを

―

による

小学校及び勁稚口とみなす。

02 従前の規定による盲単校及び鼻唖学校の初学部並びにその予科は、それぞれこれを

―

による特別支援学校の小学部及び幼稚部と

みなす。

第二条 生前の経定による高等師範学校の附属中学校、女子市等師範学校の酷属菖等女学校、中学校、高等女学校及び実果学校並びに盲学校及

び鼻唖学校の中学部には、それぞれ

―

による中宇校並びに盲学校及び霊 学校の中学部を併置したものとみなす。

第四彙 私立学校令によつてのみ設立された単被 (閉 に定めるものを除く。)は、拳後数育送勢百三十四条の規定による各種学校とみなす。

第二条 この省令適用の障、と表の上欄に掲げる学校の際程を停Tした者は、下欄のように編入し、又は入学させる。

国民学様 (師範牧育令による附呂国民学校並びに盲学校及

“

理学校令による盲学校及び聾唖単校の初等

部を含む。)、 目民学校に準する各種学校又は目民学校に類する各種学校の初等科の左盟学年の際程を

停7した者

学校教育法による小学崚又は中

学校へ掘入し、又は入学させる

学年

第=学年を停7した者 小学校第二学年

第二学年を停7した者 小学校第二学年

第三学年を停7した者 小学校第四学年

第四学年を停7した者 小学校第二学年

第五学年を停7した者 小学校第六学年

第六学年を停了した者 中学校第一学年

国民学校初等科停7を入学資格とする中等学校 (師範教育令による附属中学校及び附呂吉等女学校並びに盲学校

及鼻唖学校令による盲学校及び鼻唖学校の中等部を含む。)の左E学年の際程を停了した者 ―

による中学

校へ編入する学年

第―学年を停7した者 第二学年

第二学年を停7した者 第二学年

02 この省令適用の障、と表の上幅に掲げる学校の際程を停了した者は、これを下相のように編入することができる。

国民学校市等科 《師範教育令による附呂国民学校吉等科を含む。)及び青年学校普通科 (師範教育令による

附属青年学校の普通科を含む。)のとB学年の課程を停7した者

螂 による中学校へ

編入できる学年

第一学年を停7した者 第二学年

第二学年を停7した者 第二学年

国民学校特停科又は青年学校本科の左E学年の際程を停7した者 学校教育法による中学校へ編入できる学年

第〒学年を停了した者 第三学年

03 国民学校声学科停7を入学資格とする中学校、高等女学校及び実業学校の第一学年に入学した者は、学校教育法による中学校の第三学年

に入学した者とみなす。

04 幼稚田令による幼稚田 (師範教育令による附呂幼稚口及び盲学校及卑襲学校令による盲学校及び

“

理学校の初等部の予科を含む。)に在

■する幼児は、これをそのまま学校歳青法による幼程口に編入する。
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05 私立学校令によつてのみ障寺された学校 (別 に定めるものを除く。)に在学する者は、これを           の経定による各種

学校の在学者として、樹入する。

第六彙 この省令適用の障、と表の上綱に掲げる学校の際程を停了した者は、これを下欄のように編入することができる。

国民学校初等科停7を入学資格とする中学学峻 (師範教育令による酎日中学校及び附属

吉等女学校並びに盲学校及鼻唖学校令による盲学校及び鼻唖靴 の中等部を含む。)の

上諷宇年の際櫂を停了した者

―

による吉等学校 (特朋支猥学校の声

等部を含む。)の全口日の際程へ編入すること

のできる学年

第四学年 第二学年

第五学年 第二学年

国民学校吉等科停7を入学資格とする中等学峻 (夜間の際種を除く。)のとE学年の際

程を停7した者
―

による喜等学校 (特別支援学校の声

等部を含む。)の全日

“

の際軽へ編入すること

のできる学年

第二学年 第二学年

第二学年 第二学年

停素年眼四年の吉等女学校卒業程度を入学資格とする市等女学破の吉等科若しくは専攻

科のと■学年の際程を停7した者

学校徴育法による吉等率校 (特朋支猥学崚の高

等部を含む。)の金日日の際程へ編入すること

のできる学年

第一学年 第二学年

停集年限四年の実泉学校卒業程度を入学費格とする実祟学校専攻科のと口学年の際程を

停7した者
―

による高等学校 (特川支援学校の吉

等部を含む。)の全口日の際程へ編入すること

のできる学年

第一学年 第二学年

第七条 と段の上幅に掲げる健前の規定による単機の際櫂を停7し、又はこれらの学校を卒集した者は、学年の初めにおいて下編のように大学

に編入し、又は入単させることができる。

縫前の経たによる大学学部の左配学年の際程を停7した者
―

による大学 (短期大学を除く。)

ヘロ入した場合の在学すべき年教

第一学年を停7した者 (学年制をとらない大学学部にあつては一年間在学した者) 一年以上

従前の規定による大学予科、吉等学校吉等科、中学学校卒業程産を入単資格とする専同学

校の本科若しくは予科、牧員養虚脳学校 (師範学校及び青年師範学校については本科に眼

る。)又は従前の規定による大学において吉等学校高等科若しくは専門学校本科と同等以

上の学校としてその卒業者について大学の入学資格をBめた単校の左E学年の際程を停7
し、又はこれらの学様を卒集した者

―

による大単

(短期大学を除く。)

へ入学し又は日入した

場合の在学すべき年散

短期大学へ入学し

又は樹入した場合

の在学すべき年数

停祟年

眼二年

の短期

大中の

場合

停業年

風三年

の短期

六いの

場合

第一学年を停7した者 四年以上
二年以

上

三年以

上

第二学年を停7した者 三年以上
一年以

上

二年以

上

第二学年を停了し又は卒業した者 二年以上
一年以

上

第四学年を停了し又は卒祟した者 一年以上

吉等学校卒祟程度を入学資格とする健前の規定による専門学校本科又は予科に入学し、と

E学年の際櫂を停7し、又はこれらの学校を卒業した者

豊亀―
による大学

(短期大学を除(c)
へ編入した場合の在学

すべき年敷

短期大学へ将入し

た場合の在学すべ

き年数

停来年

限三年

の短期

大学の

場合

停集年

限三年

の短期

大学の

場合

第…学年を停7した者 三年以上
一年以

上

三年以

上

第二学年を停7し又は卒業した者 三年以上
―年以

上

第二学年を停7し又は卒業した者 一年以上

02 専門学校卒集程度検定経程 (昭和十八年文部省令第四十六号)による専円学校卒業程度検定に合格した者は、前項の表の適用について

は、従前の規定による中学学校卒業程度を入学資格とする牲前の掘定による専同学校の本料の第二学年の課租又は宙等学校卒業程度を入学資

格とする縫前の規定による専門学校本科第二学年の際程をそれぞれ停7し、又はこれらの学校を卒素した者とみなす。
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03 旧市等学校高等科学力検定堀程 く大二十年文部省嗣令)による吉等単被吉等科学力検定に合格した者は、第一項の表の適用については、

従前の規定による高常学校喜等科を事業した者とみなす。

第八条 前条の規定によつて学桂政青法による大学に編入し、又は入学した者は、その大学で定める際程を履停しなければならない。

第九条 尋常小学校卒業者及び国民学校初等科停7者は、

―

による小学校の卒業者とみなす。

02 国民学校吉等科、国民学校特停科及び青年学校普通科停7者は、攀 による中学校の第二学年停7者とみなす。

第十条 左表の上相に掲げる縫前の規定による学校の卒果者は、下襴に掲げる学校数育法による菖等学峨 (学校教育法による特川支観学校の吉

等部を含む。)の全日日の際程の各学年の際程を停7した者と見なす。

目民学校初等科停7を入学資構とする停集年限四年の中等学校 (盲学校及鼻唾学校令による盲学校及び卑唖韓 の中学部を含

む。)の卒業者

第一学

年

国民学校吉等科停7を入学資格とする停集年限二年の中等学校の卒業者
第一学

年

国民学校声等科停7を入学資格とする停彙年瞑三年の夜間において授業を行う中学学校の卒業者
第一単

年

国民学校初学科停7を入学資格とする停祟年眼二年の中等学校 (盲学校及卑唾学校令による盲学校及び4唾学校の中学部を含

む。)の卒業者

第二学

年

国民学校声等科停7を入学費格とする停素年眼三年の中学学校 (夜間の際程を除く。)の卒業者
第二学

年

国民学校古等科停7を入学費格とする停業年眼四年の夜間において授業を行う中等学校の卒業者
第二学

年

02 と衰の上欄に経定する者は、下欄に掲げる学校数青法による吉等学校 (学校数育法による特別支援学校の市学部を含む。)の全日日の際

程の各学年の課程を停了した者とみなす。

吉等学校吉等科入学資格H験に合格した者及び文部科学大臣において高等学校声等科入学に関し中宇被第四学年停7者 と同等以上

の学力を有する者と指定した者

一
年

第

学

専門学校入学者検定損程による試験機定に合格した者、専同学校入学者検定規程により指定した専同学校入学無試験機定を受験す

る資格を有する者、実集学校卒業程度検定規程による試験機定に合格した者及び吉等試験令第七条により予常H験を受ける資格を

有する者

一
一
年

第

学

第十一条 従前の規定による中学校、高等女学校又は実集学校の各学年の際程を停7した者の資格については、附則第五条及び第六条の規定に

よる。

第十二条 前三条に経定するもののほか、健前の規定による学校の卒業者の資格については、別に定める。

第十三条 学後数百法附則勢八員の規定による通信教育については、射に定める。

附 則  (昭和三三年-0月…五日文部省令第一人号)

この省令は、公布の日から、これを祐行し、昭和三十三年四月一日から、これを適用する。但し、第四十七条第一号の改正規定は、公布の日

から、これを施行する。

附 則  (昭和三四年九月ニニ日文部省令第二四号)

この省令は、公布の日から施行する。

腑 則  (昭和三四年一一月一日烹部省令第三九号) 抄

1 この省令は、公布の口から施行し、昭和三十四年九月―口から適用する。

附 則  (昭和三四年一二月二九日文部省令第四四号)

この雀令は、公布の日から施行し、昭和三十四年三月三十…口から適用する。

附 則  (昭和二五年二月一四口文部省令第一三号) 抄

1 この省令は、法施行の口 (昭和三十五年二月十五口)から施行する。

附 則  (昭和二五年四月一四日文部省令第一三号)

この省令は、公布の日かられ行し、昭和三十二年四月一日から適用する。

附 則
~(昭

和二二年九月二日文部省令第二四号)             ~
この省令は、公布の口から施行する。但し、第八十六条の改正規定は、昭和三十二年四月一日から適用する。

附 則  (昭和二五年-0月九日文部省令第二人号 )

1 この省令は、公布の日から施行し、昭和三十五年九月一日から適用する。

2 この省令施行の際、現に学校、目立及び公立学校の設置者又は私立学校の監督庁において保存又は保管中の学博簿の保存又は保管について

は、第十三条第二項及び第三項の改正規定にかかわらず、なお徒前の例による。但し、保存又は保管を要する期間は、十年以上とする。

附 則  (昭和三六年四月二0日 文節省令第八号)

この省令は、公布の日から施行し、昭和三十六年四月―口から適用する。

附 則  (昭和二六年六月ニニロ文部省令第一三号) 抄

1 この省令は、公布の日からね行する。

附 則  (昭和三八年一一月二七日文部省令第二五号)

1 この省令は、公布の日からね行し、昭和三十八年十月二十一日から適用する。

2 昭和三十八年度以前に編襲義務の生じた学齢簿の様式については、学校数育法施行爆則第二十祭の改正規定にかかわらず、なお従前の例に

よる。

酷 則  (昭和三九年六月二五口文部省令第―六号)

この省令は、昭和三十年四月一日から施行する。

附 則  (昭和二九年七月-0日 文部省令第一九号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和二九年-0月三0日 文部省令第二九号)

1 この省令は、昭和三十九年十二月三日から施行する。
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2 この省令施行の際、理に私立学校の鞍長 (学長を除く。)の職にある者は、改正後の学校教育法施行掘則第二十条及び第二十一条の規定に

かかわらず、引き儀きその職にあることができる。

附 則  (昭和三0年二月二六日文部省令第六号)

この省令は、昭和三十年四月一日から施行する。

踏 則  (昭和三一年四月…口文部省令第九号)

1 この省令は、公布の日かられ行する。             '
2 この省令れ行の障すでに転学により送付されている指導要録 く追学により送付されているものを除く。)は、児童等が逸学した場合におけ

るこの省令による改正後の学校教育法祐行掘則第十二条の三第二項の適用については、同条第二項の指導要保の写とみなす。

3 この省令れ行の障すでに違学又は転学により送付されている指導要録は、児童等が転学した場合におけるこの省令による改正後の学校教育

法協行無則第十二条の三第二項の適用については、同項の指導裏録の写とみなす。

4 この省令協行の障すでに作成されている指導凝録の抄本は、この省令による改正機の学校教育法施行堀則第十五条第二項及び第二項の規定

にかかわらず、なお、牲前の例により保存するものとする。ただし、その保存の期間は、二十年とする。

附 則  (昭和三一年七月二五口文部省令第ニニ号)

この省令は、昭和三十一年十月一日かられ行する。

附 則  (昭和三一年九月二七日文部省令第二三号)

この省令は、公布の日かられ行する。

附 則  (昭和三一年一〇月ニニロ文部省令第二人号)抄
1 この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和三一年一二月五日文部省令第二一号) 抄

1 この雀令は、昭和三十二年一月―口から施行する。

附 則  (昭和三一年一二月一三日文部省令第三二号)抄
1 この省令は、昭和三十二年二月一日から施行する。

附 則  (昭和三―年一二月―八日文部省令第三三号)抄
(ね行朗口)

1 この省令は、公布の日から歯行する。

腑 則  (昭和三二年一二月口日文部省令第二一号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和三三年六月一三日文部省令第一人号) ,
(施行期日)

1 この省令中第二十六条から第二十八条まで、第二十九条第一項及び第二十条第一項の規定は昭和三十三年十月一日から、その他の規定は公

布の日から施行する。

附 則  (昭和三三年A月 一九日文部省令第二四号)

この省令は、公布の日から歯行する。

附 則  (昭和三三年八月二人口文部省令第二五号) 抄

1 この省令は、昭和三十三年九月一日から施行する。ただし、小学校の教育課程 (迪仁に係る部分を除く。以下中学校の教育際程について同

じ。)については、改正後の第二十四条から第二十五条の二まで及び第七十三条の十三の注定にかかわらず、昭和三十六年二月三十―日ま

で、中学校の数育際程については、改正後の第二十三条、第二十四崇、第二十五崇で準用する第二十五条の二及び第七十三条の十三の規定に

かかわらず、昭和三十七年二月二十一日まで、別に定めるもののほか、なお健前の例による。

3 声等学校並びに盲学校こ鼻学校及び養臓学校の教育際程については、改正後の第六十二条及び第七十三条の九第二項において率用する第二

十五条の規定にかかわらず、当分の間、閉に定めるもののほか、なお健前の例による。

附 則  (昭和三五年一〇月―五日文部省令第と六号)抄
1 この省令は、公布の口から施行する。ただし、この省令による改正後の学校教育法協行規則第二十七条、第五十七条の三及び第六十三条の

この規定は、昭和三十八年四月一日以降蔦等学械の第一学年に入単した生徒に係る教育際報及び全際程の停7のB定から適用する。

2 前項の規定により、この省令による改正後の学校教育法施行規則第二十七条及び第二十七条のこの湧定が適用されるまでの声等学校の数育

際程については、なお従前の例による。

3 中学校の教育際程については、この省令による改正後の第五十三条及び第五十四条の二の規定にかかわらず、昭和三十七年二月二十一日よ

で、盲学校、豊 学校若しくは養護学校又はこれらの学校の部の教育際程については、それぞれこの省令による改正後の第七十三崇の十の規

定にとづき牧育課程の基準として公示された盲学校学習指導要領、艶 学校学習指導要領又は養監学校学習指導要領が盲学校、豊 学校者しく___

は養醸学校又はこれらの学校の部の教育際程について適用されるまでの間は、同条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

腑 則  (昭和三八年八月三0日 文部省令第ニニ号)

この省令は、公布の日から施行する。

腑 則  (昭和三七年二月ニーロ文部省令第一三号)

この省令は、昭和三十七年四月一日かられ行する。

附 則  (昭和三七年六月一日文部省令第二人号) 抄

1 この省令は、公布の日から施行する。

2 学校散育法等の一部を改正する法律 (昭和三十六年法律第百六十六号。以下「改正法Jと いう。)の施行の際、理に改正法による改正前の

学校牧育法 (以下「旧法Jと いう。)第四条の嬢定により吉等学校の通信教育の開設についてされているB可は、改正法による改正後の学校

改育法第四条の理定により、当麟吉等学校の所在する都道府果の区増を通信教育を行う区増とする吉等学校の通信

“

の際程の設置についてき

れた諷可とみなす。

3 改正法祐行の際、理に吉等学校の通信教育を受けている生機が旧送第四十五条第一項の経定により行なわれた吉等学校の通信教育により既

に停得した料目の単位機及び指導を受けた特月日教育活動の時間敷は、学校教育法第五十四条第一項の経定による通信日の際程で行なわれた牧

育により停得した科日の単位数及び指導を受けた特剛教育活動の時間数とみなす。

附 則  (昭和三七年九月一日文部省令第三二号) 抄

1 この省令は、公布の日から施行する。

附 則  く昭和三八年二月二六口文部省令第三号)

この省令は、昭和三十八年四月―口からね行するこ

附 則  (昭和三八年八月二三日文部省令第二一号)

この省令は、公布の日かられ行する。

附 則  (昭和三九年二月T九 日文部省令第二号)
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この省令は、昭和三十九年四月一日から施行する。

附 則  (昭和三九年七月―一日文部省令第ニー号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四〇年二月―二日文部省令第五号)

この省令は、昭和四十年四月一日から施行する。

附 則  (昭和四―年二月二一日文部省令第三号) 抄

1 この省令は、公布の日から施行し、この省令による改正後の第七十三条の九及び第七十三条の十三第六項において準用する第六十三索の二

の規定は、昭和四十一年四月一日以降盲学校又は盤 学校の高等部の第一学年に入学した生徒に係る教育課程及び全課程の修了の認定から適

用する。

附 則  (昭和四一年七月一日文部省令第二五号)

この省令は、昭和四十二年四月一日から施行する。

附 則  (昭和四二年八月一日文部省令第一三号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四三年一〇月六日文部省令第一人号)

この省令は、昭和四十二年十一月十日から施行する。

附 則  (昭和四三年七月―一日文部省令第二五号) 抄

この省令は、昭和四十六年四月二日から施行する。

附 則  (昭和四三年-0月 一日文部省令第三〇号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四四年四月一四日文部省令第一一号)

この省令は、昭和四十七年四月一日から施行する。

附 則  (昭和四二年六月一日文部省令第一人号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四五年一〇月―五日文部省令第二三号)抄
1 この省令は、昭和四十八年四月一日から施行する。ただし、改正後の学校教育法施行規則第二十七条及び別表第二の規定は、同日以降高等

学校の第一学年に入学した生能に係る教育際程から適用する。

附 則  (昭和四六年三月一三日文部省令第六号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四六年二月三一日文部省令第一七号)

この省令は、昭和四十六年四月一日から施行する。

附 則  (昭和四六年一二月二四口文部省令第三
=号 )

この省令は、昭和四十七年四月一日から施行する。

附 則  (昭和四七年二月―O日文部省令第二号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四七年二月―八日文部省命第六号)

この雀令は、昭和四十七年四月一日から施行する。

附 則  (昭和四七年一〇月二七日文部省令第四六号)抄
1 この省令は、昭和四十八年四月一日から施行する。

2 改正後の学校教育法施行規則第七十三条の九、第七十三条のキー及び第七十三条の十四第二環 (養臣学校に係る部分に限る。)又は第二項

並びに別表第四、別表第五及び別表第人の規定は、昭和四十八年四月一日以降盲学校、霊 学校又は養睡学校の高等部の第―学年に入学した

生徒に係る教育課程及び全課程の修了の認定から適用する。

附 則  (昭和四九年二月九日文部省令第二号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和四九年六月二〇日文部省令第二人号) 抄

1 この省令は、昭和三十年四月=日から施行する。

附 則  (昭和四九年八月八日文部省令第二人号)

この省令は、学校教育法の一部を改正する送律の施行の日 (昭和四十九年九月一日)から施行する。

附 則  (昭和三〇年四月二八日文部省令第二一号) 抄

1 この省令は、昭和五十一年四月一日から施行する。

附 則  (昭和五〇年一二月二六日文部省令第四一号 )

この省令は、昭和三十一年二月―日から施行する。

附 則  (昭和五一年一月―O日文部省令第一号)

この省令は、学校教育法の―部を改正する法律 (昭和三十年法律第五十九号)の施行の日 (昭和五十一年一月十―日)から施行する。

附 則  (昭和三一年四月一日文部省令第一四号)

この省令は、私立学校振興助成法の施行の日 (昭和五十一年四月一日)から施行する。

附 則  (昭和五一年五月三一日文部省令第二九号)

この省令は、学校執青法の一部を改正する法律の施行の日 (昭和五十一年六月一日)から施行する。

附 則  (昭和五―年七月二四日文部省令第三二号)

1 この省令は、昭和五十二年四月一日から施行する。

2 第二策の規定による改正後の学校教育法施行規則第七十二乗の四の規定は、昭和五十二年四月一日以降高等専門学校の第一学年に入学する

学生に係る全課程停7の認定から適用する。

附 則  (昭和五二年七月二三日文部省令第二〇号)

この省令は、昭和三十五年四月一日から施行する。ただし、中学校の教育際程については、改正後の学校教育法施行規則第五十三条第二頂、

第五十四条及び別表第二の規定にかかわらず、昭和三十六年三月二十一日までヽなお従前の例による。

附 則  (昭和五三年五月二〇日文部省令第二三号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和五三年八月―八日文部省令第三〇号)

この省令は、公布の日から施行する。ただし、第一条の規定中学校教育法施行規則第七十三条の十二第一項及び第二項の改正規定並びに第二

条の規定中学校保健法施行規則第七条第一項第五号の改正規定は、昭和三十四年四月一日から施行する。

https:〃 elaws.e‐gov.gojP/search/elawsSearch/elawttearch/1sg050げ宙ewContents?la.¨  2020/03/25



学校教育法施行規則 22/34ページ

附 則  (昭和三二年八月二0日文部省令第二一号)

1 この省令は、昭和三十七年四月一日から施行する。ただし、第六十三条の二の改正規定は、昭和二十三年四月一日から施行する。

2 改正後の学校教育法施行規則第二十七条及び別表第二の規定は、昭和五十七年四月一日以降高等学校の第一学年に入学した生徒に係る教育

際程から適用する。

3 前項の規定により改正後の学校教育法施行規貝ll第二十七条及び別表第二の規定が適用されるまでの高等学校の教育際程については、なお従

前の例による。                                           ,
附 則  (昭和三二年一一月九日文部省令第四三号) 抄

1 この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和五四年七月二日文部省令第一九号)

1 この省令は、昭和三十五年四月一日から施行する。ただし、第七十三索の人の改正規定は昭和三十六年四月一日から、第七十三条の九、別

表第四、別表第二及び別表第六の改正規定は昭和五十七年四月―日から施行する。

2 改正後の学校教育法施行規則第七十三条の九、別表第四、別表第二及び別表第六の規定は、昭和五十七年四月一日以降盲学校、霊 学校又

は養霞学校の高等部の第一学年に入学した生徒に係る教育課程から適用する。

3 前項の規定により改正後の学校教育法施行規貝ll第七十三条の九、別表第四、別表第二及び別表第六の規定が適用されるまでの盲学校、霊

学校又は養臣学校の高等部の教育際程については、なお従前の例による。

附 則  (昭和五四年八月二四日文部省令第二0号 )

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和五四年一〇月―日文部省令第二五号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和五六年―O月 二九日文部省令第二三号)抄
1 この省令は、昭和五十七年四月一日から施行する。

附 則  (昭和三七年二月二三日文部省令第三号) 抄

1 この省令は、昭和三十七年四月一日から施行する。

附 則  (昭和三七年七月二三日文部省令第二九号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和三八年四月一日文部省令第―五号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和二九年七月二〇日文部省令第三九号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (昭和六一年五月二七日文部省令第二〇号)

この省令は、昭和六十一年六月一日から施行する。

附 則  (昭和六三年二月三日文部省令第四号)

この省令は、昭和六十三年四月一日から施行する。

附 則  (昭和六三年三月三一日文部省令第二号)

この省令は、昭和六十三年四月一日から施行する。

附 則  (昭和六三年一〇月八日文部省令第二人号)

この省令は、昭和六十三年十一月一日から施行する。

附 則  (平成元年二月―五日文部省令第一号)

1 この省令は、平成二年四月一日から施行する。ただし、第二十四条及び別歳第■の改正規定は平成二年四月一日から、第二十四無、第二十

四条の二及び別表第一の改正規定は平成四年四月一日から、第五十三条の改正規定は平成二年四月二日から、別表第二の改正規定は平成六年

四月一日から施行する。

2 改正後の学校教育法施行規則 (以下「新令】という。)第五十四条及び別表第二の規定は、平成三年四月一日以降中学校の第一学年に入学

した生徒に係る教育際程から適用する。

3 前項の規定により新令第二十四条及び別表第二の規定が適用されるまでの中学校の教育際程については、なお従前の例による。

4 平成二年四月一日から新令第二十四条の二、第二十四条、別表第一及び別表第二の規定が適用されるまでの間における第二十四条の二及び

第二十四条の規定の適用については、これらの規定中 r学級会活動、クラブ活動及び学級指導 (学校給食に係るものを除く。)」 とあるの

は、「学級活動 (学校給食に係るものを除く。)及びクラブ活動」とする。

5 新令別表第二の規定は平成六年四月―口以降高等学校の第一学年に入学した生徒 (新令第六十四条の三第一項に規定する学年による教育課―――一――一―

程の区分を設けない場合にあつては、同日以降に入学した生徒 (新令第六十条の規定により入学した生徒で同日前に入学した生徒に係る教育

課程により履修するものを除く。))に係る教育際狸から適用する。                  .
6 前項の規定により新令別表第二の規定が適用されるまでの高等学校の教育課程については、なお従前の例による。

7 平成二年四月一日から新令別表第二の規定が適用されるまでの間における別表第二の規定の適用については、同表国語の項中「古典」とあ

るのは「古典、回幅に関するその他の科目」と、同表社会の項中「政治・経済」とあるのは「政治・経済、社会に関するその他の科目」と、

同表数学の項中「確率・統計」とあるのは「確幕・統計、数学に関するその他の科目」と、同表理科の項中「地学」とあるのは「地学、理科

に関するその他の科目」と、同表保健体育の項中「保健」とあるのは「保健、保健体育に関するその他の科目」と、同表芸術の項中「書道

ⅢJと あるのは「書道Ⅲ、芸術に関するその他の科目Jと 、同表家庭の項中「児童福祉ととあるのは「児童福祉、課題研究」と、同表農業の

項中「総合農業Jと あるのは「総合農業、課題研究」と、同表工業の項中「工業英語」とあるのは「工業英語、課題研究」と、同表商業の項

中「経営数学」とあるのは「経営数学、課題研究」と、同歳水産の項中「水産製造機器」とあるのは「水産製造機器、課題研究」とする。

附 則  (平成元年三月二二日文部省令第二号)抄
1 この省令は、早成元年四月―日から施行する。

4 目立及び公立の幼稚口、高等学校及び中等教育学校の校長の資格についての学校教育法施行規則第二十条第一号の規定の適用については、

当分の間、同号中「専修免酢状又は一種免酢状 (高等学校及び中等教育学校の検長にあつては、専修免日午状)」 とあるのは、「専修免許状、

一種負酢状又は二種免件状 (高等学校及び中等教育学校の機長にあつては、専俸免許状又は一種免酢状)」 とする。

5 この省令の施行の際現に校長又は教員 (学長及び大学の教員並びに高等専門学校の校長及び教員を除く。以下同じ。)である者について

は、小学校、中学校又は特別支援学校の校長の資格についての学校教育法施行規則第二十条第=号
の規定の適用については、当分の間、同号

中「専停免杵状又は一種免酢状 (高等学校及び中等教育学校の校長にあつては、専修免許状)」 とあるのは「専修免昨状、一種免酢状又は三

種免許状」とする。

6 前二項の規定は、副校長及び歓頭の資格についての学校教育法施行規則第二十三条において準用する同令第二十条第一号の規定の適用につ

いて準用する。             、
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附 則  (平成元年二月二七日文部省令第四号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成元年二月三=口 文部省令第一〇号)

この省令は、平成元年四月一日から施行する。

附 則  (平成元年九月一日文部省令第二六号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成元年一〇月二四口文部省令第四〇号)

1 この省令は、平成二年四月一日から施行する。ただし、第七十三条の七の改正規定は平成四年四月一日から、第七十三条の八第二環の改正

規定中「選択教科は」の下に「、国語、社会、数学、理科」を加える部分及び同条第二項の改正規定は平成二年四月一日から、第七十三乗の

九、別表第四、別表第五及び別表第六の改正規定は平成六年四月一日から施行する。

2盲
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3 前項の規定により新令第七十三策の九、別表第四、別表第五及び別表第六の規定が適用されるまでの盲学校、霊 学校又は養臣学校の高等

部の教育際程については、なお従前の例による。

4 平成二年三月三十一日までに盲学校の高等部の第一学年に入学した生徒IF係 る教育際程についての平成二年四月一日から新令別表第四の規

定が適用されるまでの間における別表第四の規定の適用については、同表国語の項中「古典」とあるのは「古典、国語に関するその他の科

目」と、同表社会の項中「政治・経済」とあるのは「政治・経済、社会に関するその他の科目」と、同表数学の項中「確率・続計」とあるの

は r確率・統計、数学に関するその他の科目」と、同表理科の項中『地学」とあるのは「地学、理科に関するその他の科目」と、同表保健体

育の項中「保健」とあるのは「保健、保健体育に関するその他の科目」と、同表芸術の項中「書道Ⅱ」とあるのは「書道Ⅲ、芸術に関するそ

の他の科目」と、同表家庭の項中「児童福祉」とあるのは「児童福祉、課題研究」と、同表開律の項中「楽器修理」とあるのは「楽器停理、

課題研究」と、同表保健理熊の項中「保健理療実習Ⅱ」とあるのは「保健理療実習Ⅱ、課題研究」と、同表理療の項中「理療実習Ⅱ」とある

のは「理療実習It課題研究」、と、同表理学療法の項中「臨床実習」とあるのは「臨床実習、課題研究」とする。

5 平成二年四月一日から平成六年三月二十一日までの間に盲学校の高等部の第一学年に入学した生徒に係る教育課程についての平成二年四月

一日から新令別表第四の規定が適用されるまでの間における別表第四の規定の適用については、同表口隔の項中「古典」とあるのは「古典、

目編に関するその他の科目」と、同表社会の環中「政治・経済」とあるのは「政治・経済、社会に関するその他の科目」と、同表数学の項中

「確率・統計」とあるのは「確率・統計、数学に関するその他の科目」と、同表理科の項中「地学」とあるのは「地学、理科に関するその他

の利目」と、同表保健体育の項中「保健」とあるのは「保健、保健体育に関するその他の科目」とヽ同表芸術の項中「書道Ⅲ」とあるのは

「書道Ⅲ、芸術に関するその他の科目」と、同表家庭の項中「児童福祉」とあるのは「児童福祉、課題研究」と、同表閉体の項中「楽器停

理」とあるのは「桑器修理、課題研究」と、同表保健理療の項中「保健理療概説、基礎医学 I、 基礎医学Ⅱ、観察検査、保健理床臨床各論、

保健理療理論、保健理療実習 I、 保健理療実習 E」 とあるのは「保健理療概論、衛生・公衆衛生、解剖・生理、病理、臨床医学、リハビリ

テーション医学、東洋医学一般、保健理残理論、保健理療臨床論、保健理療基礎実習〔保健理療臨床実習、課題研究」と、同表理療の環中

「解剖学て生理学、病理学i衛生学、診察概R衛、理療臨床学、東洋医学概論、経穴概論、理療理論、理療輿習 I、 理療実習Ⅱ」とあるのは

「衛生学・公衆衛生学、解剖学、生理学、病理学概論、臨床医学総論、臨床医学各論、リハビリテーション医学、東洋医学概論、経絡経穴概

論、理療理論、理療臨床論、理療基礎実習、理療臨床実習、課題研究」と、同表理学療法の項中「病理学、臨床心理学、一般臨床医学、整形

外科学、臨床神経学、精神医学、運動療法、日常生活動作、戦浅 装具、検査測定、物理療法、臨床実習」とあるのは 1病理学概論、臨床心

理学、リハビリテーション概論、リハビリテーション医学、一般臨床医学、内科学、整形外科学、神経内科学、精神医学、小児科学、人間発

進学、理学療法概輪、臨床運動学、理学療法評価法、運動藤法、物理療法、日常生活活動、生活環境論、義肢装兵学、理学療法技術論、臨床

実習、課題研究」とする。                          ャ

6 平成二年四月一日から新令別表第二の規定が適用されるまでの間における別表第五の規定の適用については、同表国語の項中「古典」とあ

るのは「古典、国語に関するその他の科目」と、同表社会の項中「政治・経済」とあるのは「政治・経済、社会に関するその他の科目」と、

同表数学の項中「確率・統計」とあるのは「確率・統計、数学に関するその他の科目」と、同表理科の項中「地学」とあるのは「地半、理科

に関するその他の科目」と、同表保健体育の項中「保健」とあるのは r保健、保健体育に関するその他の科目」と、同表芸術の項中「喜道

Ⅲ」とあるのは「書道Ⅲ、芸術に関するその他の科目」と、同表家庭の項中 r児童福祉Jと あるのは「児童福祉、課題研究」と、同表農業の

項中「総合農業」とあるのは「総合農来、課題研究」と、同表工業の項中「工業英語」とあるのは「工業英幡、課題研究」と、同表商業の項

中「タイプライテイング」とあるのは「タイプライティング、課題研究」と、同表印刷の環中「印刷実習」とあるのは「印刷実習、課題研

究」と、同表理容
`美

容の項中「美容理輪・典習」とあるのは「美容理論・実習、課題研究」と、同表クリーニングの項中「クリーニング実

習Jと あるのは「クリーニング実習、課題研究」と、同表歯科技工の項中「歯科技工案習」とあるのは「歯科技工実習、課題研究」とする。

7 平成二年四月
=日

から新令別表第六の規定が適用されるまでの間におlナ る別表第本の規定の適用については、同表国語の項中「古典」とあ

るのは「古典、国語に関するその他の科目」と、同表社会の項中 r政治・経済」とあるのは「政治・経済、社会に関するその他の科目」と、

同表数学の項中「確率・統計」とあるのは「確率・統計、数学に関するその他の科目」と、同表理科の項中「地学」とあるのは「地学、理科

に関するその他の科目」と、同表保健体育の項中「保健」とあるのは「保健、保健体青に関するその他の科目」と、同表芸術の項中「書道

Ⅲ」とあるのは「喜道Ⅲ、芸術に関するその他の科目Jと 、同表家庭の項中「手芸」とあるのは「手芸、課題研究」と、同歳農業の項中「車

花」とあるのは「車花、課題研究」と、同表工業の項中「木材工芸」とあるのは「木材工芸、課題研究」と、同表商業の項中「タイプライ

ティング」とあるのは「タイプライテイング、課題研究」とする。

附 則  (平成元年-0月 二六日文部省令第四四号 )

この省令は、平成二年四月一日から施行する。

附 則  (平成元年一一月二0日 文部省令第四五号 )

この省令は、平成二年四月一日から施行する。

附 則  (平成元年一二月二五日文部省令第四六号)

この省令は、平成二年四月一日から施行する。

附 則  (平成三年二月―五日文部省令第一号)

1 この省令は、公布の日から施行する。                         (
2 改正後の学校教育法施行規則 (以下「新令」という。)第十二祭の三第二項及び第二項の規定は、幼稚国 (盲学校、霊 学校及び養離学校

の幼稚部を含む。以下同じ。)、 小学校 (盲学校、盤 学校及び養證学校の小学部を含む。以下同じ。)及び中学校 (盲学校、霊 学校及び養

隆学校の中学部を含む。以下同じ。)については、平成四年四月一日以降に児童等が進学又は転学した場合から適用し、高等学校 (盲学校、

霊 学校及び養離学校の高等部を含む。以下同じ。)、 大学、短期大学汲び高等専門学校については、平成六年四月一日以降に生徒等が進学

又は転学した場合から適用する。

3 新令第十五条第二項の規定は、幼稚国については平成二年四月一日以降に作成された指導要録及びその写しから、小学校については平成四

年四月一日以降に作成された指導要録及びその写しから、中学校については平成三年四月一日以降に第一学年に入学した生徒に係る指導要録
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及びその写しから、高等学校については平成六年四月
=日

以降に第一学年に入学した生徒 (新令第六十四条の三第一項に規定する学年による

教育課程の区分を設けない場合にあっては、同日以降に入学した生徒 (新令第六十条の規定により入学した生徒で同日前に入学した生徒に係

る教育際程により履停するものを除く。))に係る指導要録及びその写しから、大学、短期大学及び高等専門学校については、平成六年四月

一日以降に作成された指導要録及びその写しから、それぞれ適用する。

附 則  (平成三年六月二五日文部省令第三七号)

この省令は、平成三年七月―日から施行する。

附 則  (平成三年一r月 一四日文部省令第四五号)

1 この省令は、公布の日から施行する。

2 第一条の規定による改正前の学校教育法施行規則第六十三条第二号又は第六十九条第二号の規定により指定されていた在外教育施設 (以下

この項において『施設」という。)の当酸際程を停了した者 (当 馘施設が学校教育法施行規則第九十五条第二号又は第百三十条第二号の規定

により隠定された場合において、当散施設の当骸際程を認定後に停了した者を除く。)は、それぞれ学校教育法施行規則第井十二条第二号又

は第百三十条第二号に掲げる者とみなす。

附 則  (平成四年二月ニニロ文部省令第四号)

この省令は、平成四年九月一日から施行する。

附 則  (平成三年一月二八日文部省令第一号)

この省令は、平成二年四月―日から施行する。

附 則  (平成二年二月三日文部省令第二号)

この雀令は、平成二年四月一日から施行する。

附 則  (平成五年二月-0日 文部省令第二号)抄                                     イ

1 この省令は、平成五年四月一日から施行する。

附 則  (平成二年七月二九日文部省令第二九号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成六年一月―七日文部省令第一号)

この省令は、平成六年四月一日から施行する。

附 則  (平成六年八月―O日 文部省令第三四号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成六年―一月二四日文部省令第四六号)

この省令は、平成七年四月―日から施行する。

附 則  (平成六年一一月三〇日文部省令第四人号 )

この省令は、平成六年十二月T日から施行する。

附 則  (平成七年三月二八日文部省令第四号)

この省令は、平成七年四月一日から施行する。

附 則  (平成七年一二月二人口文部省令第二一号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成九年二月二四日文部省令第六号)

この省令は、平成九年四月一日から施行する。

附 則  (平成九年七月ニー日文部省令第ニニ号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成―O年二月二七日文部省令第二号)

この省令は、平成十年四月一日から施行する。

附 則  (平成―O年八月一四日文部省令第二三号)

この省令は、平成十一年四月一日から施行する。ただし、第六十八条の次に一条を加える改正規定は平成十年十月一日から施行する。

附 則  (平成―o年――月―七日文部省令第二人号)抄
1 この省令は、平成十一年四月一日から施行する。

附 則  (平成-0年一二月一四日文部省令第四四号)

1 この省令は、平成十四年四月一日から施行する。ただし、第二十五条の■の改正規定及び次項から附則第二項までの規定は、平成十二年四

月一日から施行する。

2 平成十二年四月一日から平成十四年三月二十一日までの間における改正前の学校教育法施行規則 (以下「旧令」という。)第二十四条第T
項及び第五十三条第一項の規定の適用については、第二十四条第一項中「編成するものとする。」とあるのは「編成するものとする。ただ

し、第二学年から第大学年までの各学年においては、総合的な学習の時間を加えて教育課程を編成することができる。」とし、第二十三条第

一項中「編成するものとする。」とあるのは「編成するものとする。ただし、総合的な学習の時間を加えて教育課程を編成することができ

る。」とする。

3 前項の規定により隣み替えて適用される旧令第二十四条第一項又は第二十三条第一項の規定に基づき総合的な学習の時間を加えて教育課程

を編成するときは、総合的な学習の時間に売てる授業時数は、各学校が定めるものとする。

4 平成十二年四月T日から平成十四年二月二十一日までの間における旧令別表第一の規定の適用については、同表備考第二号中 r学級活動

(学校給食に係るものを除く。)及びクラブ活動に売てるものとする。」とあるのは「学級活動 (学校給食に係るものを除く。)に各学年に

おいて三五以上 (第一学年にっいては三四、第二学年及び第三学年については二五)を充てるほか、クラブ活動又は総合的な学習の時間に充

てることができる。」とする。

5 平成十二年四月一日から平成十四年二月二十二日までの間における旧令別表第二の規定の適用については、同表備考第二号中「学級活動

(学校給食に係るものを除く。以下この号において同じ。)及びクラブ活動に売てるものとする。ただし、必要がある場合には、学級活動の

授業時数のみに売てることができる。」とあるのは r学級活動 (学校綸食に係るものを除く。)に各学年において三五以上を充てるほか、総

合的な学習の時間に充てることができる。」とし、同表備考第二号中「特別活動の授業時数の増加」とあるのは「特別活動の授業時数の増加

又は総合的な学習の時間の授業時数」とする。

附 則  (平成―一年一月―八日文部省令第一号)

この省令は、平成十一年四月一日から施行する。

附 則  (平成―一年二月二三日文部省令第二号)

この省令は、平成十一年四月一日から施行する。

附 則  (平成―一年二月二九日文部省令第七号)

1 この省令の規定は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当散各号に定める日から施行する。
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― 第七十三条の十六及び男u表第一の改正規定 平成十一年四月一日

三 附則第四項から第九項までの規定及び附則第十二項から第十七項までの規定 平成十二年四月工日

三 第四十七条、第六十三条の二、第六十五祭の四、第七十二条の七、第七十三条の七、第七十三条の人、第七十三条の十一及び別表第二の

二の改正規定 平成十四年四月一日

四 第五十七条、第七十三条の九、男u表第二及び別表第四の改正規定、別表第五及び別表第六を肖llる 改正規定並びに次項、附則第三項、第十

項及び第十一項の規定 平成十五年四月―ロ

2 改正後の学校教育法施行規則 (以下「新令」という。)第二十七条及び別表第二の規定は平成十二年四月一日以降高等学校の第一学年に入

学した生徒 (新令第六十四条の三第一項に規定する学年による教育腺程の区分を設けない課程にあつては、同日以降に入学した生徒 (新令第

六十条の規定により入学した生徒で同日前に入学した生徒に係る教育課程により履修するものを除く。))に係る教育課程から適用する。

3 前項の規定により新令第五十七条及び別表第二の規定が適用されるまでの高等学校の教育課程については、なお従前の例による。

4 平成十二年四月一日から新令第五十七条の規定が適用されるまでの間における改正前の学校教育法施行規則 (以下「旧令」という。)第五

十七条の規定の適用については、同条中「編成するものとする。」とあるのは「編成するものとする。ただし、総合的な学習の時間を加えて

教育課程を編成することができる。」とするど

5 平成十二年四月一日から新令別表第二の規定が適用されるまでの間における旧令別表第二の規定の適用については、同表中「、国語に関す

るその他の科目」、「、地理歴史に関するその他の科目」、「、公民に関するその他の科目」、「、数学に関するその他の科目」、「、理科

に関するその他の科目」、「、保健体育に関するその他の科目」、「、芸術に関するその他の科目」、「、外国語に関するその他の科目」、

「、家庭に関するその他の科目」、「、農業に関するその他の科目」、「、工業に関するその他の科目」、「、商案に関するその他の科

目」、「、水産に関するその他の科 E」 、「、看腱に関するその他の科目」、「、理数に関するその他の科目J、 「、体育に関するその他の

科目」、「、音楽に関するその他の科目」、「、美術に関するその他の科目」及び「、英語に関するその他の科目」を削り、同表その他特に

必要な教科の項を削り、同表に備考として次のように加える。

備考

― この表の上幅に掲げる各教科について、それぞれの表の下相に掲げる各教科に属する科日以外の科目を設けることができる。

二 この表の上幅に掲げる各教科以外の教科及び当骸教科に関する科目を設けることができる。

6 平成十二年四月一日から平成十四年三月三十一日までの間における学校教育法施行規則の一部を改正する省令 (平成十年文部省令第四十四

号。次項において「平成十年文部省令第四十四号」という。)に よる改正前の学校教育法施行規則第六十五条の五第一項において準用する同

令第五十三条第一項の規定の適用については、同項中「編成するものとする。」とあるのは「綱成するものとする。ただし、総合的な学習の

時間を加えて教育課程を編成することができる。」とする。

7 前項の規定により読み替えて準用する平成十年文部省令第四十四号による改正前の学校教育法施行規則第五十三条第一項の規定に基づき総

合的な学習の時間を加えて教育課程を編成するときは、総合的な学習の時間に売てる授業時数は、各学校が定めるものとする。

8 平成十二年四月一日から平成十四年二月二十一日までの間における旧令別表第二の二の規定の適用については、同表備考第二号中「学級活

動 (学校給食に係るものを除く。以下この号において同じ。)及びクラブ活動に売てるものとする。ただし、必要がある場合には、学級活動

の授業時数のみに売てることができる。」とあるのは「学級活動 (学校給食に係るものを除く。)に各学年において三五以上を売てるほか、

総合的な学習の時間に充てることができる。」とし、同表備考第二号中「特別活動の授業時数の増加」とあるのは「特別活動の授業時数の増

加又は総合的な学習の時間の授業時数」とする。

9 平成十二年四月―日から新令第六十五条の五第二項において準用する新令第五十七条の規定が適用されるまでの間における旧令第六十五条

の五第二項において準用する旧令第五十七条の規定の適用については、同条中「編成するものとする。」とあるのは「編成するものとする。

ただし、総合的な学習の時間を加えて教育課程を編成することができる。」とする。

10 新令第七十三条の九、第七十三条め十一 (盲学校、霊 学校及び養離学校の高等部に係る部分に限る。)、 別表第二及び別表第四の規定

は平成十五年四月一日以降盲学校、霊 学校又は養腱学枚の高等部の第一学年に入学した生徒に係る教育課程から適用する。

11 前項の規定により新令第七十三条の九、第七十三条の十一、別表第二及び別表第四の規定が適用されるまでの盲学校、霊 学校又は養護

学校の高等部の教育課程については、なお従前の例による。

12 平成十二年四月―日から平成十四年二月三十一日までの間における旧令第七十三条の七並びに旧令第七十三条の人第一項及び第二項の規

定の適用については、旧令第七十三条の七中「養離・コ‖練によつて編成するものとする。」とあるのは「自立活動にようて編成するものとす

る。ただし、盲学校、盤 学校及び養臣学校 (知的障害者を教育する場合を除く。)においては、総合的な学習の時間を加えて教育課程を編

成することができる。」とし、旧令第七十三条の八第一項中「養瞳・コW練によつて編成するものとする。」とあるのは「自立活動によつて編

成するものとする。ただし、総合的な学習の時間を加えて教育課程を編成することができる。」とし、旧令第七十三条の人第二項中「除

く。」とあるのは「外国隅とする。」とする。

13 平成十二年四月一日から新令第七十三条の九の規定が適用されるまでの間における旧令第七十三条の九の規定の適用につい

「家庭」とあるのは「家庭、外国語」と、「その他特に必要な教科とする。Jとあるのは「第七十三条の十に規定する盲学校、

は、同条中 _

学校及び

て

霊
養霞学校高等部学習指導要領で定めるこれら以外の教科とする。」と、「養隆・」‖練によつて編成するものとする。」とあるのは「自立活動

によつて編成するものとする。ただし、総合的な学習の時間を加えて教育課程を編成することができる。」とする。

14 平成十二年四月一日から新令第七十三条の九の規定が適用されるまでの間における旧令別表第四の規定の適用については、同表中「、ロ

悟に関するその他の科目」、「、4理歴史に関するその他の科目」、「、公民に関するその他の科目」、「、数学に関するその他の科目」、

「、理科に関するその他の科目J、 「、保健体育に関するその他の科目」、「、芸術に関するその他の科目」、「、外国語に関するその他の

科目」、「、家庭に関するその他の科目」及び「、音楽に関するその他の科目」を削り、「、観律に関するその他の科目」とあるのは「、嗣

律概論、整閥・修理案習」とし、「保健理療に関するその他の科目」とあるのは「、医療と社会、人体の構造と機能、疾病の成り立ちと予

防、生活と疾病、基礎保健理療、臨床保健理藤、地域保健理療と保健理療経営」とし、「理療に関するその他の科日」とあるのは「、医療と

社会、人体の構造と機能、疾病の成り立ちと予防、生活と疾病、基礎理藤学、臨床理療学、地域理療と理療経営」とし、「理学療法に関する

その他の科目」とあるのは「、人体の構造と機能、疾病と障害、保健・医療 i福祉とリハビリテーション、基礎理学療法学、理学療法評価

学、理学療法治療学、地域理学熊法学」とし、同表その他特に必要な教科の項を削り、同表に備考として次のように加える。

備考
― この表の上幅に掲げる各教科について、それぞれの表の下相に掲げる各教科に属する科日以外の科目を設けることができる。

こ この数の上相に掲げる各教科以外の教科及び当骸教科に関する科目を設けることができる。

15 平成十二年■月一日から新令第七十三条の九の規定が適用されるまでの間における旧令別表第二の規定の適用については、同表中「、口

語に関するその他の科目」、「、地理歴史に関するその他の科目J、 「、公民に関するその他の科目J、 「、数学に関するその他の科目と、

「、理科に関するその他の科目」、「、保健体青に関するその他の科目」、「、芸術に関するその他の科目」、 r、 外国語に関するその他の

科目」、「、家庭に関するその他の科目」、「、農業に関するその他の科目」、「、工業に関するその他の科目」及び「、商業に関するその

他の科目」を削り、 r、 印刷に関するその他の科目」とあるのは「、印刷デザイン」とし、「、理容・美容に関するその他の科目」とあるの

は「、理容・美容関係法規、衛生管理、理容・美容保健、理容・美容の物理・化学、理容・美容文化論、理容・美容技術理論、理容・美容還
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営管理、理容実習、美容案習、理容・美容情報処理Jと し、「tク リーニングに関するその他の科目」とあるのは「、クリーニング関係法

規」とし、「、歯科技工に関するその他の科目」とあるのは「、歯科技工学概論、歯の解剖学、競 口趣 機能学、婿正歯科技工学」とし、同

表その他特に必要な教科の項を削り、同表に備考として次のように加える。

備考
と この表の上幅に掲げる各教科について、それぞれの表の下桐に掲げる各教科に属する科日以外の科目を設けることができる。

二 この表の上幅に掲げる各教科以外の教科及び当骸教科に関する科目を設けることができる。

16 平成十二年四月―口から新令第七十三条の九の規定が適用されるまでの間における旧令別表第六の規定の適用については、同表中「、国

語に関するその他の科目」、「、地理歴史に関するその他の科目」、「、公民に関するその他の科目」、「、数学に関するその他の科目」、

「、電科に関するその他の科目」、 r、 保健体育に関するその他の科目」、「、芸術に関するその他の科目」、 r、 外国話に関するその他の

科目」、「、家庭に関するその他の科目」、 r、 農業に関するその他の科目」、「、工業に関するその他の科目」及び「、商業に関するそめ

他の科目」を削り、同表その他特に必要な教科の項を削り、同表に備考として次のように加える。

備考

― この表の上相に掲げる各教科について、それぞれの表の下桐に掲げる各教科に属する科日以外の科目を設けることができる。

二 この表の上幅に掲げる各教科以外の教科及び当骸教科に関する科目を設けることができる。

17 平成十二年四月一日から新令第七十三条のキーの規定が適用されるまでの間における旧令第七十三条の十―第二項の規定の適用について

は、同項中 r養慶・削練」とあるのは「自立活動」とする。

附 則  (平成―一年二月ニー日文部省令第一九号 )

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成―一年六月三日文部省令第二〇号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成―一年八月三二日文部省令第二四号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成―一年八月二一日文部省令第三五号 )

1 この省令は、公布の日から施行する。

2 第二乗の規定による改正後の就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則 (以下「新令」という。)第七条の規定にかかわらず、同条

に規定する別記第―号様式及び別日E第二号様式については、平成十二年二月二十一日までの間は、なお従前の例による。

3 外国人登録法の一部を改正する法律 (平成十一年法律第百三十四号)の施行の日の前日までの間は、新令第七条第二号中「外国人登録法

(昭和二十七年法律第百三十三号)の規定による登録原票の写し又は登録原票配載事項証明書」とあるのは、「市町村 (特別区を含み、地方

自治法 (昭和二十二年法律第六十七号)第二百三十二条の十九第一項の指定都市にあつては、当歓市の区とする。)の長の作成した外国人登

録法 (昭和二十七年法律第百二十五号)の規定による登録がされていることを証する書類」とする。

4 この省令の施行の際現にされている改正前の就学義務猶予免除者の中学校卒業程度lB定規則第七乗の規定による受験の願い出は、新令第七

条の規定によりした受験の願い出とみなす。

附 則  (平成―一年九月一四日文部省令第三七号 )

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律 (平成十一年法律第二十二号)の施行の日 (平成十二年四月一日)から施行する。

附 則  (平成一二年一月二一日文部省令第二号) 抄

(施行期日)

1 この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

(経過措置)

2 児童福祉法等の一部を改正する法律による改正前の児童福祉法 (以下「旧児童福祉法」という。)第四十四条の執霞院 (旧児童福祉法第四

十八条第四項ただし書の規定により指定を受けたものを除く。)において教育を担当する者の職は、学校教育法施行規則第二十条第一号チの

1  児童自立支授施設において教育を担当する者の職とみなす。

附 則  (平成―三年二月九日文部省令第九号)

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附 則  (平成―二年一〇月三一日文部省令第五三号)抄
(施行期日)

第一条 この省令は、内閣法の一部を改正する法律 (平成十一年法律第八十八号)の施行の日 (平成十三年一月六日)から施行する。

附 則  (平成一三年二月二〇日文部科学省令第四九号)

____こ の省令は、公布の日から施行する。           _
附 則  (平成―三年――月二七日文部科学省令第八〇号)抄

(施行期日)

第一乗 この省令は、平成十四年四月一日から施行する。

(経過措置)

第二条 この省令による改正前の学校教育法施行規則第六十九条第二号の規定により大学に入学した者の大学への入学資格に関する取扱いにつ

いては、なお従前の例による。

第二条 この省令による改正前の学校教育法施行規則第七十条第五号又は第六号の規定により大学院に入学した者の大学院への入学資格に関す

る取扱いについては、なお従前の例による。

附 則  (平成一四年二月二七日文部科学省令第七号 )

1 この省令は、平成十四年四月一日から施行する。    .
2 学校教育法の一部を改正する法律による改正前の学校教育法 (昭和三十三年法律第二十六号)第七十三条の三第一項に規定する秦母の職II

あつた者は、学校教育法施行規則第二十条第一号ハの規定の適用については、寄宿舎指導員の職にあつた者とみなす。

附 則  (平成一四年二月二九日文部科学省令第一四号)抄
(施行期日等)

1 この省令は、平成十四年四月一日から施行する。ただし、第二章及び第二章の規定、附則第二項の規定 (学校教育法施行規則 (昭和三十二

年文部省令第十一号)第十六条の改正規定を除く。)並びに別表の規定は、平成十二年四月一日から施行する。

附 則  (平成一四年二月二九日文部科学省令第一五号)抄
(施行期日等)

1 この省令は、平成十四年四月―口から施行する。ただし、第二章及び第二章の規定、附則第二項の規定 (学校教育法施行規則 (昭和二十二

年文部省令第十一号)第二十一乗及び第六十五条の三の改正規定を除く。)並びに別表の規定は、平成十二年四月一日から施行する。

附 則  (平成一四年二月二九日文部科学省令第一六号)抄
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(施行期日)

1 この省令は、平成十四年四月一日から施行する。

附 則  (平成一四年二月二九日文部科学省令第一七号)抄
(施行期日)

1 この省令は、平成十四年四月一日から施行する。

附 則  (平成―二年二月ニー日文部科学省令第一三号 )

この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附 則  (平成―二年二月ニーロ文部科学省令第―五号 )

(施行期日)

第―条 この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

(学校教育法の―部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令附則第二条の文部科学大臣の定める要件)

第二条 学校教育法の―部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 (平成十五年政令第七十四号)附則第二条の文部科学大臣

の定める要件は、この省令による改正前の大学院設置基準第三十一条第一項に規定する停士際程であることとする。

附 則  (平成―五年九月一六日文部科学省令第三九号)抄
(施行期日)

第―条 この省令は、平成十五年十月一日から施行する。

附 則  (平成―五年九月一九日文部科学省令第四一号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平咸―六年二月一二日文部科学省令第八号)抄
(施行期日)

第一条 この省令は、平成十六年四月―日から施行する。

附 則  (平成―六年二月ニー日文部科学省令第一三号)抄
(施行期日)

第一条 この省令は、平成十六年山月一日から施行する。

附 則  (平成―六年二月ニーロ文部科学省令第二〇号)抄
(施行期日等)

1 この省令は、平成十六年四月一日から施行する。

附 則  (平成一六年二月三一日文部科学省令第二三号)

この省令は、公布の口から施行し、平成十六年四月一日から適用する。                 .
附 則  (平成二六年一二月一三日文部科学省令第四二号)

この省令は、公布の日から施行する。ただし、第一条中学校教育法施行規則第二条中第五号を第六号とし、第四号を第二号とし、第二号を第

四号とし、第二号の次に一号を加える改正規定及び同令第六条の次に一条を加える改正規定、第二条中大学設置基準第十八条第一項の改正規定

及び同令第山十五条を同令第四十六条とし、同令第四十四条を同令第四十五条とし、同令第四十三条を同令第四十四乗とし、同令第十章中同条

の前に―条を加える改正規定、第二条の規定並びに第四条中短期大学設置基準第四条第二項の改正規定及び同令第二十七条を間令第二十八条と

し、同令第二十六条を同令第二十七条とし、同令第十章中同条の前に一条を加える改正規定は、平成十七年四月一日から施行する。

附 則  (平成一六年一二月―五日文部科学省令第四三号)

(施行期日)

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

(経過措置)

第二条 次の各号のいずれかに骸当する者については、学校教育法施行規則第百四十七条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

一 平成十八年二月三十一日に大学において薬学を履停する課程に在学し、引き続き当骸課程に在学する者

二 前号に掲げる者のほか、この省令の施行の日 (以下「施行日」という。)前に大学に在学し、引き続き当骸大学に在学する者であつて、

施行日以後に薬学を履修する課程 (臨床に係る実践的な能力を増うことを目的とするものを除く。)に在学することとなつたもの

附 則  (平成―七年一月ニー日文部科学省令第一号) 抄

(施行期日)                             .
第一条 この省令は、平成十七年四月一日から施行する。

附 則  (平成―七年二月三日文部科学省令第二号)

この省令は、不動産登記法の施行の日 (平成十七年三月七日)から施行する。

附 則  (平成―七年二月三一日文部科学省令第一六号)抄
(施行期日)

1 この省令は、平成十七年四月一日から施行する。

附 則  (平成―七年四月一日文部科学省令第二九号)                              t
この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成と七年七月六日文部科学省令第二人号) 抄

(施行期日)

1 この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成―七年九月九日文部科学省令第四〇号)

この省令は、平成十七年十月―口から施行する。

附 則  (平成―七年れ月九日文部科学省令第四二号)抄
(施行期日)

1 この省令は、公布の日から施行する。ただし、第六十九条、第六十九条の五及び第七十七条の五の改正規定並びに附則第二項の規定は、平

成十七年十二月一日から施行する。

附 則  (平成―八年二月二0日 文部科学省令第二号)

この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

附 則  (平成―八年二月ニー日文部科学省令第一一号)抄
(施行期日)

第一条 この省令は、平成十九年四月―口から施行する。

(助教授の在職に関する経過措置)
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第二条 この省令の規定による改正後の次に掲げる省令の規定の適用については、この省令の施行前における助教授としての在職は、准教授と

しての在職とみなす。

一 学校教育法施行規則第二十条第一号ロ

附 則  (平成―八年二月
=一

日文部科学省令第二二号 )

この省令は、平成十八年四月一日から施行する。

附 則  (平成一九年三月三0日文部科学省令第五号) 抄

(施行期日)

第一条 この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律 (以下「改正法」という。)の施行の日 (平成十九年四月一日)か ら施行する。

(学校教育法施行規則の一部改正に伴う経過措置)

第二条 この省令の施行前に改正法第一条の規定による改正前の学校教育法 (昭和三十二年法律第二十六号)第一条に規定する盲学校、霊 学

校及び養離学校 (以下「旧盲学校等Jと いう。)に在学していた者に対する学校教育法施行規則第百五十四条第一号の規定の適用について

は、その者は、改正法第一条の規定による改正後の学校教育法第一条に規定する特別支援学校に在学していた者とみなす。

2 この省令の施行の際現に旧盲学校等に在学している者については、当骸者の旧盲学校等における履体を当散旧盲学校等が改正法附則第二条

第一項の規定によりなるものとされた特別支援学校における履停とみなして、当骸特別支援学校の課程の修了、単位の停得又は事業の認定を

することができる。

3 この省令の施行前に旧盲学校等において単位を停得した者に対する学校教育法施行規則第百三十五条第二項において読み替えて準用する同

令第九十七条の規定の適用については、当骸単位は、当骸旧盲学校等が改正法附則第二条第一環の規定によりなるものとされた特別支援学校

において停得した単位とみなす。

附 則  (平成一九年七月二―日文部科学省令第二二号)抄
(施行期日)

第一条 この省令は、平成二十年四月一日から施行する。

附 則  (平成一九年一〇月三0日 文部科学省令第二四号)

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律 (平成十九年法律第九十六号)の施行の日から施行する。

附 則  (平成一九年一二月一四日文部科学省令第二人号)

この省令は、平成二十年四月―日から施行する。

附 則  (平成一九年一二月二五日文部科学省令第四〇号)

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律の施行の日 (平成十九年十二月二十六日)から施行する。ただし、第―条中学校教育法施行

規則第一章第二節の節名、第二十条第一号口、第二十三条、第四十四条第一項、第二項及び第三項、第四十五条第一項、第二項及び第二項、第

七十条第一項、第二項及び第二項、第七十一条第二項及び第三項、第八十一条第一項、第二項及び第二項、第百二十条、第百三十二条、第百三

十四条第一項、第二項及び第二項並びに第百二十五条第二項の改正規定、第五条中学校基本調査規則第二条第二項の改正規定、第八条中学校教

員統計調査規則第二条第二環の改正規定、第九条中教育雅員免酢法施行規則第六十八乗及び第六十九条の改正規定、第十二集中幼稚田設置基準

第五条第一項、第二項及び第三項並びに第六条の改正規定、第十七条中高等学校通信教育規濯第二条第一項の改正規定、第二十三条中専修学校

設置基準第十八条第二号の改正規定、第二十八条中小学校設置基準第六乗第一頂及び第二項の改正規定、第二十九条中中学校設置占準第六無第

一環及び第二項の改正規定並びに第四十七条中高等学校設置基準第八条第一項及び第二項並びに第九条の改正規定 (副校長、主幹教輸又は指導

執諭に係る部分に限る。)は、平成二十年四月一日から施行する。

附 則  (平成二〇年三月―O日文部科学省令第二号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二〇年二月二八日文部科学省令第五号)

1 この省令は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、次環から附則第六項までの規定は平成二十―年四月一日から、第二十条、第二十

一条及び別表第一の改正規定は平成二十三年四月一日から、第七十二乗、第七十三条、第七十六条、第百七条、別表第二及び別表第四の改正

規定は平成二十四年四月と日から施行する。

2 平成二十一年四月一日から平成二十三年三月二十一日までの間、小学校の教育際程はt学校教育法施行規則 (以下「令」という。)第二十

条第一項の規定にかかわらず、第五学年及び第六学年においては、外国語活動を加えて編成することができるものとする。

3 平成二十二年四月一日から平成二十三年三月二十一日までの間、小学校の各学年における算数、理科、体育及び総合的な学習の時間のそれ

ぞれの授業時数並びに総授業時数は、令別表第一の規定にかかわらず、附則別表第一に定める授業時数を標準とする。ただし、前項の規定に

より外国語活動を加えて教育課程を編成するときは、総合的な学習の時間の授業時数から三十五を超えない範囲内の授業時数を減し、外国語

活動の授業時数に充てることができることとする。

4 平成二十一年四月一日から平成二十四年二月二十一日までの間、一中学校の各学年における数学及び理科の授業時数、選択教科等に売てる授

業時数並びに総合的な学習の時間の授業時数は、令別表第二及び別表第四の規定にかかわらず、次の各号に掲げる期間ごとに当散各号に定め

る附則別表に定める授業時数を標準とする。

一 平成二十一年四月一日から平成二十二年二月二十一日まで 附則別表第二

二 平成三十二年四月一日から平成二十三年二月二十一日まで 附則別表第二

三 平成二十三年四月一日から平成二十四年二月二十一日まで 附則別表第四

5 平成二十一年四月から平成二十三年二月二十一日までの間における令第二十五条から第二十六条までの規定の適用については、これらの規

定中「又は第二十二条」とあるのは「若しくは第二十二条又は学校教育法施行規則の一部を改正する省令 (平成二十年文部科学省令第五号)

附則第二項」とする。

6 平成二十一年匹月から平成二十四年二月三十一日までの間における令第七十九条及び第百八条第二項において読み管えて準用する第五十五

条から第二十六条までの規定の適用については、これらの規定中「又は第二十二条」とあるのは「若しくは第二十二条文は学校教育法施行規

則の一部を改正する省令 (平成二十年文部科学省令第二号)附則第四項」とする。

附 則  (平成二0年六月一三日文部科学省令第一九号 )

この省令は、公布の日から施行する。

附則別表第一 (附則第二頂関係)

区分             第中学年 第二学年 第二学年 第四学年 第五学年 第六学年

算数

理科

体育

―三六  ―七五  ―七五  ―七五  一七五  一七五

各教科の授業時数 九〇   ―O五  =O五   一〇五

―O三 ―O五 九 〇 九 〇 九 〇 九 〇

総合的な学習の時間の授業時数 九 五 ―OO ――O ――O
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備考 この表の授業時数の一単位時間は、四十三分とする。

附則別表第二 (附則第四項第一号関係)

備考 この表の授業時数の一単位時間は、五十分とする。

附則別表第三 (附則第四項第二号関係)

備考 この表の授業時数の一単位時間は、五十分とする。

附則別表第四 (附則第四項第二号関係)

区分 第工学年 第二学年 第二学年

各教科の授業時数
数学 一四〇 ―O五 一四〇

理科 ―O五 一四〇 一四〇

選択教科等に売てる授業時数 O～―五 ―五～五〇 ―O～七〇

総合的な学習の時間の授業時数 五〇～六五 七〇～―O五 七〇～一三〇

備考 この表の授業時数の一単位時間は、五十分とする。

附 則  (平成二〇年七月三一日文部科学省令第二二号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二〇年八月ニー日文部科学省令第二六号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二〇年一一月―二日文部科学省令第二四号) 抄

(施行期日)

第一条 この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附 則  (平成二一年三月九日文部科学省令第二号 )

1 この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当骸各号に定める日から施行する。

一 第百二十六条及び第百三十条第二項め改正規定 平成二十三年四月一日

二 第百二十七条第一項及び第二項の改正規定並びに第百三十七条第二項を削る改正規定 平成二十四年四月一白

三 第八十一条、第八十三条、第百二十八条、別表第二及び別表第二の改正規定 平成二十五年四月一日

2 改正後の学校教育法施行規則 (以下「新令」という。)別 表第二の規定は、平成二十五年四月―日以降高等学校 (中等教育学校の後翔際程

及び特別支援学校の高等部を含む。以下同じ。)に入学した生徒 (新令第九十一条 (新令第百十三条第一項及び第百三十五条第二項で準用す

る場合を含む。附則第四項及び第五項において同じ。)の規定により入学した生徒であつて同日前に入学した生徒に係る教育課程により履停

するもの士除く。)に係る教育腺程から適用する。   _
3 前項の規定により新令別表第三の規定が適用されるまでの高等学校の教育際程については、なお従前の例による。

4 平成二十一年四月一日から平成二十五年三月三十一日までの間に高等学校に入学した生徒 (新令第九十一条の規定により入学した生徒で

あつて平成二十一年三月二十一日までに入学した生徒に係る教育課程により履棒するものを除く。)に係る教育課程についての平成二十一年

四月一日から新令別表第二の規定が適用されるまでの間における改正前の学校教育法施行規則 (以下「旧令Jと いう。)別表第二の規定の適

用については、同表 (二 )の表福祉の項中「福祉情報処理」とあるのは、「福祉情報処理、介霞福祉基礎、コミュニケーション技術、生活支

援技術、介護過程t介隆総合演習、介離実習、こころとからだの理解、福祉情報活用Jとする。

5 平成二十四年四月一日から平成二十二年二月三十一日までの間に高等学校に入学した生徒 (新令第九十一条の規定により入学した生徒で

あつて平成二十四年三月三十―日までに入学した生徒に係る教育際程により履修するものを除く。)に係る教育課程についての平成二十四年

四月一日から新令男1表第二の規定が適用されるまでの間における旧令別表第二の規定の適用については、旧令別表第二 (― )の表数学の項中

「数学基礎、数学 I」 とあるのは「数学 I」 と、「数学CJと あるのは「数学活用」とし、同表理科の項中「理科基礎、理科総合A、 理科総合

B、 物理 I、 物理 E、 化学 I、 化学Ⅱ、生物 I、 生物Ⅱ、地学 I、 地学Ⅱ」とあるのは「科学と人間生活、物理基礎、物理、化学基礎、化

学、生物基礎、生物、地学基礎、地学、理科課題研究」とし、旧令別表第三 (二 )の表理数の項中「理数数学探究」とあるのは「理数数学特

論」と、「理数地学」とあるのは「理数地学、課題研究」とする。

6 平成二十一年四月―日から平成二十三年三月三十一日までの間における旧令第百三十六条及び第百三十条第二項の規定の適用については、

旧令第百三十六条中「編成するものとする。」とあるのは「編成するものとする。ただし、第二学年及び第六学年においては、知的障害者で

ある児童を教育する場合を除き、外国暦活動を加えて編成することができる。」とし、旧令第百三十条第二項中「道徳」とあるのは「道徳、

外国語活動Jとする。

7 新令第百三十八条及び別表第二の規定は、平成二十二年四月一日以降特別支援学校の高学部に入学した生徒 (新令第百三十五条第二項で準

用する新令第九十―条の規定により入学した生徒であつて同日前に入学した生徒に係る執青際程により履棒するものを除く。)に係る教育課

程から適用する。

区分 第一学年 第二学年 第二学年

各教科の授業時数
数学 一 四 〇 ―O五 ―O五

理科 ―O五 -0五 rO五

選択教科等に売てる授業時数 O～―五 五〇～′(五 ′ヽO～一四〇

総合的な学習の時間の授業時数 五〇～六五 七〇～―O五 七〇～一三〇

区分 第一学年 第二学年 第二学年

各教科の授業時数
数学 ―四〇 ―O五 一四〇

理科 ―O五 一四〇 ―O五

選択教科等に充てる授業時数 O～ ―五 ―五～五〇 四五～―O五

総合的な学習の時間の授業時数 五〇～六五 七〇～―O五 七〇～一三〇
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B 前項の規定により新令第百三十八条及び別表第五の規定が適用されるまでの特別支援学校の高等部の教育際程については、なお従前の例に

よる。     |
9 平成二十二年四月一日から平成二十三年二月三十一日までの間に特別支援学校の高学部に入学した生徒 (新令第百三十五条第二項で準用す

る新令第九十一条の規定により入学した生徒であって平成二十二年二月二十一日までに入学した生徒に係る教育腺程により履停するものを除

く。)に係る教育腺程についての平成二十二年四月一日から新令第百三十八条及び別表第二の規定が適用されるまでの間における旧令第百三

十八条及び別表第二の規定の適用については、同条中「及び流通・サービス」とあるのは「、流通・サ=ビス及び福祉」とし、旧令別表第二

(― )の表保健理療の項中「際題研究」とあるのは「課題研究、保健理療情報活用」とし、同表理藤の項中「課題研究」とあるのは「際題研

究、理療情報活用」とし、同歳理学療法の項中 r課題研究」とあるのは「課題研究、理学療法情報活用」とし、旧令別表第五 (二 )の表理

容・美容の項中「際題研究」とあるのは「際題研究、理容・美容情報活用」とし、同表「歯科技工」の環中 r課題研究」とあるのは「課題研

究、歯科技工情報活用Jとする。

附 則  (平成ニエ年二月二六日文部科学省令第二号)

この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附 則  (平成ニー年二月ニー日文部科学省令第-0号 )

この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附 則  (平成二一年八月二〇日文部科学省令第二〇号)

この省令は、平成二十一年九月一日から施行する。

附 則  (平成二二年三月二四日文部科学省令第八号) 抄

(施行期日)

1 この省令は、平成二十二年四月一日から施行する。

附 則  (平成三二年六月―五日文部科学省令第一三号)

この省令は、平成二十三年四月―口から施行する。

附 則  (平成二二年七月―五日文部科学省令第―七号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二三年五月二日文部科学省令第一人号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二三年七月二九日文部科学省令第二人号)

この省令は、平成二十五年四月一日から施行する。

附 則  (平成二四年三月一四口文部科学省令第六号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  く平成二四年三月三0日 文部科学省令第一四号 )

この省令は、平成二十四年四月―口から施行する。

附 則  (平成二五年一一月耳九日文部科学省令第二一号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二六年一月一四日文部科学雀令第二号)

この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附 則  (平成二六年七月二日内閣府・文部科学省・厚生労働省令第二号)抄
(施行期日)

第一条 この命令は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律 (以下「一部改正法」と

いう。)の施行の日から施行する。

附 則  (平成二六年八月二九日文部科学省令第二五号)

この省令は、学校教育法及び日立大学法人法の一部を改正する法律の施行の日 (平成二十七年四月一日)から施行する。

t  附 則  (平成二七年二月二七日文部科学省令第一一号)

(施行期日)

1 この省令の規定は、次の各号に掲げる区分に応し、それぞれ当骸各号に定める日から施行する。

― 第五十条、第二十一条、第二十二条の三、第七十九条の五第一項、第百三十六乗、別表第一及び別表第■の二の改正規定並びに次項の規

定 平成二十年四月一日                        ,
二 第七十二条、第七十三条、1第七十四条の三、第七十六条、第七十九条の五第二項、第百七条、第百三十七条、第百三十八乗第二項、第百

三十条第二項、別表第二、別表第二の三及び別表第四の改正規定 平成三十一年四月
=口

__
(経過措置)

2 平成三十年四月―日から平成三十―年二月三十一日までの間における学校教育法施行規則第百三十条第二項の適用については、同項中「道

徳」とあるのは「道徳 (特別支援学校の小学部にあつては、特別の教科である道徳)」 とする。

附 則  (平成二七年二月三0日文部科学省令第一三号)抄
く施行期日)

1 この省令は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日 (平成二十七年四

月一日)か ら施行する。

附 則  (平成二七年四月一日文部科学省令第一九号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二七年六月一日文部科学省令第二六号)

この省令は、少年院法の施行の日 (平成二十七年六月一日)から施行する。

附 則  (平成二七年八月一九日文部科学省令第二人号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二七年一〇月二日文部科学省令第二五号)

′この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。

附 則  (平成二八年二月ニニ日文部科学省令第四号)

この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。

附 則  (平成二八年二月三0日 文部科学省令第一〇号)

この省令は、平成二十八年四月―日から施行する。

附 則  (平成二八年三月三一日文部科学雀令第一六号)

この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。
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附 則  (平成二′ヽ年二月ニーロ文部科学雀令第―九号)

この省令は、平成二十八年四月―日から施行する。

附 則  (平成二九年二月一四口文部科学省令第四号)

この省令は、平成二十九年四月…日から施行する。

附 則  (平成二九年二月二…口烹部科学省令第一二号)

この省令は、珀城の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を国るための関係法律の豊倍に関する法律の施行の日 (平成二十九年四月―

日)か ら施行する。

附 則  (平成二九年二月三一日文部科学省令第一人号)

この省令は、公布の日から施行する。

附 則  (平成二九年二月三―口文部科学省令第二四号)

この省令は、平成二十九年四月―口から施行する。

附 則  (平成二九年九月一三日文部科学省令第二六号)

この省令は、公布の日から施行する。

別歳第一 (第二十=崇関係)

区分 第一学年 第二学年 第二学年 第四学年 第二学年 第六学年

各散科の授素時数

目厨 三〇六 三 ― 五 二 四五 二四 五 ―七五 ―七五

社会 七 〇 九 〇 ―OO ―O三

算敬 一三六 ―七エ ―七五 ―七五 ―七五 …七五

理科 九 〇 -0五 ―O五 -0五

生活 ―Oニ -0五

音楽 ブヽ′ヽ 七 〇 六 〇 六 〇 五 〇 五 〇

ロロエ作 六′ヽ 七 〇 六 〇 六 〇 五 〇 五 〇

家庭 六 〇 五 五

体育 ―Oニ ―Oエ -0五 ―O五 九 〇 九 〇

道毎の授業時数 三 四 三 五 三 五 三 五 三 五 三 五

外国騒活動の授業時数 三 五 三 五

総合的な学習の時間の授祟時敷 七 〇 七 〇 七 〇 七 〇

特別活励の授業時敏 三 四 三 五 三 五 三 五 三 五 三 二

構授祟時敬 ′ヽ二〇 九一〇 九四五 九八〇 九′ヽO 九八〇

… この表の授業時数の一単位時間は、四十三分とする。

二 特周活動の授業時数は、小学校学習指報 領で定める学級活動 (学校綸食に係るものを除く。)に売てるものとする。

三 第二十条第二項の場合において、通毎のほかに宗教を加えるときは、宗牧の授素時数をもつてこの表の道毎の授業時数の一部に代える

ことができる。 (別歳第二から別表第二の三まで及び朋歳第四の場合においても同様とする。)

別表第二 (第七十三条関係)

区分 第一学年 第二学年 第二学年

各牧科の慢棠時敷

目語 一四〇 一四〇 ―O五

社会 ―O五 ―O五 一口O

数学 一四〇 ―O五

理科 ―Oエ 一口O 一口O

音楽 四 五 三 二 三 二

業衛 四 五 三 五 三 五

保健体育 ―O五 ―O五 ―O五

技術・家畠 七 〇 七 〇 三 五

外国語 ―四〇 一四〇 工四〇

遺仁の授業時数 三 五 三 二 三 二

総合的な学習の時間の授泉時数 五 〇 七 〇 七 〇

特朋活動の授祟時敬 三 五 三 五 三 五

構授卑時敦 ―O―五 ―O―五 ―O―五

備考

― この義の観素時数の一単位時間は、二十分とする。

二 特川活動の授果時数は、中学校学習指導要領でためる学級活動 (学校綸食に係るものを除く。)に売てるものとする。

別表第二の三 (第二十二条の三、第七十九条の五第一項、第七十九条の十二日係〕

備考
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区分
第一学

年

第二学

年

第二学

年

第四学

年

第二学

年

第六学

年

各政科の授祟時数 国語 三0六 ニーエ 二 四 五 二 四五 ―七五 ―七エ

社会 七 〇 九 〇 ―OO -0五

算数 一三六 ―七五 ―七五 ―七五 ―七五 …七五

理科 九 〇 ―O五 -0エ -0五

生活 -0二 ―O五

昔菓 ブヽ′ヽ 七 〇 六 〇 六 〇 五 〇 五 〇

田四工作 六′ヽ 七 〇 六 〇 六 〇 五 〇 五 〇

憲塵 六 〇 五 五

体育 -0ニ ―O五 ―O五 …0エ 九 〇 九 〇

道傷の授業時敬 三 四 三 五 三 五 三 五 三 五 三 五

外国目活出の授集時数 二 五 三 五

偉合的な学習の時画の授業時

敷
七 〇 七 〇 七 〇 七 〇

特閉活励の授集時数 三 四 三 二 三 二 三 二 三 五 三 五

構慢集時数 ′ヽ五〇 九一〇 九四五 九八〇 九AO 九八〇

― この豪の慢棠時数の一単位時間は、山十三分とする。

三 特用活励の観素時数は、小学校学習指導要領 (第七十九条の六第二項において串用する場合を含む。)で定める学後艦励 (学校綸食に

係るものを除く8)に売てるものとする。

三 各学年においては、各牧科、道毎、外国磨活動、総合的な学習の時口及び特閉活励の観祟時数から、文部科学大臣が】1に定めるところ

により■湧牧育学校、中学校違協型小学校及び小学校連携型中学校並びに中学校併骰型小学校及び小学校併設型中学校の数育際櫂を綱成

するために特に必要な教科等 (別歳第二の三において「小中一貫牧科等Jと いう。)の授集時数に売てることができる。

剛 (第七十四祭の三、第七十九条の五第二項、第七十九条の十二関係)

備考

― この表の授業時数の…単位時間は、三十分とする。

三 特別活動の授業時数は、中学校学習指報 機 (第七十九彙の六第二項において準用する場合を含む。)でためる学級活動 (学校輪食に

係るものを除く。)に売てるものとする。

三 各学年においては、各教科、道傷、構合的な学習の時間及び特Яl活動の授集時数から、文部科学大臣が朋に定めるとこうにより小中―

貫教科等の授祟時数に充てることができる。

別表第二 《第八十三条、第百八条、第百三十八条関係〕

(― ) 各学科に共通する

備考

区分 第七学年 第八学年 第九学年

各牧科の授皐時敏 目瞬 一四〇 ―口0 -0五

社会 ―Oエ ―O五 一四〇

数学 一四〇 …O五 一四〇

理魯 ―O五 ―四〇 一口O

四 五 三 二 三 五音楽

美脩 四 五 三 二 三 二

保健体育 ―O五 ―O五 ―O五

技術・家底 七 〇 七 〇 三 二

一口O外国厨 一四〇 一四〇

道僅の授祟時敏 三 五 三 五 三 二

総合的な学習の時間の授祟時敷 五 〇 七〇 七 〇

三 二 三 五 三 五特別活動の慢祟時数

需撮素時教 -0-二 ―O―五 ―O―五

各歌科 各牧科に日する科ロ

目瞬 目困総合、国厨歳現、理代文Aこ 現代文日、古奥A、 古典B

拍理歴

史
世界史A、 世界史B、 日本史A、 日本史Bi珀理A、 地理B

公 民 羽代社会、倫理、政治・経済
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(二) 主として専門学科において開設される各教科

常考

―  (―)及び (二 )の表の上相に掲げる各教科について、それぞれの表の下欄に掲げる各教科に呂する科日以外の科目を設けることが

できる。

二  (― )及び (二 )の表の上編に掲げる各教科以外の教科及び当陰牧科に関する科目を設けることができる。

別表第四 (第七十六条、第百七条、第百十七条関係)

区分 第一学年 第二学年 第二学年

国語 一四〇 一四〇 ―O五

社会 ―O五 ―O五 一四〇

各教科の授業時数

数学 数学 I、 数学 II、 数学 III、 数学A、 数学日、数単活用

理科 科学と人間生活、枷理経 、物理、化学基礎、化半、生鞠基礎、生物、地学基礎、地学、理科課題研究

保健体

育
体育、保健

芸術
音 楽 I、 音 楽 II、 音 楽 III、 美 毎 I、 美 衛 II、 芸 術 III、 工 芸 I、 工 芸 II、 工 芸 III、 書 道 I、 書 道 IIⅢ Ⅲ

道 III

外国語
コミュニケ…ション英語基礎、コミュニケーション英語 I、 コミュニケーション英語 II、 コミュニケーション英語 II

I、 英語表現 I、 英脳表現 II、 英議会脳

家庭 家庭と確、家庭総合、生活デザイン

情報 社会と情報、情報の科学

各

数

科

各牧科に呂する書日

農

祟

農業と環境、課題研究、総合輿習、農業情報処理、作物、野菜、果料、車花、奮産、農祟経営、農祟機構、食品製造、食品化学、

機生物利用、権物バイオテクプロジー、動鞠バイオテクプロジー、農業経済、食品驚通、森帯科学、森林経営Ⅲ林産物利用、農集

土木設計、農祟土木施江、水循環、造田計画、造田技術、環境緑化材料、河量、生絢活用、グリーンライフ

工

素

．

工業技術と強、際題研究、輿習、製日、工業数理基礎、情報技術基礎、材料技術と確、生産システム技術、工業技衛英語こ工集曽

理技術、環境工学基礎、機械工作、機構設計、原動機、電子機構、電子機構応用、自動車工学、自動車整備、電気基礎、電気機

器、電力捜衛、電子捜衛、電子回路、電子計罰鋼御、通信抜衛、電子情報技術、プログラミング旗縛、ハー ドウェア捜衛、ソフト

ウェア技術、コンピュータシステム技術、建築構造、建築計画、凛策構造設計、建素施工、建築法規`設備計画、空気田和骰常、

衛生・防災激常、濁量、土木と確力学、土木構造設計、土木施工、社会基盤工学、工業化学、化学工学、地球環境化学争材料製造

技術、工集材料、材料加工、セラミック化学、セラミック技術、セラミックエ素、組離製品、構催・集色技術、染機デザイン、イ

ンテリア計画、インテリア装備、インテリアエレメント生産、デザイン猿縛、デザイン材料、デザイン史

商

業

ビジネス基礎、課題研究、総合案離、ビジネス奥務、マーケティング、商品開発、広告と順売促違、ビジネス経済、ビジネス経済

廊用、経済活励と法、好B、 財議会計 I、 財務会計 II、 原価計算、管理会計、情報処理、ビジネス情報、電子商取引、プログラ

ミング、ビジネス情報管理

水

産

水産海洋と礎、課題研究、総合案習、海洋情報技術、水産海岸科学、温集、航海・計署、船舶運用、船用機関、機構設計工作、電

気理由、移励体通信工学、海岸通信技術、資源増殖、海洋生れ、海洋環境、小型船出、食品製造、食品管理、水産流通こダイビン

グ、マリンスポーツ

憲

庭

生活産業基礎、課題研究、生活産業情報、消食生活、子どもの発違と保育、子ども文化、生活と福社、リビングデザイン、服飾文

化、フアッション造語基礎、ファッション造形、ファッションデザイン←阻毎手芸、フー ドデザイン、全文化、旧理、崇養、食

品、食品衛生、公衆衛生

■

護

基礎看護、人体とを慶、察病と■醸、生活とを護、成人号醸、老年■離、猜神骨臨、在宅■産、母性■餞、小児■置、■度の構合

と案路、■麟臨地実習、■度情報活用

情

報

情報産果と社会、課題研究、情報の表現と管理、情報と問題解決、情報,ク プロジー、アルゴリズムとプログラム、ネットワーク

システム、データベース、情報システム輿習、情報メディア、情報デザイン、表現メディアの編集と表現、情報コンテンツ実習

福

社

社会福社↓強、介議福社基礎、コミュニケーシヨン技術、生活支援機衛、介醸過程〔介議総合瀕習、介議輿習、こころとからだの

理解、福社情報活用

理

敬
理数数学 I、 理数数学 II、 理数数学特山、理敷枷理、理数化学、理数生物.理教地学、課題研究

体

育
スポーツ概愴、スポーツ I、 スポーツ II、 スポーツ III、 スポーツ IV、 スポーツV、 スポーツVI、 スポーツ総合演習

音

楽
音楽理由、音楽史、演奏研究、ンルフエージュ、声楽、暑楽、作曲、電賞研究

芸

術

美衛糧綸i美衛史、素描、構成、織日、版田、形封、ビジェアルデザイン、クラフトデザイン、情報メディアデザイン、映像表

霊、環境造形、ほ賞研究

英

語
総合英語、英語理解、英語表現、異文化理解、時事英瞬
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敷学 …四〇 ―O五 一四〇

道住の観祟時数 三 二 三 五 三 二

七 〇 七 〇
総合的な学習の時間の授業時

虫
五 〇

特別活動の授業時敬 三 五 三 二 三 五

構慢素時敗
―O―

五

-0-
三

―O―
五
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理科

菅桑

典衛

保建体育

技術・家

庭

外国語

…0五

四五

四五

一〇エ

七〇

―四〇

一口O

三五

三五

―O五

七〇

―四〇

一口O

三二

三エ

ーO五

三五

…四〇

備考

… この表の授素時数の…単位時間は、二十分とする。

二 特別活動の授集時数は、中學様学習指導要領 (第百八条第一頭において隼用する場合を含む。次号において同じ。)で定める学韻活動

(学校綸食に係るものを除く。)に充てるものとする。

三 各学年においては、各教科の授業時敬から七十を超えない範囲内の授業時数を滅じ、文部科準大臣が朋にためるところにより中学校宇

習指導要領でためる選択教科の授集時敬に売てることができる。ただし、各学年において、各執科の授業時牧から誠ずる授業時数は、一

牧料当たり三十五を限度とする。

別表第二 (第百三十八条田係)

(―) 根党障害者である生住に対する数育を行う特朋支援単校の主として専門学科において閉設される各徴科

(二 ) 聴党障害者である生機に対する数育を行う特川支援単校の主として専同学科に 各教科

―  (― )及び (二 )の表の上欄に掲げる各教科について、それぞれの段の下幅に掲げる各教科に日する科日以外の科目を設けることが

できる。

二  (―)とび (二 )の表の上欄に掲げる各牧科以外の牧科及び当敵敷科に関する科日を設けることができる。

常考

各執

科
各牧科に属する科目

理歳

保健 医療と社会、人体の構造と機構、疾綺の成り立ちと予防、生活と疾病、碁確保儀理機、臨床保健理は、地城保健理腺と保儀理歯

経営、保健理盛基礎奥習、保健理歯臨床実習、保健理機情報活用、課題研究

理機
医歯と社会、人体の構造と機機、挨病の成り立ちと予防、生活と疾房、基礎理農学、臨床理凛学、地墳理凛と理機経営、理凛基

礎案習～理凛臨床案習等理療情報活用、際餌研究

学

法

理

歯

人体の構造と機構、疾務と障害、、保健・医森・福社とリハビリテーション、と破理学森法学、理学盛法瞬価学ざ理学は法治森

学、地増理学森法学、臨床案習、理単腺法情報活用、課題研究

各教科 各教科に属する科目

印刷
印刷

'由
、写真襲版、印刷機構・材料、印ロデザイン、写真化学・光学、文書処理・管理、印日情報機衛善確、画像技術i

印刷織合実習、課題研究

典理害

害

理暮・美害関係法耀、衛生管理i理暮・美害保健、理害・美害の物理・化学、理害・美暮文化綸、理害・美害技術理綸、理

毒・美暮運営管理、理害案習、理喜・美害情報活用、際E研究

クリーニ

ング
クリーニング関係法経、公衆衛生、クリーニング理由、構韓、クリエニング機暑 i装置、クリーニング輿習、課題研究

脅科機エ
白科敏工田係法温、日科技工学懐由、歯科理工手、歯の解

“

学、顕 回連 機機学t有床義歯強工学、歯冠停復捜工学、嬌正

歯科強工学も小児歯科技工学、歯科技工奥習、歯科技工情報活用、課題研究
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